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本冊子は農業協同組合法第54条の3に基づいて作成した
ディスクロージャー誌です。
金額は原則として単位未満切捨てのうえ表示しています。
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ご あ い さ つ
皆さまには、平素よりＪＡ山口信連ならびにＪＡバンク山口をお引き立ていただき、誠にありがと

うございます。
当会は、昭和23年の設立以来、ＪＡと共に地域に密着し、山口県の豊かな自然と農業を守り育むこ

とを通じて、地域経済や産業の発展に貢献する地域金融機関を目指した事業を展開してまいりました。
この度、当会の経営方針や最近の業績・活動内容についてまとめたディスクロージャー誌を作成い

たしました。ご一読いただき、当会へのご理解を一層深めていただければ幸いに存じます。
さて、令和5年度の日本経済は、ウィズコロナへのシフトによる消費回復やインバウンド需要の増

加、好調な企業業績、官民が連携した賃上げによる所得環境の改善などにより、緩やかではあります
が、民需主導による経済成長が続きました。一方で、ウクライナ情勢の長期化などに伴う地政学リス
ク、日米金利差を主因とした円安の進行により、輸入物価は高止まりをみせるなど、国内の生活や農
業情勢は依然として先行き不透明な状況にあります。
金融面においては、2%の「物価安定の目標」が持続的・安定的に実現していくことが見通せる状

況に至ったとの判断から、日銀によるYCC（イールドカーブコントロール）およびマイナス金利政策
が解除されました。海外では、インフレ上昇の鈍化に伴い更なる金融引き締め観測は後退しておりま
すが、今後もグローバルな景気動向の変動により、インフレ・リセッション懸念・金融不安が混在す
る不安定な市場環境が継続することが予想されます。
農業・ＪＡグループを巡る情勢としましては、農家数および組合員数の減少等の長年の課題に加え、

様々な価格高騰が農業生産現場に大きな影響を与えており、価格高騰対策、労働力の軽減や支援、事
業承継支援など多面的な対策が必要となっています。
このような状況のもと、ＪＡグループ山口は、第41回ＪＡ山口県大会決議に基づき、自己改革の更

なる実践に向けて、グループ一丸となって取り組みました。
当会といたしましては、ＪＡグループ山口県大会の決議内容を踏まえて策定した「中期経営計画

（2022年度～2024年度）」に基づき、ＪＡ・信連の一体的な事業推進を強化するとともにＪＡグ
ループ山口の自己改革に取り組んでいます。
農業専門金融機関・地域金融機関として、農業の振興ならびに地域社会の発展により一層貢献でき

るよう、役職員一丸となって邁進する所存でございますので、今後ともご支援・お引き立てを賜りま
すよう心よりお願い申し上げます。

令和６年７月

経営管理委員会会長 平 岡 　 武
代表理事理事長 松 本 隆 志

経営管理委員会会長
平 岡 　 武

代表理事理事長
松 本 隆 志
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ＪＡグループ・ＪＡバンクの概要

地域段階

県域段階

全国段階

J　A
JAバンク山口
JAバンク

指導事業

JA山口中央会 JA山口信連 JA山口厚生連

J A 全 中

J A 全 農 JA全共連
農林中央金庫 JA全厚連

営農指導

農政活動

教育指導　他

経済事業

農業用生産資材

生活用品

農畜産物の販売 他

信用事業

貯　金

貸　出

為　替　他

共済事業

生命共済

建物更生共済

火災共済　他

厚生事業

医　　療

保　　健

老人福祉　他

組合員・利用者の皆さま

　ＪＡグループとは、地域段階のＪＡ、都道府県段階の中央会・連合会、全国段階の中央会・連
合会等で構成する協同組織であり、農家をはじめとする組合員組織を基盤に、指導・経済・信
用・共済・厚生などの事業を展開しています。

　ＪＡバンクとは、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）で構成するグループの名称です。
組合員・利用者の皆さまに、安心で便利な金融機関としてご利用いただけるよう、ＪＡバンク会
員の総力を結集し、実質的に一つの金融機関として活動しています。

　ＪＡ山口県の信用事業部門と当会の機能を総称して「ＪＡバンク山口」と呼び、一体的な事業
運営をしています。
また、私どもＪＡ山口信連は、信用事業を行う都道府県段階の連合会として、ＪＡの事業運営
をサポートする県域機能を発揮するとともに、「ＪＡバンク山口」としてＪＡと一体となって、
組合員や地域利用者、企業などの皆さまのお役に立つ金融サービスを提供できるよう努めていま
す。

ＪＡバンク山口では「選ばれるＪＡバンク」を目指し、「信頼・貢献・改革」の基本姿勢のも
と、顧客基盤の拡充に取り組みました。令和5年度末のＪＡ貯金残高は、対前年比2.7％増の1兆 
2,487億円となりました。また、ＪＡ貸出金残高は、住宅ローンにかかる新規実行増加等により、
対前年比6.2％増の3,451億円となりました。

ＪＡグループとは

ＪＡバンクとは

ＪＡバンク山口とは

ＪＡ山口県の概況
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組合員・利用者の皆さまにとって、より安心で便利なＪＡバンクとなるため、「再編強化法（農林中 

央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に基づき、ＪＡバ 

ンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）の総意として「ＪＡバンク基本方針」を制定しています。

このＪＡバンク基本方針に基づき、全国のＪＡ・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを「ＪＡ 

バンクシステム」といいます。ＪＡバンクシステムは、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止 

システム」と、スケールメリットときめ細かい顧客接点を活かした金融サービス提供の充実・強化を目 

指す「一体的事業運営」の2つの柱で成り立っています。

ＪＡバンクシステム

組合員・利用者の皆さま

行　　政

全中・中央会

貯金保険
機構

ＪＡバンク
支援協会

系統債権管理
回収機構

連　　　携

協力・連携

破綻時の貯金者保護

破綻未然防止の支援

不良債権の管理・回収

○ＪＡ等の経営状況のモニタリング

○ＪＡ等に対する経営改善指導

○ＪＡバンク支援基金、及びＪＡ
バンク山口独自の支援基金によ
る資本注入などのサポート等

○実質的に一つの金融機関として機
能するような運営システムの確立

○共同運営システムの利用

○全国どこでも統一された
　良質で高度な金融サービスの提供

破綻未然防止システム 一体的事業運営

ＪＡバンク基本方針

ＪＡバンク会員の
経営健全性確保

安   心
金融サービスの
提供の充実

便　利

Ｊ Ａ 信 連
（ＪＡバンク県本部）

農林中金
（ＪＡバンク中央本部）

農林中金への
指導権限の付与など

再編強化法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）

ＪＡバンクシステム
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金融サービスの提供の充実

　ＪＡバンクでは、「破綻未然防止システム」と「貯金保険制度」により「ＪＡバンク・セーフ 

ティーネット」を構築しています。これにより、組合員・利用者の皆さまにより一層の安心をお 

届けしています。

　ＪＡバンクでは貯金のみならず、住宅ローンなどの各種ローン、国債、投資信託などの商品を 

豊富にラインアップしています。また、いつでもどこでもお手軽にサービスがご利用いただける 

ように、ＪＡネットバンクをはじめ、各金融機関との提携拡大によるＪＡキャッシュカードの利 

便性向上など、組合員・利用者の皆さまにとってより便利なサービスの提供を目指しています。

ＪＡバンク・セーフティーネット

安　心

便　利

　ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営 
破綻を未然に防止するためのＪＡバンク独自の 
制度です。具体的には、
①個々のＪＡ等の経営状況についてチェック
（モニタリング）を行い、問題点を早期に
発見

②経営破綻に至らないよう、早め早めに経営
改善等を実施

③全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク
支援基金」、及びＪＡバンク山口独自の支
援基金を活用し、ＪＡの経営健全性維持の
ために必要な資本注入などを行います。

ＪＡ・信連・農林中金等が加入している、貯 
金者等保護のための公的な制度です。
万が一、ＪＡが経営破綻し貯金等の払戻しが 

できなくなった場合などに、ＪＡなどから徴収 
された保険料を原資に、貯金等を一定の範囲で 
保護します。
「貯金保険制度」による貯金者保護の仕組み 
は、銀行・信金・信組・労金などが加入してい 
る「預金保険制度」と基本的に同様です。

破綻未然
防止システム

破綻未然防止のための
ＪＡバンク独自の制度

貯金保険制度

貯金者等保護のための
公的な制度

ＪＡバンク・セーフティーネット
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貯金商品
いつでも出し入れがご自由にでき、年金・給与・配当金などのお受取口
座、公共料金やクレジットカードのご利用代金などのお引落し口座としてご
利用いただける「総合口座」（普通貯金）を取り扱っております。また、
「総合口座」に定期貯金・定期積金をセットすることで、万が一普通貯金残
高が不足した場合でも、定期貯金・定期積金残高の90％（最高300万円）
まで自動的にご用立ていたします。
また、ペイオフ発動時においても全額保護の対象となる「普通貯金」（決
済用口座）も取り扱っております。

市場金利の動向に応じて利率が決まる「スーパー定期」等各種定期貯金や
財形貯金、市場金利の動向に応じて半年ごとに利率が変わる「変動金利定期
貯金」等を取り扱っております。

ご進学やご結婚など、目的に合わせて無理のない金額・期間で積み立てる
「定期積金」を取り扱っております。

当 座 性 貯 金

定 期 貯 金

定 期 積 金

ローン商品
農業経営資金（統一版）をはじめ、農機具等の購入資金や運転資金など、
農業経営に必要な各種の資金をご融資しています。

住宅の建築資金、購入資金、増改築・補修資金及び他金融機関からの借換
資金など、幅広いニーズに対応した資金をご融資しています。

マイカーローン、教育ローン、多目的ローン及びカードローンなど、ライ
フプランにあわせてご利用いただけます。また、平日のご来店が困難な組合
員・利用者様向けチャネルとして、ネットローンも取り扱っております。

農 業 資 金

住 宅 ロ ー ン

その他ローン

国債・投資信託など
長期利付国債、中期利付国債及び個人向け国債を取り扱っております。

国内外の債券、株式等に投資する投資信託を取り扱っております。
また、NISAも取り扱っております。

iDeCoを取り扱っております。

国 債

投 資 信 託

JAバンクiDeCo

ＪＡバンク山口の主な商品・サービス
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決済サービス
毎月の給与やボーナスが、ご指定の貯金口座に自動的に振り込まれます。

年金や配当金などが、ご指定の貯金口座に自動的に振り込まれます。お受
取りの都度出かけられる手間が省け、大変便利です。

各種公共料金やクレジットカードのご利用代金などを、ご指定の貯金口座
から自動的にお支払いいたします。集金や払込みの手間が省け、大変便利で
す。

全国銀行データ通信システムを利用して、全国のJA、銀行、信用金庫、
信用組合、労働金庫などとの間で振込、送金、手形などの取引をスピーディ
かつ安全・確実にご利用いただけます。

インターネットに接続されているパソコンから、でんさいネットが取り扱
う電子記録債権をご利用いただけるサービスです。

給与振込サービス

カード・ネットサービス
全国のJAはもちろん、ゆうちょ銀行、コンビニエンスストア（一部を除
く）のATMなどで、現金のお引き出し、お預け入れ、残高照会がご利用い
ただけます。また、銀行、信用金庫、漁協などのATMでもお引き出し、残
高照会がご利用いただけます。

お買い物、ご旅行、お食事等でのお支払いや、キャッシングサービス、公
共料金（一部を除く）のお支払いなどにご利用いただけるクレジットカード
です。なお、キャッシュカード機能とクレジットカード機能が1枚になった
便利な「JAカード（一体型）」、更にJAが提供する総合ポイントサービス
にかかる機能を有する「総合ポイント用JAカード（一体型）」もご利用い
ただけます。

「J-Debit」のマークがある全国の加盟店で、お手持ちのJAキャッシュカ
ードを端末に通し、暗証番号を入力するだけで、ご利用代金をキャッシュレ
スでお支払いいただけます。また、一部の加盟店のレジ等で現金のお引き出
しができるキャッシュアウトサービスもご利用いただけます。

窓口やATMまで行かなくても、インターネットに接続されているパソコ
ンやスマートフォン等からアクセスするだけで、振込や残高照会、入出金明
細の照会などの各種サービスがご利用いただけます。
なお、個人の組合員・利用者の皆さま向けのJAネットバンクでは、定期
貯金のお預け入れや、住宅ローンの一部繰上げ返済もご利用いただけます。

API連携基盤を活用したモバイルバンキング「JAバンクアプリ」がご利
用いただけます。窓口やATMまで行かなくても、残高照会、入出金明細の
照会などのサービスがご利用いただけます。

ＪＡキャッシュカード

自動受取サービス

自動支払サービス

内国為替サービス

ＪＡバンクでんさいサービス

Ｊ Ａ カ ー ド

デビットカード

ＪＡネットバンク

ＪＡバンクアプリ

※詳細につきましては、当会またはJAの窓口におたずねください。
※当会またはJAで取り扱いのない商品・サービス等もございます。

66



当
会
の
考
え
方

経営理念

中期経営計画（2022年度～2024年度）基本方針

基本方針
多様化する農業・くらし・地域の持続性を確保するため、ステークホルダー目

線でその課題解決にＪＡグループ一体となって取り組む。

県域組織の機能を強化するとともに、将来にわたりその機能を発揮し続けるた

め、財務基盤の強化、組織態勢の整備に取り組む。

経営戦略
➢  農業・くらし・地域の各領域における金融仲介機能の発揮

➢  ＪＡサポート・補完機能の強化

➢  持続可能な財務基盤の構築

➢  組織力向上のための態勢整備

　「一人は万人のために、万人は一人のために」という協同組合精神の基本理念に基づき、信用
事業を通じて、農業の発展と地域経済の振興に貢献し、美しい自然と豊かな地域社会の実現に寄

与することを使命としています。

また、ＪＡグループの一員として、会員ＪＡの事業の振興とその組合員の経済状態の改善、社

会的地位の向上に資することを経営理念としています。

経営方針
当会は、「ＪＡバンク基本方針」に基づくＪＡバンクシステムの一員として、会員ＪＡ、ＪＡ

組合員・利用者の皆さまから信頼を得るため、さらなる経営基盤の強化と良質で高度な金融サー

ビスを提供するため、「中期経営計画（2022年度～2024年度）」を策定し、次に掲げる項目を

基本方針として取り組んでいます。

当会の経営理念と経営方針
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１　役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　法令等の遵守による経営の健全性を確保するため、「コンプライアンスの基本方針」、「コン
プライアンス・マニュアル」等を定め、役職員が法令等を厳格に遵守し誠実かつ公正な業務の運
営を遂行することの重要性を周知徹底する。
⑵　理事の法令等遵守状況については、他の理事および監事による監督を受ける。
⑶　コンプライアンスに関して、職員がコンプライアンス関係部署および外部の法律事務所に相
談・情報提供できる｢ヘルプライン｣制度を設置する。
⑷　「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、コンプライアンス推進・教育研修活動
などを計画的に実施する。
⑸　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策について、「マネー・ローンダリング等および
反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、適切な業務運営を行う。
⑹　財務報告に係る規程等を定め、財務報告の信頼性・適正性を確保するための態勢を整備する。
２　理事の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
⑴　理事会その他の重要な会議の議事録、稟議書等職務の執行にかかる重要な文書等は、保存期間
および管理基準を定めて適切に管理する。
⑵　業務の担当部署は、理事または監事の求めに応じ職務の執行にかかる情報を閲覧に供する。
３　損失の危機の管理に関する規程その他の体制
⑴　経営の健全性や安全性を維持すると同時に安定的な収益構造を確立するために、適切にリスク
管理を行うことを重要な経営課題ととらえ、経営として認識するリスクの種類・定義、リスク管
理の組織体制と仕組み等を定めたリスク管理の基本方針を制定する。
⑵　管理すべきリスクを、収益発生を意図し能動的に取得するリスク（信用リスク、市場リスク、 
流動性リスク）とオペレーショナル・リスクに分類し、各リスクの特性を踏まえたリスク管理の
方針およびプロセスを定めて管理するとともに、これらを統合的にマネジメントする。こうした
リスクマネジメントを適切に実行するために、リスク管理にかかる意思決定機関、担当部署を設
置し、それぞれの役割責任を明確に定義して、実施体制を整備する。
⑶　種々のリスクを計量化したうえで、その合計額が自己資本額の範囲内に収まるように許容リス
クを設定し、これを上限とした運用を行うようコントロールを行うことにより、経営全体での統
合的なリスク管理に取組む。
⑷　農協法で規定される経営の健全性確保を遵守するため、法令で定められた要件に基づき規制資
本に関するマネジメントを実施する。
⑸　大規模な災害による被災等に際し、業務の維持を図るために必要な態勢を確保する。
４　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　事業計画を定め、その進捗状況を定期的に評価する。
⑵　理事会の意思決定を効率的に行うため、理事および幹部職員により構成された会議体を設置し、
一定の事項にかかる原案等を随時検討する。
⑶　役職員の職務の執行を効率的に行うため、組織体制の整備を行い、機構・職制・業務分掌等を
明確に定める。

５　内部監査体制
⑴　当会の適正な業務運営の執行に資するため、業務執行部門から独立した内部監査部門として監
査室を設置し、業務運営全般にわたる内部監査が実効的に行われることを確保するための態勢を
整備する。
⑵　内部監査は、当会の全業務を対象とし、理事会が承認する「年度監査計画」および理事長の承
認する「監査実施計画」に基づき実施する。
⑶　監査室長は、内部監査終了後、「内部監査報告書」を取りまとめ理事長に報告する。理事長は、
定期的に内部監査の結果を理事会へ報告するとともに、内部監査の実施状況を経営管理委員会へ
報告する。
⑷　監査室長は、監事および会計監査人と定期的および必要に応じて意見・情報交換を行い、連携
を強化する。

６　監事の職務を補助すべき職員に関する事項
⑴　監査室には、監事会運営に関する事務および監事の指示する事項にかかる業務に従事するため
の職員を配置する。
⑵　監事は、理事と協議のうえ、必要と認める職員等を監査の補助に当たらせることができるもの
とする。
⑶　監査室長は、監事から特定事項について調査の依頼を受けたときは、理事長の決定を経て、監
事の指揮により調査を行う。
⑷　監査室に配属する職員の業績評価、人事異動、その他人事に関する事項の決定について、あら
かじめ監事の意見を聴取し、当該意見を尊重する。

７　理事および職員が監事に報告するための体制およびその他の監事への報告に関する体制
⑴　理事は、当会に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、ただちに
当該事実を監事会に報告する。
⑵　コンプライアンス統括部署は、コンプライアンスの観点から重要な事実を把握した場合または
コンプライアンス態勢全般に関して重要な事項がある場合には、監事にその旨を通知・連絡する。
⑶　監査室は、内部監査結果を理事長に報告し、監事に回付する。また、監事と定期的に意見交換
を行う。
⑷　主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類は、監事の閲覧に供する。
⑸　前記1⑶の「ヘルプライン」制度の運用状況について、監事に報告を行う。
８　監事に報告したものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保す
るための体制
適切な目的により監事へ報告を行った当会の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保することとし、その旨を周知徹底する。
９　監事の職務執行について生ずる費用に係る方針
監事がその職務執行について生ずる費用等を支弁するために、適切な予算枠を設けるとともに、
監事が請求する費用について、監事の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
すべて負担するものとする。

10　その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監事監査の重要性・有用性を十分認識し、次のとおり、監事の監査が実効的に行われることを確
保するための体制を整備する。
⑴　監事は、理事会および経営管理委員会に出席するほか、重要な会議に出席して、意見を述べる
ことができるものとする。
⑵　代表理事は、監事と定期的に意見交換を行う。
⑶　理事および職員は、監事からの調査またはヒアリング依頼に対して協力する。
⑷　その他、理事および職員は、監事監査基準および監事監査規程に定めのある事項を尊重する。

当会は、農林水産業者の協同組織を基盤とした金融機関としての基本的使命と社会的責任を果たして
いくために、経営管理態勢の構築を経営の最重要課題として位置付けるとともに、企業倫理および法令
等の遵守、適切なリスク管理その他業務執行の適正性を確保するための内部統制に関する基本方針を次
のとおり策定しております。

１　役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　法令等の遵守による経営の健全性を確保するため、「コンプライアンスの基本方針」、「コン
プライアンス・マニュアル」等を定め、役職員が法令等を厳格に遵守し誠実かつ公正な業務の運
営を遂行することの重要性を周知徹底する。
⑵　理事の法令等遵守状況については、他の理事および監事による監督を受ける。
⑶　コンプライアンスに関して、職員がコンプライアンス関係部署および外部の法律事務所に相
談・情報提供できる｢ヘルプライン｣制度を設置する。
⑷　「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、コンプライアンス推進・教育研修活動
などを計画的に実施する。
⑸　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策について、「マネー・ローンダリング等および
反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、適切な業務運営を行う。
⑹　財務報告に係る規程等を定め、財務報告の信頼性・適正性を確保するための態勢を整備する。
２　理事の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
⑴　理事会その他の重要な会議の議事録、稟議書等職務の執行にかかる重要な文書等は、保存期間
および管理基準を定めて適切に管理する。
⑵　業務の担当部署は、理事または監事の求めに応じ職務の執行にかかる情報を閲覧に供する。
３　損失の危機の管理に関する規程その他の体制
⑴　経営の健全性や安全性を維持すると同時に安定的な収益構造を確立するために、適切にリスク
管理を行うことを重要な経営課題ととらえ、経営として認識するリスクの種類・定義、リスク管
理の組織体制と仕組み等を定めたリスク管理の基本方針を制定する。
⑵　管理すべきリスクを、収益発生を意図し能動的に取得するリスク（信用リスク、市場リスク、 
流動性リスク）とオペレーショナル・リスクに分類し、各リスクの特性を踏まえたリスク管理の
方針およびプロセスを定めて管理するとともに、これらを統合的にマネジメントする。こうした
リスクマネジメントを適切に実行するために、リスク管理にかかる意思決定機関、担当部署を設
置し、それぞれの役割責任を明確に定義して、実施体制を整備する。
⑶　種々のリスクを計量化したうえで、その合計額が自己資本額の範囲内に収まるように許容リス
クを設定し、これを上限とした運用を行うようコントロールを行うことにより、経営全体での統
合的なリスク管理に取組む。
⑷　農協法で規定される経営の健全性確保を遵守するため、法令で定められた要件に基づき規制資
本に関するマネジメントを実施する。
⑸　大規模な災害による被災等に際し、業務の維持を図るために必要な態勢を確保する。
４　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　事業計画を定め、その進捗状況を定期的に評価する。
⑵　理事会の意思決定を効率的に行うため、理事および幹部職員により構成された会議体を設置し、
一定の事項にかかる原案等を随時検討する。
⑶　役職員の職務の執行を効率的に行うため、組織体制の整備を行い、機構・職制・業務分掌等を
明確に定める。

５　内部監査体制
⑴　当会の適正な業務運営の執行に資するため、業務執行部門から独立した内部監査部門として監
査室を設置し、業務運営全般にわたる内部監査が実効的に行われることを確保するための態勢を
整備する。
⑵　内部監査は、当会の全業務を対象とし、理事会が承認する「年度監査計画」および理事長の承
認する「監査実施計画」に基づき実施する。
⑶　監査室長は、内部監査終了後、「内部監査報告書」を取りまとめ理事長に報告する。理事長は、
定期的に内部監査の結果を理事会へ報告するとともに、内部監査の実施状況を経営管理委員会へ
報告する。
⑷　監査室長は、監事および会計監査人と定期的および必要に応じて意見・情報交換を行い、連携
を強化する。

６　監事の職務を補助すべき職員に関する事項
⑴　監査室には、監事会運営に関する事務および監事の指示する事項にかかる業務に従事するため
の職員を配置する。
⑵　監事は、理事と協議のうえ、必要と認める職員等を監査の補助に当たらせることができるもの
とする。
⑶　監査室長は、監事から特定事項について調査の依頼を受けたときは、理事長の決定を経て、監
事の指揮により調査を行う。
⑷　監査室に配属する職員の業績評価、人事異動、その他人事に関する事項の決定について、あら
かじめ監事の意見を聴取し、当該意見を尊重する。

７　理事および職員が監事に報告するための体制およびその他の監事への報告に関する体制
⑴　理事は、当会に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、ただちに
当該事実を監事会に報告する。
⑵　コンプライアンス統括部署は、コンプライアンスの観点から重要な事実を把握した場合または
コンプライアンス態勢全般に関して重要な事項がある場合には、監事にその旨を通知・連絡する。
⑶　監査室は、内部監査結果を理事長に報告し、監事に回付する。また、監事と定期的に意見交換
を行う。
⑷　主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類は、監事の閲覧に供する。
⑸　前記1⑶の「ヘルプライン」制度の運用状況について、監事に報告を行う。
８　監事に報告したものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保す
るための体制
適切な目的により監事へ報告を行った当会の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保することとし、その旨を周知徹底する。
９　監事の職務執行について生ずる費用に係る方針
監事がその職務執行について生ずる費用等を支弁するために、適切な予算枠を設けるとともに、
監事が請求する費用について、監事の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
すべて負担するものとする。

10　その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監事監査の重要性・有用性を十分認識し、次のとおり、監事の監査が実効的に行われることを確
保するための体制を整備する。
⑴　監事は、理事会および経営管理委員会に出席するほか、重要な会議に出席して、意見を述べる
ことができるものとする。
⑵　代表理事は、監事と定期的に意見交換を行う。
⑶　理事および職員は、監事からの調査またはヒアリング依頼に対して協力する。
⑷　その他、理事および職員は、監事監査基準および監事監査規程に定めのある事項を尊重する。

内部統制基本方針
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１　役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　法令等の遵守による経営の健全性を確保するため、「コンプライアンスの基本方針」、「コン
プライアンス・マニュアル」等を定め、役職員が法令等を厳格に遵守し誠実かつ公正な業務の運
営を遂行することの重要性を周知徹底する。
⑵　理事の法令等遵守状況については、他の理事および監事による監督を受ける。
⑶　コンプライアンスに関して、職員がコンプライアンス関係部署および外部の法律事務所に相
談・情報提供できる｢ヘルプライン｣制度を設置する。
⑷　「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、コンプライアンス推進・教育研修活動
などを計画的に実施する。
⑸　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策について、「マネー・ローンダリング等および
反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、適切な業務運営を行う。
⑹　財務報告に係る規程等を定め、財務報告の信頼性・適正性を確保するための態勢を整備する。
２　理事の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
⑴　理事会その他の重要な会議の議事録、稟議書等職務の執行にかかる重要な文書等は、保存期間
および管理基準を定めて適切に管理する。
⑵　業務の担当部署は、理事または監事の求めに応じ職務の執行にかかる情報を閲覧に供する。
３　損失の危機の管理に関する規程その他の体制
⑴　経営の健全性や安全性を維持すると同時に安定的な収益構造を確立するために、適切にリスク
管理を行うことを重要な経営課題ととらえ、経営として認識するリスクの種類・定義、リスク管
理の組織体制と仕組み等を定めたリスク管理の基本方針を制定する。
⑵　管理すべきリスクを、収益発生を意図し能動的に取得するリスク（信用リスク、市場リスク、 
流動性リスク）とオペレーショナル・リスクに分類し、各リスクの特性を踏まえたリスク管理の
方針およびプロセスを定めて管理するとともに、これらを統合的にマネジメントする。こうした
リスクマネジメントを適切に実行するために、リスク管理にかかる意思決定機関、担当部署を設
置し、それぞれの役割責任を明確に定義して、実施体制を整備する。
⑶　種々のリスクを計量化したうえで、その合計額が自己資本額の範囲内に収まるように許容リス
クを設定し、これを上限とした運用を行うようコントロールを行うことにより、経営全体での統
合的なリスク管理に取組む。
⑷　農協法で規定される経営の健全性確保を遵守するため、法令で定められた要件に基づき規制資
本に関するマネジメントを実施する。
⑸　大規模な災害による被災等に際し、業務の維持を図るために必要な態勢を確保する。
４　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　事業計画を定め、その進捗状況を定期的に評価する。
⑵　理事会の意思決定を効率的に行うため、理事および幹部職員により構成された会議体を設置し、
一定の事項にかかる原案等を随時検討する。
⑶　役職員の職務の執行を効率的に行うため、組織体制の整備を行い、機構・職制・業務分掌等を
明確に定める。

５　内部監査体制
⑴　当会の適正な業務運営の執行に資するため、業務執行部門から独立した内部監査部門として監
査室を設置し、業務運営全般にわたる内部監査が実効的に行われることを確保するための態勢を
整備する。
⑵　内部監査は、当会の全業務を対象とし、理事会が承認する「年度監査計画」および理事長の承
認する「監査実施計画」に基づき実施する。
⑶　監査室長は、内部監査終了後、「内部監査報告書」を取りまとめ理事長に報告する。理事長は、
定期的に内部監査の結果を理事会へ報告するとともに、内部監査の実施状況を経営管理委員会へ
報告する。
⑷　監査室長は、監事および会計監査人と定期的および必要に応じて意見・情報交換を行い、連携
を強化する。

６　監事の職務を補助すべき職員に関する事項
⑴　監査室には、監事会運営に関する事務および監事の指示する事項にかかる業務に従事するため
の職員を配置する。
⑵　監事は、理事と協議のうえ、必要と認める職員等を監査の補助に当たらせることができるもの
とする。
⑶　監査室長は、監事から特定事項について調査の依頼を受けたときは、理事長の決定を経て、監
事の指揮により調査を行う。
⑷　監査室に配属する職員の業績評価、人事異動、その他人事に関する事項の決定について、あら
かじめ監事の意見を聴取し、当該意見を尊重する。

７　理事および職員が監事に報告するための体制およびその他の監事への報告に関する体制
⑴　理事は、当会に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、ただちに
当該事実を監事会に報告する。
⑵　コンプライアンス統括部署は、コンプライアンスの観点から重要な事実を把握した場合または
コンプライアンス態勢全般に関して重要な事項がある場合には、監事にその旨を通知・連絡する。
⑶　監査室は、内部監査結果を理事長に報告し、監事に回付する。また、監事と定期的に意見交換
を行う。
⑷　主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類は、監事の閲覧に供する。
⑸　前記1⑶の「ヘルプライン」制度の運用状況について、監事に報告を行う。
８　監事に報告したものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保す
るための体制
適切な目的により監事へ報告を行った当会の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保することとし、その旨を周知徹底する。
９　監事の職務執行について生ずる費用に係る方針
監事がその職務執行について生ずる費用等を支弁するために、適切な予算枠を設けるとともに、
監事が請求する費用について、監事の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
すべて負担するものとする。

10　その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監事監査の重要性・有用性を十分認識し、次のとおり、監事の監査が実効的に行われることを確
保するための体制を整備する。
⑴　監事は、理事会および経営管理委員会に出席するほか、重要な会議に出席して、意見を述べる
ことができるものとする。
⑵　代表理事は、監事と定期的に意見交換を行う。
⑶　理事および職員は、監事からの調査またはヒアリング依頼に対して協力する。
⑷　その他、理事および職員は、監事監査基準および監事監査規程に定めのある事項を尊重する。

当会は、農林水産業者の協同組織を基盤とした金融機関としての基本的使命と社会的責任を果たして
いくために、経営管理態勢の構築を経営の最重要課題として位置付けるとともに、企業倫理および法令
等の遵守、適切なリスク管理その他業務執行の適正性を確保するための内部統制に関する基本方針を次
のとおり策定しております。

１　役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　法令等の遵守による経営の健全性を確保するため、「コンプライアンスの基本方針」、「コン
プライアンス・マニュアル」等を定め、役職員が法令等を厳格に遵守し誠実かつ公正な業務の運
営を遂行することの重要性を周知徹底する。
⑵　理事の法令等遵守状況については、他の理事および監事による監督を受ける。
⑶　コンプライアンスに関して、職員がコンプライアンス関係部署および外部の法律事務所に相
談・情報提供できる｢ヘルプライン｣制度を設置する。
⑷　「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、コンプライアンス推進・教育研修活動
などを計画的に実施する。
⑸　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策について、「マネー・ローンダリング等および
反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、適切な業務運営を行う。
⑹　財務報告に係る規程等を定め、財務報告の信頼性・適正性を確保するための態勢を整備する。
２　理事の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
⑴　理事会その他の重要な会議の議事録、稟議書等職務の執行にかかる重要な文書等は、保存期間
および管理基準を定めて適切に管理する。
⑵　業務の担当部署は、理事または監事の求めに応じ職務の執行にかかる情報を閲覧に供する。
３　損失の危機の管理に関する規程その他の体制
⑴　経営の健全性や安全性を維持すると同時に安定的な収益構造を確立するために、適切にリスク
管理を行うことを重要な経営課題ととらえ、経営として認識するリスクの種類・定義、リスク管
理の組織体制と仕組み等を定めたリスク管理の基本方針を制定する。
⑵　管理すべきリスクを、収益発生を意図し能動的に取得するリスク（信用リスク、市場リスク、 
流動性リスク）とオペレーショナル・リスクに分類し、各リスクの特性を踏まえたリスク管理の
方針およびプロセスを定めて管理するとともに、これらを統合的にマネジメントする。こうした
リスクマネジメントを適切に実行するために、リスク管理にかかる意思決定機関、担当部署を設
置し、それぞれの役割責任を明確に定義して、実施体制を整備する。
⑶　種々のリスクを計量化したうえで、その合計額が自己資本額の範囲内に収まるように許容リス
クを設定し、これを上限とした運用を行うようコントロールを行うことにより、経営全体での統
合的なリスク管理に取組む。
⑷　農協法で規定される経営の健全性確保を遵守するため、法令で定められた要件に基づき規制資
本に関するマネジメントを実施する。
⑸　大規模な災害による被災等に際し、業務の維持を図るために必要な態勢を確保する。
４　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　事業計画を定め、その進捗状況を定期的に評価する。
⑵　理事会の意思決定を効率的に行うため、理事および幹部職員により構成された会議体を設置し、
一定の事項にかかる原案等を随時検討する。
⑶　役職員の職務の執行を効率的に行うため、組織体制の整備を行い、機構・職制・業務分掌等を
明確に定める。

５　内部監査体制
⑴　当会の適正な業務運営の執行に資するため、業務執行部門から独立した内部監査部門として監
査室を設置し、業務運営全般にわたる内部監査が実効的に行われることを確保するための態勢を
整備する。
⑵　内部監査は、当会の全業務を対象とし、理事会が承認する「年度監査計画」および理事長の承
認する「監査実施計画」に基づき実施する。
⑶　監査室長は、内部監査終了後、「内部監査報告書」を取りまとめ理事長に報告する。理事長は、
定期的に内部監査の結果を理事会へ報告するとともに、内部監査の実施状況を経営管理委員会へ
報告する。
⑷　監査室長は、監事および会計監査人と定期的および必要に応じて意見・情報交換を行い、連携
を強化する。

６　監事の職務を補助すべき職員に関する事項
⑴　監査室には、監事会運営に関する事務および監事の指示する事項にかかる業務に従事するため
の職員を配置する。
⑵　監事は、理事と協議のうえ、必要と認める職員等を監査の補助に当たらせることができるもの
とする。
⑶　監査室長は、監事から特定事項について調査の依頼を受けたときは、理事長の決定を経て、監
事の指揮により調査を行う。
⑷　監査室に配属する職員の業績評価、人事異動、その他人事に関する事項の決定について、あら
かじめ監事の意見を聴取し、当該意見を尊重する。

７　理事および職員が監事に報告するための体制およびその他の監事への報告に関する体制
⑴　理事は、当会に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、ただちに
当該事実を監事会に報告する。
⑵　コンプライアンス統括部署は、コンプライアンスの観点から重要な事実を把握した場合または
コンプライアンス態勢全般に関して重要な事項がある場合には、監事にその旨を通知・連絡する。
⑶　監査室は、内部監査結果を理事長に報告し、監事に回付する。また、監事と定期的に意見交換
を行う。
⑷　主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類は、監事の閲覧に供する。
⑸　前記1⑶の「ヘルプライン」制度の運用状況について、監事に報告を行う。
８　監事に報告したものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保す
るための体制
適切な目的により監事へ報告を行った当会の役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保することとし、その旨を周知徹底する。
９　監事の職務執行について生ずる費用に係る方針
監事がその職務執行について生ずる費用等を支弁するために、適切な予算枠を設けるとともに、
監事が請求する費用について、監事の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
すべて負担するものとする。

10　その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監事監査の重要性・有用性を十分認識し、次のとおり、監事の監査が実効的に行われることを確
保するための体制を整備する。
⑴　監事は、理事会および経営管理委員会に出席するほか、重要な会議に出席して、意見を述べる
ことができるものとする。
⑵　代表理事は、監事と定期的に意見交換を行う。
⑶　理事および職員は、監事からの調査またはヒアリング依頼に対して協力する。
⑷　その他、理事および職員は、監事監査基準および監事監査規程に定めのある事項を尊重する。

内部統制基本方針
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金融機関が抱えるリスクが複雑・多様化するなかで、会員・利用者の皆さまに安心して当会をご利
用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク
マネジメント基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類を明らかにするとともに、「リスク管理
委員会」を設置するなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。この基本方針に基づき、収
益とリスクの適切な管理などを通じてリスク管理の充実・強化に努めています。
また、昨今の国際情勢を踏まえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの
濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロン対策
を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

統合的リスク管理

統合的リスク管理とは、金融機関の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定には含まれな
いリスク（与信集中リスク、金利リスク等）も含めて、それぞれのリスク・カテゴリーごと（信用
リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を行うことをい
います。
当会では、「経済資本管理要領」に基づき、配賦資本を決定のうえ、市場リスクおよび信用リス
クにそれぞれ資本を配賦し、オペレーショナルリスク量を加えたリスク量が、配賦資本の範囲内に
収まるようコントロールするとともに、リスク・リターン分析に取り組んでいます。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・
負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される
収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
当会では、「市場リスク管理要領」に基づき、リスク管理部門においてＶａＲ（※）（バリュ
ー・アット・リスク）によりリスクを計量化することにより評価・分析を行うとともに、効率的か
つ機能的なリスク・コントロールに努めています。
また、日次ベースでのリスク管理として、有価証券の評価損益を計測し、前日比等を基準とした
チェック・ポイントや、個別銘柄の下落率をモニタリングするとともに一定の下落率に抵触した場
合には対応方針をフロント部署より求めるなど、リスク管理の充実に努めています。

信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。
当会では、「信用リスク管理要領」に基づき、信用リスクに関するモニタリングを行うとともに、

債務者別の内部格付に基づき与信限度額を設定し管理しています。また、信用リスクの定量的な管
理を行うことにより取得リスク量を把握しています。
与信審査については、審査部門において個別案件の評価を行うなど、営業部門から切り離された
独立性を確保しつつ、厳格かつ的確な判断を下せる体制を確立しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確
保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失
を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ
スク）をいいます。
当会では、流動性リスクを市場リスクの一つと捉え、「市場リスク管理要領」のなかに管理体
制・管理手法を定めています。
資金繰りリスクについては、日次・月次ベースでの資金繰り、貯金、預金の満期構成等について
十分に把握、分析を実施することにより管理を行うとともに、流動性の高い資産を準備するなど、
リスクの顕在化に備えています。
市場流動性リスクについては、運用を行ううえでの重要な判断材料の一つとして、運用商品毎の
市場流動性リスクを常時モニタリングしています。

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、顧客、不十分な管理体制、システムの故障や不備、外部要因に
より損失が生じるリスクをいい、事務リスク、法務リスク、システムリスク等をオペレーショナ
ル・リスクとして管理しています。
当会では、「オペレーショナル・リスク管理要領」に基づき、それぞれのリスク管理を実施する
とともに、各種内部管理手続に基づく事故等の未然防止を徹底しています。また、システム障害の
みならず大規模災害に対して、人命保護、備蓄の確保や訓練及び重要な業務を継続し、社会的責任
を果たすとした「業務継続計画基本方針」を制定し、その業務対応として「ＪＡバンク業務継続規
程」を策定するとともに、障害及び災害等の発生を想定した定期的な訓練を行うなど、システム障
害や災害の発生に常に備えています。

当会では、業務執行部門から独立した「監査室」を設け、経営全般にわたる管理及び各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検討・評価し、改善事項の勧告などを通じ
て業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
また、内部監査は、当会の本所・支所の全てを対象とし、内部監査計画に基づき実施しています。
監査結果は理事長及び監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善への取
組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとし
ていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、理事長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

当会では、資金調達と資金運用を統合的に管理し、適正な流動性を保持しつつ、収益の最大化と
安定化を図るため、ＡＬＭ委員会を定期的に開催しています。
ＡＬＭ委員会では、経済・金融環境の予測を踏まえた融資及び余裕金の運用方針と収益予測、取得
リスクの認識等当会の現状分析とリスク削減の対応策、金利変動リスクが収益に及ぼす影響と対応策
等を検討し、財務の健全性維持と安定収益の確保に努めています。

当会では、「個人情報保護方針」を定め、個人情報に関する考え方や方針を公表し、利用目的の特
定、利用目的による制限、適正な取得、正確性・透明性の確保に取り組んでいます。
また、個人情報の適切な保護、適正な利用に努めるため、「個人情報取扱規程」、「個人情報取扱
細則」、「特定個人情報取扱規程」、「特定個人情報取扱細則」等を制定しています。

内部監査体制

リスク管理の状況

※ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）
　一定の保有期間、一定の信頼区間のもとで被る可能性のある最大損失です。当会では、保有期間３ヶ月、信頼
区間99％（変動幅2.33標準偏差）のＶａＲを分散・共分散法により算出しています。

リスク管理体制
金融機関が抱えるリスクが複雑・多様化するなかで、会員・利用者の皆さまに安心して当会をご利
用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク
マネジメント基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類を明らかにするとともに、「リスク管理
委員会」を設置するなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。この基本方針に基づき、収
益とリスクの適切な管理などを通じてリスク管理の充実・強化に努めています。
また、昨今の国際情勢を踏まえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの
濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロン対策
を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

統合的リスク管理

統合的リスク管理とは、金融機関の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定には含まれな
いリスク（与信集中リスク、金利リスク等）も含めて、それぞれのリスク・カテゴリーごと（信用
リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を行うことをい
います。
当会では、「経済資本管理要領」に基づき、配賦資本を決定のうえ、市場リスクおよび信用リス
クにそれぞれ資本を配賦し、オペレーショナルリスク量を加えたリスク量が、配賦資本の範囲内に
収まるようコントロールするとともに、リスク・リターン分析に取り組んでいます。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・
負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される
収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
当会では、「市場リスク管理要領」に基づき、リスク管理部門においてＶａＲ（※）（バリュ
ー・アット・リスク）によりリスクを計量化することにより評価・分析を行うとともに、効率的か
つ機能的なリスク・コントロールに努めています。
また、日次ベースでのリスク管理として、有価証券の評価損益を計測し、前日比等を基準とした
チェック・ポイントや、個別銘柄の下落率をモニタリングするとともに一定の下落率に抵触した場
合には対応方針をフロント部署より求めるなど、リスク管理の充実に努めています。

信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。
当会では、「信用リスク管理要領」に基づき、信用リスクに関するモニタリングを行うとともに、

債務者別の内部格付に基づき与信限度額を設定し管理しています。また、信用リスクの定量的な管
理を行うことにより取得リスク量を把握しています。
与信審査については、審査部門において個別案件の評価を行うなど、営業部門から切り離された
独立性を確保しつつ、厳格かつ的確な判断を下せる体制を確立しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確
保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失
を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ
スク）をいいます。
当会では、流動性リスクを市場リスクの一つと捉え、「市場リスク管理要領」のなかに管理体
制・管理手法を定めています。
資金繰りリスクについては、日次・月次ベースでの資金繰り、貯金、預金の満期構成等について
十分に把握、分析を実施することにより管理を行うとともに、流動性の高い資産を準備するなど、
リスクの顕在化に備えています。
市場流動性リスクについては、運用を行ううえでの重要な判断材料の一つとして、運用商品毎の
市場流動性リスクを常時モニタリングしています。

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、顧客、不十分な管理体制、システムの故障や不備、外部要因に
より損失が生じるリスクをいい、事務リスク、法務リスク、システムリスク等をオペレーショナ
ル・リスクとして管理しています。
当会では、「オペレーショナル・リスク管理要領」に基づき、それぞれのリスク管理を実施する
とともに、各種内部管理手続に基づく事故等の未然防止を徹底しています。また、システム障害の
みならず大規模災害に対して、人命保護、備蓄の確保や訓練及び重要な業務を継続し、社会的責任
を果たすとした「業務継続計画基本方針」を制定し、その業務対応として「ＪＡバンク業務継続規
程」を策定するとともに、障害及び災害等の発生を想定した定期的な訓練を行うなど、システム障
害や災害の発生に常に備えています。

当会では、業務執行部門から独立した「監査室」を設け、経営全般にわたる管理及び各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検討・評価し、改善事項の勧告などを通じ
て業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
また、内部監査は、当会の本所・支所の全てを対象とし、内部監査計画に基づき実施しています。
監査結果は理事長及び監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善への取
組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとし
ていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、理事長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

当会では、資金調達と資金運用を統合的に管理し、適正な流動性を保持しつつ、収益の最大化と
安定化を図るため、ＡＬＭ委員会を定期的に開催しています。
ＡＬＭ委員会では、経済・金融環境の予測を踏まえた融資及び余裕金の運用方針と収益予測、取得
リスクの認識等当会の現状分析とリスク削減の対応策、金利変動リスクが収益に及ぼす影響と対応策
等を検討し、財務の健全性維持と安定収益の確保に努めています。

当会では、「個人情報保護方針」を定め、個人情報に関する考え方や方針を公表し、利用目的の特
定、利用目的による制限、適正な取得、正確性・透明性の確保に取り組んでいます。
また、個人情報の適切な保護、適正な利用に努めるため、「個人情報取扱規程」、「個人情報取扱
細則」、「特定個人情報取扱規程」、「特定個人情報取扱細則」等を制定しています。
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金融機関が抱えるリスクが複雑・多様化するなかで、会員・利用者の皆さまに安心して当会をご利
用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク
マネジメント基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類を明らかにするとともに、「リスク管理
委員会」を設置するなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。この基本方針に基づき、収
益とリスクの適切な管理などを通じてリスク管理の充実・強化に努めています。
また、昨今の国際情勢を踏まえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの
濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロン対策
を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

統合的リスク管理

統合的リスク管理とは、金融機関の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定には含まれな
いリスク（与信集中リスク、金利リスク等）も含めて、それぞれのリスク・カテゴリーごと（信用
リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を行うことをい
います。
当会では、「経済資本管理要領」に基づき、配賦資本を決定のうえ、市場リスクおよび信用リス
クにそれぞれ資本を配賦し、オペレーショナルリスク量を加えたリスク量が、配賦資本の範囲内に
収まるようコントロールするとともに、リスク・リターン分析に取り組んでいます。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・
負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される
収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
当会では、「市場リスク管理要領」に基づき、リスク管理部門においてＶａＲ（※）（バリュ
ー・アット・リスク）によりリスクを計量化することにより評価・分析を行うとともに、効率的か
つ機能的なリスク・コントロールに努めています。
また、日次ベースでのリスク管理として、有価証券の評価損益を計測し、前日比等を基準とした
チェック・ポイントや、個別銘柄の下落率をモニタリングするとともに一定の下落率に抵触した場
合には対応方針をフロント部署より求めるなど、リスク管理の充実に努めています。

信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。
当会では、「信用リスク管理要領」に基づき、信用リスクに関するモニタリングを行うとともに、

債務者別の内部格付に基づき与信限度額を設定し管理しています。また、信用リスクの定量的な管
理を行うことにより取得リスク量を把握しています。
与信審査については、審査部門において個別案件の評価を行うなど、営業部門から切り離された
独立性を確保しつつ、厳格かつ的確な判断を下せる体制を確立しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確
保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失
を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ
スク）をいいます。
当会では、流動性リスクを市場リスクの一つと捉え、「市場リスク管理要領」のなかに管理体
制・管理手法を定めています。
資金繰りリスクについては、日次・月次ベースでの資金繰り、貯金、預金の満期構成等について
十分に把握、分析を実施することにより管理を行うとともに、流動性の高い資産を準備するなど、
リスクの顕在化に備えています。
市場流動性リスクについては、運用を行ううえでの重要な判断材料の一つとして、運用商品毎の
市場流動性リスクを常時モニタリングしています。

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、顧客、不十分な管理体制、システムの故障や不備、外部要因に
より損失が生じるリスクをいい、事務リスク、法務リスク、システムリスク等をオペレーショナ
ル・リスクとして管理しています。
当会では、「オペレーショナル・リスク管理要領」に基づき、それぞれのリスク管理を実施する
とともに、各種内部管理手続に基づく事故等の未然防止を徹底しています。また、システム障害の
みならず大規模災害に対して、人命保護、備蓄の確保や訓練及び重要な業務を継続し、社会的責任
を果たすとした「業務継続計画基本方針」を制定し、その業務対応として「ＪＡバンク業務継続規
程」を策定するとともに、障害及び災害等の発生を想定した定期的な訓練を行うなど、システム障
害や災害の発生に常に備えています。

当会では、業務執行部門から独立した「監査室」を設け、経営全般にわたる管理及び各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検討・評価し、改善事項の勧告などを通じ
て業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
また、内部監査は、当会の本所・支所の全てを対象とし、内部監査計画に基づき実施しています。
監査結果は理事長及び監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善への取
組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとし
ていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、理事長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

当会では、資金調達と資金運用を統合的に管理し、適正な流動性を保持しつつ、収益の最大化と
安定化を図るため、ＡＬＭ委員会を定期的に開催しています。
ＡＬＭ委員会では、経済・金融環境の予測を踏まえた融資及び余裕金の運用方針と収益予測、取得
リスクの認識等当会の現状分析とリスク削減の対応策、金利変動リスクが収益に及ぼす影響と対応策
等を検討し、財務の健全性維持と安定収益の確保に努めています。

当会では、「個人情報保護方針」を定め、個人情報に関する考え方や方針を公表し、利用目的の特
定、利用目的による制限、適正な取得、正確性・透明性の確保に取り組んでいます。
また、個人情報の適切な保護、適正な利用に努めるため、「個人情報取扱規程」、「個人情報取扱
細則」、「特定個人情報取扱規程」、「特定個人情報取扱細則」等を制定しています。

内部監査体制

リスク管理の状況

※ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）
　一定の保有期間、一定の信頼区間のもとで被る可能性のある最大損失です。当会では、保有期間３ヶ月、信頼
区間99％（変動幅2.33標準偏差）のＶａＲを分散・共分散法により算出しています。

リスク管理体制
金融機関が抱えるリスクが複雑・多様化するなかで、会員・利用者の皆さまに安心して当会をご利
用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク
マネジメント基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類を明らかにするとともに、「リスク管理
委員会」を設置するなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。この基本方針に基づき、収
益とリスクの適切な管理などを通じてリスク管理の充実・強化に努めています。
また、昨今の国際情勢を踏まえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの
濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロン対策
を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

統合的リスク管理

統合的リスク管理とは、金融機関の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定には含まれな
いリスク（与信集中リスク、金利リスク等）も含めて、それぞれのリスク・カテゴリーごと（信用
リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を行うことをい
います。
当会では、「経済資本管理要領」に基づき、配賦資本を決定のうえ、市場リスクおよび信用リス
クにそれぞれ資本を配賦し、オペレーショナルリスク量を加えたリスク量が、配賦資本の範囲内に
収まるようコントロールするとともに、リスク・リターン分析に取り組んでいます。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・
負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される
収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
当会では、「市場リスク管理要領」に基づき、リスク管理部門においてＶａＲ（※）（バリュ
ー・アット・リスク）によりリスクを計量化することにより評価・分析を行うとともに、効率的か
つ機能的なリスク・コントロールに努めています。
また、日次ベースでのリスク管理として、有価証券の評価損益を計測し、前日比等を基準とした
チェック・ポイントや、個別銘柄の下落率をモニタリングするとともに一定の下落率に抵触した場
合には対応方針をフロント部署より求めるなど、リスク管理の充実に努めています。

信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。
当会では、「信用リスク管理要領」に基づき、信用リスクに関するモニタリングを行うとともに、

債務者別の内部格付に基づき与信限度額を設定し管理しています。また、信用リスクの定量的な管
理を行うことにより取得リスク量を把握しています。
与信審査については、審査部門において個別案件の評価を行うなど、営業部門から切り離された
独立性を確保しつつ、厳格かつ的確な判断を下せる体制を確立しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確
保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失
を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ
スク）をいいます。
当会では、流動性リスクを市場リスクの一つと捉え、「市場リスク管理要領」のなかに管理体
制・管理手法を定めています。
資金繰りリスクについては、日次・月次ベースでの資金繰り、貯金、預金の満期構成等について
十分に把握、分析を実施することにより管理を行うとともに、流動性の高い資産を準備するなど、
リスクの顕在化に備えています。
市場流動性リスクについては、運用を行ううえでの重要な判断材料の一つとして、運用商品毎の
市場流動性リスクを常時モニタリングしています。

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、顧客、不十分な管理体制、システムの故障や不備、外部要因に
より損失が生じるリスクをいい、事務リスク、法務リスク、システムリスク等をオペレーショナ
ル・リスクとして管理しています。
当会では、「オペレーショナル・リスク管理要領」に基づき、それぞれのリスク管理を実施する
とともに、各種内部管理手続に基づく事故等の未然防止を徹底しています。また、システム障害の
みならず大規模災害に対して、人命保護、備蓄の確保や訓練及び重要な業務を継続し、社会的責任
を果たすとした「業務継続計画基本方針」を制定し、その業務対応として「ＪＡバンク業務継続規
程」を策定するとともに、障害及び災害等の発生を想定した定期的な訓練を行うなど、システム障
害や災害の発生に常に備えています。

当会では、業務執行部門から独立した「監査室」を設け、経営全般にわたる管理及び各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検討・評価し、改善事項の勧告などを通じ
て業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
また、内部監査は、当会の本所・支所の全てを対象とし、内部監査計画に基づき実施しています。
監査結果は理事長及び監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善への取
組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとし
ていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、理事長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

当会では、資金調達と資金運用を統合的に管理し、適正な流動性を保持しつつ、収益の最大化と
安定化を図るため、ＡＬＭ委員会を定期的に開催しています。
ＡＬＭ委員会では、経済・金融環境の予測を踏まえた融資及び余裕金の運用方針と収益予測、取得
リスクの認識等当会の現状分析とリスク削減の対応策、金利変動リスクが収益に及ぼす影響と対応策
等を検討し、財務の健全性維持と安定収益の確保に努めています。

当会では、「個人情報保護方針」を定め、個人情報に関する考え方や方針を公表し、利用目的の特
定、利用目的による制限、適正な取得、正確性・透明性の確保に取り組んでいます。
また、個人情報の適切な保護、適正な利用に努めるため、「個人情報取扱規程」、「個人情報取扱
細則」、「特定個人情報取扱規程」、「特定個人情報取扱細則」等を制定しています。
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リスク管理の
協議決定機関

ミドル部門
兼

審査所管部署

フロント部署
（業務執行部門）

バックオフィス
（事務処理部門） 総合企画部

相互 牽制

（信用リスク）

総合企画部

各　　部　　署

各　　支　　所

外部委託先

営　業　部

資金証券部

営　業　部

資金証券部

営　業　部

資金証券部

営　業　部
資金証券部
リスク統括部等

総合企画部

相互 牽制 相互 牽制

情報交換

リスク情報等

（市場リスク） （流動性リスク）
（規制資本管理）
《自己資本比率》（オペレーショナル・リスク）

相互 牽制

経営管理委員会

理　　事　　会

ＡＬＭ委員会 リスク管理委員会

リスク管理

リスク統括部

（リスク管理・経済資本管理部署）モニタリング情報の集中

総合企画部（企画管理部署）

予算委員会

ＡＬＭ

金融機関が抱えるリスクが複雑・多様化するなかで、会員・利用者の皆さまに安心して当会をご利
用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク
マネジメント基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類を明らかにするとともに、「リスク管理
委員会」を設置するなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。この基本方針に基づき、収
益とリスクの適切な管理などを通じてリスク管理の充実・強化に努めています。
また、昨今の国際情勢を踏まえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの
濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロン対策
を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

統合的リスク管理

統合的リスク管理とは、金融機関の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定には含まれな
いリスク（与信集中リスク、金利リスク等）も含めて、それぞれのリスク・カテゴリーごと（信用
リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を行うことをい
います。
当会では、「経済資本管理要領」に基づき、配賦資本を決定のうえ、市場リスクおよび信用リス
クにそれぞれ資本を配賦し、オペレーショナルリスク量を加えたリスク量が、配賦資本の範囲内に
収まるようコントロールするとともに、リスク・リターン分析に取り組んでいます。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・
負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される
収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
当会では、「市場リスク管理要領」に基づき、リスク管理部門においてＶａＲ（※）（バリュ
ー・アット・リスク）によりリスクを計量化することにより評価・分析を行うとともに、効率的か
つ機能的なリスク・コントロールに努めています。
また、日次ベースでのリスク管理として、有価証券の評価損益を計測し、前日比等を基準とした
チェック・ポイントや、個別銘柄の下落率をモニタリングするとともに一定の下落率に抵触した場
合には対応方針をフロント部署より求めるなど、リスク管理の充実に努めています。

信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。
当会では、「信用リスク管理要領」に基づき、信用リスクに関するモニタリングを行うとともに、

債務者別の内部格付に基づき与信限度額を設定し管理しています。また、信用リスクの定量的な管
理を行うことにより取得リスク量を把握しています。
与信審査については、審査部門において個別案件の評価を行うなど、営業部門から切り離された
独立性を確保しつつ、厳格かつ的確な判断を下せる体制を確立しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確
保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失
を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ
スク）をいいます。
当会では、流動性リスクを市場リスクの一つと捉え、「市場リスク管理要領」のなかに管理体
制・管理手法を定めています。
資金繰りリスクについては、日次・月次ベースでの資金繰り、貯金、預金の満期構成等について
十分に把握、分析を実施することにより管理を行うとともに、流動性の高い資産を準備するなど、
リスクの顕在化に備えています。
市場流動性リスクについては、運用を行ううえでの重要な判断材料の一つとして、運用商品毎の
市場流動性リスクを常時モニタリングしています。

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、顧客、不十分な管理体制、システムの故障や不備、外部要因に
より損失が生じるリスクをいい、事務リスク、法務リスク、システムリスク等をオペレーショナ
ル・リスクとして管理しています。
当会では、「オペレーショナル・リスク管理要領」に基づき、それぞれのリスク管理を実施する
とともに、各種内部管理手続に基づく事故等の未然防止を徹底しています。また、システム障害の
みならず大規模災害に対して、人命保護、備蓄の確保や訓練及び重要な業務を継続し、社会的責任
を果たすとした「業務継続計画基本方針」を制定し、その業務対応として「ＪＡバンク業務継続規
程」を策定するとともに、障害及び災害等の発生を想定した定期的な訓練を行うなど、システム障
害や災害の発生に常に備えています。

当会では、業務執行部門から独立した「監査室」を設け、経営全般にわたる管理及び各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検討・評価し、改善事項の勧告などを通じ
て業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
また、内部監査は、当会の本所・支所の全てを対象とし、内部監査計画に基づき実施しています。
監査結果は理事長及び監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善への取
組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとし
ていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、理事長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

当会では、資金調達と資金運用を統合的に管理し、適正な流動性を保持しつつ、収益の最大化と
安定化を図るため、ＡＬＭ委員会を定期的に開催しています。
ＡＬＭ委員会では、経済・金融環境の予測を踏まえた融資及び余裕金の運用方針と収益予測、取得
リスクの認識等当会の現状分析とリスク削減の対応策、金利変動リスクが収益に及ぼす影響と対応策
等を検討し、財務の健全性維持と安定収益の確保に努めています。

当会では、「個人情報保護方針」を定め、個人情報に関する考え方や方針を公表し、利用目的の特
定、利用目的による制限、適正な取得、正確性・透明性の確保に取り組んでいます。
また、個人情報の適切な保護、適正な利用に努めるため、「個人情報取扱規程」、「個人情報取扱
細則」、「特定個人情報取扱規程」、「特定個人情報取扱細則」等を制定しています。

ＡＬＭ管理体制

個人情報保護

リスク管理体制図

総合企画部
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当会は協同組織の金融機関として、金融サービスの提供等、信用事業を通じて地域の農業者、住民及

び企業の発展・繁栄に貢献することを基本的な使命としており、基本的使命と社会的責任を認識するな

かで法令等や社会的規範を遵守し、利用者の保護と利便性の向上を図り、また反社会的勢力等に対して

は関係遮断を徹底することにより、健全かつ適切な事業運営を行っていくことが最も重要であると考え

ています。

当会のコンプライアンス態勢については、６項目からなる「コンプライアンスの基本方針」のもとに、

毎年コンプライアンスの具体的な実践計画として、理事会・経営管理委員会の決議を経て「コンプライ

アンス・プログラム」を策定しています。あわせて、「コンプライアンス委員会｣を定期的に開催し、

コンプライアンスの企画推進、進捗管理等の審議や報告を行い、コンプライアンスの着実な実践の確保

に努めています。

また、役職員に対しては、役職員の行動規範、遵守すべき法令等の解説及びコンプライアンスに関す

る諸規定等をまとめた「コンプライアンス・マニュアル」の周知徹底を図るとともに、教育・研修活動

を通じてコンプライアンス重視の職場風土の醸成に努めています。なお、役職員は「コンプライアン

ス・カード」を携帯し、誠実・公正な業務を遂行するため、行動規範の自己チェックを行っています。

このように、当会はコンプライアンス態勢の強化・充実を経営の重要課題と認識し、健全で公正な業

務運営を通じて皆さまや地域社会から信頼される金融機関を目指しています。

コンプライアンス（法令等遵守）への取組み

Ⅰ　基本的使命と社会的責任
信連は、農業専門かつ協同組織の地域金融機関として、農業の健全な発展や地域経済・社会
の繁栄への貢献を使命とするとともに、「ＪＡバンクシステム」における都道府県域の指導機
関として、県内信用秩序の維持に責任を負っています。
こうした基本的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じてそれらを果
たしていくことで、社会からの一層のゆるぎない信頼を確立します。
Ⅱ　質の高いサービスの提供

お客さま本位のサービス提供により、お客さまのニーズに応えるとともに、市民生活や業務
運営に脅威を与えるサイバー攻撃、自然災害等に備えたセキュリティレベルの向上や災害時の
業務継続確保により質の高いサービスの提供を行い、経済社会の発展に貢献します。
Ⅲ　法令等の厳格な遵守

関連する法令等を厳格に遵守するとともに、社会からの要請に適応し、誠実かつ公正な業務
運営を遂行します。
Ⅳ　反社会的勢力の排除、テロ等の脅威への対応

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした態度で対応し、関係遮
断を徹底します。また、国際社会がテロ等の脅威に直面しているなか、マネー・ローンダリン
グ対策およびテロ資金供与対策の高度化に努めます。
Ⅴ　透明性の高い組織風土の構築

経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、系統内外とのコミュニケーションの充実
を図り、良好な関係維持に努めつつ、職員の個性を尊重し、健康と安全に配慮した働きやすい
職場環境を確保するなど、透明性の高い組織風土を構築します。
Ⅵ　持続可能な社会への貢献

社会の一員として、地域社会等と連携し、すべての人々の人権を尊重しつつ環境問題等の社
会的課題への対応に努め、持続可能な社会の実現に貢献します。

コンプライアンスの基本方針
リスク管理の
協議決定機関

ミドル部門
兼

審査所管部署

フロント部署
（業務執行部門）

バックオフィス
（事務処理部門） 総合企画部

相互 牽制

（信用リスク）

総合企画部

各　　部　　署

各　　支　　所

外部委託先

営　業　部

資金証券部

営　業　部

資金証券部

営　業　部

資金証券部

営　業　部
資金証券部
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ＡＬＭ委員会 リスク管理委員会

リスク管理

リスク統括部

（リスク管理・経済資本管理部署）モニタリング情報の集中

総合企画部（企画管理部署）

予算委員会

ＡＬＭ

金融機関が抱えるリスクが複雑・多様化するなかで、会員・利用者の皆さまに安心して当会をご利
用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク
マネジメント基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類を明らかにするとともに、「リスク管理
委員会」を設置するなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。この基本方針に基づき、収
益とリスクの適切な管理などを通じてリスク管理の充実・強化に努めています。
また、昨今の国際情勢を踏まえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの
濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロン対策
を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

統合的リスク管理

統合的リスク管理とは、金融機関の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定には含まれな
いリスク（与信集中リスク、金利リスク等）も含めて、それぞれのリスク・カテゴリーごと（信用
リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を行うことをい
います。
当会では、「経済資本管理要領」に基づき、配賦資本を決定のうえ、市場リスクおよび信用リス
クにそれぞれ資本を配賦し、オペレーショナルリスク量を加えたリスク量が、配賦資本の範囲内に
収まるようコントロールするとともに、リスク・リターン分析に取り組んでいます。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・
負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される
収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
当会では、「市場リスク管理要領」に基づき、リスク管理部門においてＶａＲ（※）（バリュ
ー・アット・リスク）によりリスクを計量化することにより評価・分析を行うとともに、効率的か
つ機能的なリスク・コントロールに努めています。
また、日次ベースでのリスク管理として、有価証券の評価損益を計測し、前日比等を基準とした
チェック・ポイントや、個別銘柄の下落率をモニタリングするとともに一定の下落率に抵触した場
合には対応方針をフロント部署より求めるなど、リスク管理の充実に努めています。

信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む。）
の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。
当会では、「信用リスク管理要領」に基づき、信用リスクに関するモニタリングを行うとともに、

債務者別の内部格付に基づき与信限度額を設定し管理しています。また、信用リスクの定量的な管
理を行うことにより取得リスク量を把握しています。
与信審査については、審査部門において個別案件の評価を行うなど、営業部門から切り離された
独立性を確保しつつ、厳格かつ的確な判断を下せる体制を確立しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確
保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失
を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通
常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リ
スク）をいいます。
当会では、流動性リスクを市場リスクの一つと捉え、「市場リスク管理要領」のなかに管理体
制・管理手法を定めています。
資金繰りリスクについては、日次・月次ベースでの資金繰り、貯金、預金の満期構成等について
十分に把握、分析を実施することにより管理を行うとともに、流動性の高い資産を準備するなど、
リスクの顕在化に備えています。
市場流動性リスクについては、運用を行ううえでの重要な判断材料の一つとして、運用商品毎の
市場流動性リスクを常時モニタリングしています。

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、顧客、不十分な管理体制、システムの故障や不備、外部要因に
より損失が生じるリスクをいい、事務リスク、法務リスク、システムリスク等をオペレーショナ
ル・リスクとして管理しています。
当会では、「オペレーショナル・リスク管理要領」に基づき、それぞれのリスク管理を実施する
とともに、各種内部管理手続に基づく事故等の未然防止を徹底しています。また、システム障害の
みならず大規模災害に対して、人命保護、備蓄の確保や訓練及び重要な業務を継続し、社会的責任
を果たすとした「業務継続計画基本方針」を制定し、その業務対応として「ＪＡバンク業務継続規
程」を策定するとともに、障害及び災害等の発生を想定した定期的な訓練を行うなど、システム障
害や災害の発生に常に備えています。

当会では、業務執行部門から独立した「監査室」を設け、経営全般にわたる管理及び各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検討・評価し、改善事項の勧告などを通じ
て業務運営の適切性の維持・改善に努めています。
また、内部監査は、当会の本所・支所の全てを対象とし、内部監査計画に基づき実施しています。
監査結果は理事長及び監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善への取
組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとし
ていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、理事長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

当会では、資金調達と資金運用を統合的に管理し、適正な流動性を保持しつつ、収益の最大化と
安定化を図るため、ＡＬＭ委員会を定期的に開催しています。
ＡＬＭ委員会では、経済・金融環境の予測を踏まえた融資及び余裕金の運用方針と収益予測、取得
リスクの認識等当会の現状分析とリスク削減の対応策、金利変動リスクが収益に及ぼす影響と対応策
等を検討し、財務の健全性維持と安定収益の確保に努めています。

当会では、「個人情報保護方針」を定め、個人情報に関する考え方や方針を公表し、利用目的の特
定、利用目的による制限、適正な取得、正確性・透明性の確保に取り組んでいます。
また、個人情報の適切な保護、適正な利用に努めるため、「個人情報取扱規程」、「個人情報取扱
細則」、「特定個人情報取扱規程」、「特定個人情報取扱細則」等を制定しています。

ＡＬＭ管理体制

個人情報保護

リスク管理体制図

総合企画部
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当
会
の
考
え
方

持続可能な
農業の実現

持続可能な
地域社会づくり
への貢献

協同・参画・
連携の強化

持続可能な食料の生産と農業
の振興に取り組みます

農業生産における環境負荷の
軽減に取り組みます

持続可能なフードシステムの
構築に取り組みます

農業の持つ多面的な機能を
発揮していきます

社会的要請

地域の多様な仲間との連携・
参画につとめます

JAグループの各組織との連携
地方公共団体との連携
地域の多様な組織との連携

金融

地場企業向け融資
ESG投資
ライフプランサポート
JA ネットバンク、JAバンクアプリの普及

食農教育
地域貢献活動（ボランティア等）
文化・スポーツ振興

女性が働きやすい職場環境づくり
働き方改革
コンプライアンス態勢の確立

マネーローンダリング防止対策
人権問題の啓発活動

社会貢献

コーポレート

安心して暮らせる持続可能で豊かな地域社会づくりに貢献して
いきます

農業経営コンサルティング
農業者に対する融資

再生可能エネルギーの普及推進

ビジネスマッチング
食農関連産業等に対する融資

耕作放棄地の利活用

ＪＡグループ山口では、令和2年12月、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に賛同し、

事業や活動を通じて、持続可能な地域農業・地域社会の実現に貢献するため、「ＪＡグループ山口

SDGs取組宣言」を採択しました。

当会においては、宣言に掲げる3つの分野と6つの取組みについて、当会の事業・活動に関連す

る分野にかかる行動計画を策定し実践します。

SDGsの取組み
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働き方改革
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マネーローンダリング防止対策
人権問題の啓発活動

社会貢献

コーポレート

安心して暮らせる持続可能で豊かな地域社会づくりに貢献して
いきます

農業経営コンサルティング
農業者に対する融資

再生可能エネルギーの普及推進

ビジネスマッチング
食農関連産業等に対する融資

耕作放棄地の利活用

ＪＡグループ山口では、令和2年12月、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に賛同し、

事業や活動を通じて、持続可能な地域農業・地域社会の実現に貢献するため、「ＪＡグループ山口

SDGs取組宣言」を採択しました。

当会においては、宣言に掲げる3つの分野と6つの取組みについて、当会の事業・活動に関連す

る分野にかかる行動計画を策定し実践します。

SDGsの取組み

貯　金　業　務

最近3事業年度の収支状況

収支・自己資本比率

余裕金運用業務

融　資　業　務

受託貸付業務

当会の業績

（単位：百万円、％）
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経常利益 当期剰余金 自己資本比率 不良債権比率

当会貯金残高は、前年比1.7％増の8,658億
円となりました。これは、当会貯金の大部分
を占めるＪＡからの受入貯金が増加したこと
によるものです。

収支状況は、中期経営計画（2022年度～
2024年度）及び令和5年度事業計画の着実な
実践による安定収益の確保と財務基盤の強化に
取り組みましたが、当期剰余金は12億円とな
りました。自己資本比率は、前年度から0.04
ポイント上昇し、18.88％となりました。これ
は、剰余金処分を主因として自己資本額が減少
したものの、貸出金残高の減少を主因として、
リスク・アセットが減少したことによるもので
す。

預け金残高は、前年比4.8％増の5,692億円
となりました。
有価証券残高は、前年比1.7％増の2,633億
円となりました。有価証券運用については、
世界的なインフレの高止まりにより、各国で
金融政策の転換点を迎えるなど、運用判断の
難しい投資環境となりましたが、国内債、円
建て外債、海外金利獲得を目的とした受益証
券などを購入し、利息収入の獲得に努めまし
た。一方で、低利回り債券や損失が拡大した
資産については、機動的に売却を行いました。

総貸出残高は、前年比13％減の814億円と
なりました。地域密着型の融資を推進し、地域
活性化に資する資金供給に努めました。
また、農業融資については、系統団体向けの
大口融資や、畜産・野菜・園芸向けの新規融資
に対応する等により残高が伸長し、前年比13
％増の27億円となりました。

受託貸付金については、大口の繰上償還等に
より、前年比21％減の47億円となりました。

当会の業務運営につきましては、「中期経営計画（2022年度～2024年度）」ならびに「令和5
年度事業計画」に基づき、業務に取り組んだ結果、当期剰余金については、計画17億円に対して 
12億円の計上となりました。
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２．ＪＡバンク自己改革への取組み
ＪＡグループ山口は、令和4年3月に開催した第41回ＪＡグループ山口県大会において、「農

業を守る、伝える」「地域を守る、伝える」「協同組合力を高める」「県民理解を深める」の4つ

の重点事項を決議し、各構成団体がそれぞれの役割発揮を計画し、事業計画を通じて実践してい

くこととしました。

当会は、効率的な資金運用・コスト削減による持続的な収益還元、専門性を活かした指導・相

談機能等による機能還元を通じて、ＪＡの信用事業運営を支援しています。

また、持続可能な社会の実現に向けて、農業・くらし・地域の各領域におけるＪＡの金融仲介

機能発揮を支援するとともに、当会自身も金融仲介機能を発揮し、農業・地域への資金供給や、

地域貢献活動に積極的に取り組んでいます。

１．地域への資金供給について
当会の資金は、そのほとんどがＪＡ山

口県にお預けいただいた組合員及び地域

の皆さまの大切な財産である貯金を原資

としています。その資金をもとに、農業

基盤の拡充と発展を目的とした農業関連

融資や、地域経済を支える地元企業の発

展を支援するための融資を行っています。

当会は、農家組合員の皆さまの経済的・社会的地位の向上を目指し、ＪＡとの強い絆とネッ
トワークを形成することによりＪＡの信用事業機能の強化を支援するとともに、地域社会の一
員として地域経済の持続的発展に努めています。
また、金融機能の提供にとどまらず、環境、文化、教育といった面も視野に入れ、広く地域
社会の活性化に積極的に取り組んでいます。

社会的責任と貢献活動

貸出金の内訳
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２．ＪＡバンク自己改革への取組み
ＪＡグループ山口は、令和4年3月に開催した第41回ＪＡグループ山口県大会において、「農

業を守る、伝える」「地域を守る、伝える」「協同組合力を高める」「県民理解を深める」の4つ

の重点事項を決議し、各構成団体がそれぞれの役割発揮を計画し、事業計画を通じて実践してい

くこととしました。

当会は、効率的な資金運用・コスト削減による持続的な収益還元、専門性を活かした指導・相

談機能等による機能還元を通じて、ＪＡの信用事業運営を支援しています。

また、持続可能な社会の実現に向けて、農業・くらし・地域の各領域におけるＪＡの金融仲介

機能発揮を支援するとともに、当会自身も金融仲介機能を発揮し、農業・地域への資金供給や、

地域貢献活動に積極的に取り組んでいます。

１．地域への資金供給について
当会の資金は、そのほとんどがＪＡ山

口県にお預けいただいた組合員及び地域

の皆さまの大切な財産である貯金を原資

としています。その資金をもとに、農業

基盤の拡充と発展を目的とした農業関連

融資や、地域経済を支える地元企業の発

展を支援するための融資を行っています。

当会は、農家組合員の皆さまの経済的・社会的地位の向上を目指し、ＪＡとの強い絆とネッ
トワークを形成することによりＪＡの信用事業機能の強化を支援するとともに、地域社会の一
員として地域経済の持続的発展に努めています。
また、金融機能の提供にとどまらず、環境、文化、教育といった面も視野に入れ、広く地域
社会の活性化に積極的に取り組んでいます。

社会的責任と貢献活動

貸出金の内訳
（億円）
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４．地域密着型金融について
　ＪＡバンク山口では、直売所の利便性を高め、地域の皆様にＪＡを気軽にご利用いただける環

境を整備するとともに、より農業を知っていただくための施策に取り組んでいます。

（１）直売所の利用活性化
直売所の利用活性化に向け、ＱＲコード決済の導入により決済手段を

多様化するとともに、直売所でのＪＡカード利用については、請求時に5

％割引とする施策の展開を進めております。

（２）ＪＡバンクアグリサポート事業
ＪＡバンクアグリサポート事業は、耕作放棄地の増大、地域の過疎

化・高齢化問題など、様々な課題を抱える日本の農業・農村に対し、ＪＡ

バンクが自らの社会的使命を果たすため、より踏み込んだ支援策を展開し、その課題解決・成長

をサポートすることを目的として全国において創設された事業です。

ＪＡバンク山口では、この事業の一環として、次世代を担う子どもたちに、農業に対する関

心・興味を持ってもらい、地域社会・経済において果たす役割、自然環境・国土の保全など、農

業が持つ多面的機能、重要性を理解してもらうことを目的として、小学校及び特別支援学校に

「食農教育・環境教育・

金融経済教育」をテーマ

とする小学生向けの教材

本を配布しました。

３．地域農業の振興への貢献
　（１）農業法人への対応

ＪＡバンク山口として、地域農業の担い手となりうる農業法人をアプローチ先として選定し、

資金ニーズの把握やアグリビジネス投資育成会社（株）による出資を通じた資本増強に向けた提

案、ビジネスマッチングの取組み等を行っています。

　令和4年度からは、ＪＡや農林中央金庫等の関係団体と連携し、農業法人等の経営課題を把握し

ソリューションの提案を行う「担い手コンサルティング」を実施しています。

　（２）農業メインバンク機能強化への取組み
　農業資金関係においては、ＪＡバンク利子補給制度を活用し、農業近代化資金を含む、県下統

一8商品で利子補給を実施することにより、農業者等の金利負担軽減に取り組んでいます。加えて、

農業信用基金協会の保証料助成措置を実施しており、金融面のサービス拡充と、更なる借入負担

軽減に努めています。

教材本贈呈式 教材本

1717



社
会
的
責
任
と
貢
献
活
動

５．地域社会活性化への取組み
（１）やまぐち子育て家庭応援優待事業への協賛
ＪＡ山口県は、県が進める「やまぐち子育て家庭応援優待事

業」に協賛し、「子育て支援定期積金“のびすく定期積金”」

を取り扱っています。

当会はＪＡ山口県と協力し、“のびすく定期積金”の契約件

数1件につき100円を赤い羽根共同募金を通じ

て、県内の児童養護施設等の支援団体に寄付

する取り組みを続けています。

令和元年度取組み分より、新型コロナウイ

ルスにかかる養育支援として追加の寄付を

行っています。

（２）チョッキンサンバＣＭ制作
山口県内の子どもたちが、各種スポーツ等

に取組む様子をテレビＣＭで紹介することを

通じ、子どもたちの健全な育成を促進し、ＪＡ

山口県のブランドイメージの定着を図ること

を目的に、「チョッキンサンバＣＭ」を制作

し、放映しています。

（３）金融教育の開催
学生に対し、現在の経済情勢を説明しつつ、

家計や投資等の金融知識を伝える金融教育を

開催しました。

（４）フードバンクへの食品寄贈
食品ロスを削減するとともに、ロスとなっ

ている食品の有効活用を推進するため、当会

の役職員の家庭から寄せられた余剰食品を

フードバンク山口へ寄贈しました。

（５）地域清掃活動
地域貢献活動の一環として、ボランティア

による地域環境美化・保全活動（当会本所周

辺道路沿いの清掃）を実施しました。

（６）小・中学校等への生花の贈呈
地域の将来を担う県内の小・中学校等の卒

業生に花の華やかな雰囲気に包まれながら明

るい気持ちで卒業式を迎えていただくこと、

併せて県産の花を使用することで、県産の花

のＰＲ・消費拡大・生産者支援の目的から、

ＪＡ山口県と連携し県内の小・中学校等434

校へ生花を贈呈しました。

（７）プロバスケットボールチーム
（山口パッツファイブ）への協賛
ＪＡバンク山口として、令和3年度より地

元のプロバスケットボールチームへ協賛し、

スポーツの振興を通じた地域活性化に貢献し

ています。

のびすく寄付金贈呈式

CMの一場面

授業風景

食品寄贈品
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５．地域社会活性化への取組み
（１）やまぐち子育て家庭応援優待事業への協賛
ＪＡ山口県は、県が進める「やまぐち子育て家庭応援優待事

業」に協賛し、「子育て支援定期積金“のびすく定期積金”」

を取り扱っています。

当会はＪＡ山口県と協力し、“のびすく定期積金”の契約件

数1件につき100円を赤い羽根共同募金を通じ

て、県内の児童養護施設等の支援団体に寄付

する取り組みを続けています。

令和元年度取組み分より、新型コロナウイ

ルスにかかる養育支援として追加の寄付を

行っています。

（２）チョッキンサンバＣＭ制作
山口県内の子どもたちが、各種スポーツ等

に取組む様子をテレビＣＭで紹介することを

通じ、子どもたちの健全な育成を促進し、ＪＡ

山口県のブランドイメージの定着を図ること

を目的に、「チョッキンサンバＣＭ」を制作

し、放映しています。

（３）金融教育の開催
学生に対し、現在の経済情勢を説明しつつ、

家計や投資等の金融知識を伝える金融教育を

開催しました。

（４）フードバンクへの食品寄贈
食品ロスを削減するとともに、ロスとなっ

ている食品の有効活用を推進するため、当会

の役職員の家庭から寄せられた余剰食品を

フードバンク山口へ寄贈しました。

（５）地域清掃活動
地域貢献活動の一環として、ボランティア

による地域環境美化・保全活動（当会本所周

辺道路沿いの清掃）を実施しました。

（６）小・中学校等への生花の贈呈
地域の将来を担う県内の小・中学校等の卒

業生に花の華やかな雰囲気に包まれながら明

るい気持ちで卒業式を迎えていただくこと、

併せて県産の花を使用することで、県産の花

のＰＲ・消費拡大・生産者支援の目的から、

ＪＡ山口県と連携し県内の小・中学校等434

校へ生花を贈呈しました。

（７）プロバスケットボールチーム
（山口パッツファイブ）への協賛
ＪＡバンク山口として、令和3年度より地

元のプロバスケットボールチームへ協賛し、

スポーツの振興を通じた地域活性化に貢献し

ています。

のびすく寄付金贈呈式

CMの一場面

授業風景

食品寄贈品

６．金融円滑化への取組み
金融円滑化については、「金融円滑化にかかる基本的方針」を定め、新規融資や借入条件の変更

等のお申込みに、できる限り柔軟に対応するよう努めています。

令和5年度の対応状況としては、11件614百万円の条件変更のお申込みを受け、全件の条件変更

対応を行っております。

７．ご融資における利用者との保証契約について
　当会では、「経営者保証に関するガイドライン」（平成25年12月5日経営者保証に関するガイ

ドライン研究会により公表。）を遵守するための態勢を整備するとともに、経営層を交えて「経営

者保証に関するガイドライン」への取組方針について制定する等、経営者等の保証に依存しない融

資の促進に努めています。 

５．地域社会活性化への取組み
（１）やまぐち子育て家庭応援優待事業への協賛
ＪＡ山口県は、県が進める「やまぐち子育て家庭応援優待事

業」に協賛し、「子育て支援定期積金“のびすく定期積金”」

を取り扱っています。

当会はＪＡ山口県と協力し、“のびすく定期積金”の契約件

数1件につき100円を赤い羽根共同募金を通じ

て、県内の児童養護施設等の支援団体に寄付

する取り組みを続けています。

令和元年度取組み分より、新型コロナウイ

ルスにかかる養育支援として追加の寄付を

行っています。

（２）チョッキンサンバＣＭ制作
山口県内の子どもたちが、各種スポーツ等

に取組む様子をテレビＣＭで紹介することを

通じ、子どもたちの健全な育成を促進し、ＪＡ

山口県のブランドイメージの定着を図ること

を目的に、「チョッキンサンバＣＭ」を制作

し、放映しています。

（３）金融教育の開催
学生に対し、現在の経済情勢を説明しつつ、

家計や投資等の金融知識を伝える金融教育を

開催しました。

（４）フードバンクへの食品寄贈
食品ロスを削減するとともに、ロスとなっ

ている食品の有効活用を推進するため、当会

の役職員の家庭から寄せられた余剰食品を

フードバンク山口へ寄贈しました。

（５）地域清掃活動
地域貢献活動の一環として、ボランティア

による地域環境美化・保全活動（当会本所周

辺道路沿いの清掃）を実施しました。

（６）小・中学校等への生花の贈呈
地域の将来を担う県内の小・中学校等の卒

業生に花の華やかな雰囲気に包まれながら明

るい気持ちで卒業式を迎えていただくこと、

併せて県産の花を使用することで、県産の花

のＰＲ・消費拡大・生産者支援の目的から、

ＪＡ山口県と連携し県内の小・中学校等434

校へ生花を贈呈しました。

（７）プロバスケットボールチーム
（山口パッツファイブ）への協賛
ＪＡバンク山口として、令和3年度より地

元のプロバスケットボールチームへ協賛し、

スポーツの振興を通じた地域活性化に貢献し

ています。
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当会の概要

会　　員　　数

職　　員　　数

店　舗　一　覧

子会社等（子法人等）

自動化機器（ATM）の設置状況

　　該当ありません。

特定信用事業代理業者の状況
　　該当する取引はありません。

（令和 6年 6月末現在）

ＪＡ設置

信連設置

71台

0台

店　舗　内 店　舗　外

（令和 6年 6月末現在）

資 格 令和 5年 3月末現在令和 6年 3月末現在

令和 5年 3月末現在令和 6年 3月末現在

正 会 員
准 会 員
合 計

男 子 職 員
女 子 職 員
嘱 託 常 傭 人
合 計

11
14
25

10
14
24

店 舗 名 電話番号所 在 地
本 所
県 庁 内 支 所
美祢市役所内支所

083（973）2230
083（923）2337
0837（52）1075

山口市小郡下郷2139番地
山口市滝町 1番 1号
美祢市大嶺町東分326番地の1

53人
42人
7人

102人

52人
40人
9人

101人

118台

4台

役　　　　　員

機　構　図

役員・機構

令和 6年 7月現在

令和 6年 7月現在
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経 営 管 理 委 員

平 岡 　 武
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花 本 敏 夫
阪 田 　 実
阿 部 哲 志
村 本 康 則

代表理事理事長
代表理事専務
常 務 理 事

松 本 隆 志
後　根　伸一郎
澄 川 孝 信

代 表 監 事
常 勤 監 事
監 事
監 事

山　本　勝　繁
山 縣 正 紀
平 田 敦 隆
中 山 博 雅

代表理事理事長

代表理事専務

代表理事専務 常 務 理 事
（JAバンク部門・管理部門担当理事） （運用部門担当理事）

監　　事　　会

代　表　監　事

常　勤　監　事
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役　　　　　員

機　構　図

役員・機構

令和 6年 7月現在

令和 6年 7月現在

総　　　　　会

経営管理委員会
会　　　　長
副　 会 　長
経営管理委員
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経営管理委員会副会長
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平 岡 　 武
藤 井 勝 志
花 本 敏 夫
阪 田 　 実
阿 部 哲 志
村 本 康 則

代表理事理事長
代表理事専務
常 務 理 事

松 本 隆 志
後　根　伸一郎
澄 川 孝 信

代 表 監 事
常 勤 監 事
監 事
監 事

山　本　勝　繁
山 縣 正 紀
平 田 敦 隆
中 山 博 雅

代表理事理事長

代表理事専務

代表理事専務 常 務 理 事
（JAバンク部門・管理部門担当理事） （運用部門担当理事）
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沿革・歩み

大正 4 年
昭和11年
昭和18年
昭和23年
昭和30年
昭和37年

昭和38年
昭和39年
昭和41年
昭和43年

昭和47年

昭和54年
昭和55年

昭和56年
昭和59年

昭和61年

平成元年
平成 2 年
平成 3 年
平成 4 年

平成 5 年
平成 6 年
平成 8 年

平成 9 年
平成10年
平成11年
平成13年

平成14年

平成16年
平成17年

平成18年
平成19年
平成20年
平成21年

平成22年
平成26年
平成27年
平成28年

平成29年

平成30年
平成31年
令和元年
令和2年

令和4年

「商業組合法」により「保証責任山口県信用組合聯合会」を設立
「保証責任山口県購買販売聯合会」と合併し「保証責任山口県信用購買販売聯合会」を設立
「農業団体法」により「山口県農業会」に改組
「農業協同組合法」の制定に伴い「山口県信用農業協同組合連合会」を設立
山口県農協貯金100億円突破
田布施支所を廃止
本所事務所を山口県農協会館へ移転
住宅金融公庫代理業務開始
大田支所を廃止
久賀・美祢支所を廃止
厚狭・防府支所を廃止
山口県農協貯金1，000億円突破
山口県指定代理金融機関業務開始
当会貯金1，000億円突破
全国銀行内国為替制度加盟
山口県農協会館（ＪＡビル）別館完成
山口県農協貯金5，000億円突破
県内系統農協オンライン開通
全国農協貯金ネットサービス開始
県庁内支所を開設
岩国・柳井・萩・深川支所を廃止し、岩国・久賀・柳井・萩・深川代理所を開設
国債等窓販代理業務開始
美祢市役所内支所を開設
都銀・地銀とのＣＤオンライン提携（ＭＩＣＳ）開始
5業態間ＣＤオンライン提携開始
山口県ＪＡ貯金1兆円突破
農協の新シンボルマークと愛称「ＪＡ」を導入
久賀・柳井・深川代理所を廃止
国債等窓口販売業務（自己窓販）開始
新信用オンラインシステム稼動
萩代理所を廃止
日銀歳入金の取扱開始
系統信用事業の愛称として「ＪＡバンク」を導入
投資信託窓口販売業務の開始
インターネットバンキングサービス「ＪＡネットバンク」開始
岩国代理所を廃止
「ＪＡバンクシステム」発足
経営管理委員会制度導入
徳山・下関支所を廃止
全国統一オンラインシステム（ＪＡＳＴＥＭ）へ移行
新決済サービス「Pay-easy（ペイジー）」開始
印鑑照会システム稼動
ＩＣキャッシュカードの発行開始
日銀歳入復代理店として取扱開始
ＪＡバンクＡＴＭ入出金手数料の全国一斉無料化開始
ＪＡ山口信連小郡別館を開設
「ＪＡバンク山口 年金センター」、「ＪＡバンク山口 ローンセンター」を開設
法人向けインターネットバンキングサービス「法人ＪＡネットバンク」開始
山口県ＪＡビル本館完成
県中継システム基盤更改
ＪＡＳＴＥＭ－ＡＴＭ移行
ＡＴＭマルチペイメント収納業務取扱開始
ＪＡＳＴＥＭ端末機移行
オンラインキャッシャ全店導入
ＪＡＳＴＥＭシステム基盤更改
平成31年4月に県下12ＪＡが合併し「ＪＡ山口県」発足
全銀システム稼働時間拡大取扱開始
ＪＡバンクアプリ開始
ＪＡデータ伝送サービス取扱開始
全銀協電子交換所システム稼働・交換決済開始（手形交換所の廃止）

貯金業務

融資業務

事業のご案内

会員であるＪＡをはじめとした農業団体、地方公共団体、企業そして地域の皆さまからも貯金を
お預かりしています。皆さまにお気軽にご利用いただけますよう、各種貯金を取り揃えています。
また、ＪＡキャッシュカードをご利用いただきますと、全国のＪＡはもちろん、銀行、ゆうちょ
銀行、コンビニエンスストア（一部除く）のＡＴＭなどで、現金のお引出しや残高照会などの取引
がご利用いただけます。

為替業務
　北海道から沖縄まで、全国のＪＡ、信連、農林中金の各店舗がひとつのネットワークによって結
ばれ、さらに全国の各金融機関とも全銀データ通信システムにより結ばれており、振込、送金、手
形の取立などの取引を迅速、確実に行っています。また、このネットワークは給与振込や各種の年
金振込などに広く利用され、給与や年金受給者のご要望にお応えしています。

証券業務
　幅広い資金運用ニーズにお応えするため、国債の窓口販売業務を行っています。なお、証券投資
信託の窓口販売業務については、令和5年4月17日以降の新規口座開設および新規販売を中止して
います。

当会では、地域でお預かりした大切な貯金を地域の繁栄のためにお役立
てしたいと常に考えています。良質で豊富な資金は、農業関連産業をはじ
め、一般企業、個人の方々にも広く利用されています。
設備資金、運転資金、住宅資金のほか、各種資金をご利用にあわせた条
件でご融資しています。

農業をされる方が安定した農業経営を維持するための農業経営基盤強化
資金などの日本政策金融公庫農林水産事業資金をはじめ、利用者の皆さま
の豊かな生活をお手伝いする住宅金融支援機構や日本政策金融公庫国民生
活事業（教育資金）の資金なども取り扱っています。

融資にあたっては、専任審査体制による厳正な審査により、貸出資産の
健全化を図っています。

一　般　融　資

公庫・制度資金

融　資　審　査

1　主要な業務

当会は、貯金その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、次の事項を遵守し、お客さまに対して
適正な勧誘を行います。

１．お客さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切な金融商品の
勧誘と情報の提供を行います。

２．お客さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解していただくよう努め
ます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、お客さまの誤解を招
くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、お客さまのご都合に合わせて行うよう努めます。
５．お客さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。
６．販売・勧誘に関するお客さまからのご質問やご照会については、適切な対応に努めます。

2　金融商品の勧誘方針
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沿革・歩み

大正 4 年
昭和11年
昭和18年
昭和23年
昭和30年
昭和37年

昭和38年
昭和39年
昭和41年
昭和43年

昭和47年

昭和54年
昭和55年

昭和56年
昭和59年

昭和61年

平成元年
平成 2 年
平成 3 年
平成 4 年

平成 5 年
平成 6 年
平成 8 年

平成 9 年
平成10年
平成11年
平成13年

平成14年

平成16年
平成17年

平成18年
平成19年
平成20年
平成21年

平成22年
平成26年
平成27年
平成28年

平成29年

平成30年
平成31年
令和元年
令和2年

令和4年

「商業組合法」により「保証責任山口県信用組合聯合会」を設立
「保証責任山口県購買販売聯合会」と合併し「保証責任山口県信用購買販売聯合会」を設立
「農業団体法」により「山口県農業会」に改組
「農業協同組合法」の制定に伴い「山口県信用農業協同組合連合会」を設立
山口県農協貯金100億円突破
田布施支所を廃止
本所事務所を山口県農協会館へ移転
住宅金融公庫代理業務開始
大田支所を廃止
久賀・美祢支所を廃止
厚狭・防府支所を廃止
山口県農協貯金1，000億円突破
山口県指定代理金融機関業務開始
当会貯金1，000億円突破
全国銀行内国為替制度加盟
山口県農協会館（ＪＡビル）別館完成
山口県農協貯金5，000億円突破
県内系統農協オンライン開通
全国農協貯金ネットサービス開始
県庁内支所を開設
岩国・柳井・萩・深川支所を廃止し、岩国・久賀・柳井・萩・深川代理所を開設
国債等窓販代理業務開始
美祢市役所内支所を開設
都銀・地銀とのＣＤオンライン提携（ＭＩＣＳ）開始
5業態間ＣＤオンライン提携開始
山口県ＪＡ貯金1兆円突破
農協の新シンボルマークと愛称「ＪＡ」を導入
久賀・柳井・深川代理所を廃止
国債等窓口販売業務（自己窓販）開始
新信用オンラインシステム稼動
萩代理所を廃止
日銀歳入金の取扱開始
系統信用事業の愛称として「ＪＡバンク」を導入
投資信託窓口販売業務の開始
インターネットバンキングサービス「ＪＡネットバンク」開始
岩国代理所を廃止
「ＪＡバンクシステム」発足
経営管理委員会制度導入
徳山・下関支所を廃止
全国統一オンラインシステム（ＪＡＳＴＥＭ）へ移行
新決済サービス「Pay-easy（ペイジー）」開始
印鑑照会システム稼動
ＩＣキャッシュカードの発行開始
日銀歳入復代理店として取扱開始
ＪＡバンクＡＴＭ入出金手数料の全国一斉無料化開始
ＪＡ山口信連小郡別館を開設
「ＪＡバンク山口 年金センター」、「ＪＡバンク山口 ローンセンター」を開設
法人向けインターネットバンキングサービス「法人ＪＡネットバンク」開始
山口県ＪＡビル本館完成
県中継システム基盤更改
ＪＡＳＴＥＭ－ＡＴＭ移行
ＡＴＭマルチペイメント収納業務取扱開始
ＪＡＳＴＥＭ端末機移行
オンラインキャッシャ全店導入
ＪＡＳＴＥＭシステム基盤更改
平成31年4月に県下12ＪＡが合併し「ＪＡ山口県」発足
全銀システム稼働時間拡大取扱開始
ＪＡバンクアプリ開始
ＪＡデータ伝送サービス取扱開始
全銀協電子交換所システム稼働・交換決済開始（手形交換所の廃止）

貯金業務

融資業務

事業のご案内

会員であるＪＡをはじめとした農業団体、地方公共団体、企業そして地域の皆さまからも貯金を
お預かりしています。皆さまにお気軽にご利用いただけますよう、各種貯金を取り揃えています。
また、ＪＡキャッシュカードをご利用いただきますと、全国のＪＡはもちろん、銀行、ゆうちょ
銀行、コンビニエンスストア（一部除く）のＡＴＭなどで、現金のお引出しや残高照会などの取引
がご利用いただけます。

為替業務
　北海道から沖縄まで、全国のＪＡ、信連、農林中金の各店舗がひとつのネットワークによって結
ばれ、さらに全国の各金融機関とも全銀データ通信システムにより結ばれており、振込、送金、手
形の取立などの取引を迅速、確実に行っています。また、このネットワークは給与振込や各種の年
金振込などに広く利用され、給与や年金受給者のご要望にお応えしています。

証券業務
　幅広い資金運用ニーズにお応えするため、国債の窓口販売業務を行っています。なお、証券投資
信託の窓口販売業務については、令和5年4月17日以降の新規口座開設および新規販売を中止して
います。

当会では、地域でお預かりした大切な貯金を地域の繁栄のためにお役立
てしたいと常に考えています。良質で豊富な資金は、農業関連産業をはじ
め、一般企業、個人の方々にも広く利用されています。
設備資金、運転資金、住宅資金のほか、各種資金をご利用にあわせた条
件でご融資しています。

農業をされる方が安定した農業経営を維持するための農業経営基盤強化
資金などの日本政策金融公庫農林水産事業資金をはじめ、利用者の皆さま
の豊かな生活をお手伝いする住宅金融支援機構や日本政策金融公庫国民生
活事業（教育資金）の資金なども取り扱っています。

融資にあたっては、専任審査体制による厳正な審査により、貸出資産の
健全化を図っています。

一　般　融　資

公庫・制度資金

融　資　審　査

1　主要な業務

当会は、貯金その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、次の事項を遵守し、お客さまに対して
適正な勧誘を行います。

１．お客さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切な金融商品の
勧誘と情報の提供を行います。

２．お客さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解していただくよう努め
ます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、お客さまの誤解を招
くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、お客さまのご都合に合わせて行うよう努めます。
５．お客さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。
６．販売・勧誘に関するお客さまからのご質問やご照会については、適切な対応に努めます。

2　金融商品の勧誘方針2　金融商品の勧誘方針
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当会は、お客さまの正当な利益の保護と利便の確保のため、以下の方針を遵守いたします。また、お客さ
まの保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを行ってまいります。

１．お客さまに対する取引または金融商品の説明（経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点からの説明
を含む。）および情報提供を適切かつ十分に行います。

２．お客さまからの相談・苦情等については、公正・迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとした金融円
滑化の観点からの対応を含む。）し、お客さまの理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対応します。

３．お客さまに関する情報については、法令等に基づく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報の紛失、
漏洩および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じます。

４．当会が行う事業を外部に委託するにあたっては、お客さま情報の管理やお客さまへの対応が適切に行わ
れるよう努めます。

５．当会との取引に伴い、当会のお客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反管理のための
態勢整備に努めます。

3　利用者保護等管理方針3　利用者保護等管理方針

4　お客さま本位の業務運営に関する取組方針
ＪＡグループは、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合として、助け合いの精神のもとに、持続可
能な農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現を理念として掲げています。
当会では、この理念のもと、2017年3月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を
採択するとともに、県内ＪＡが組合員・利用者の皆さまの安定的な資産形成に貢献できるよう、その取組み
を支援する県域組織として、以下の取組方針を制定いたしました。
今後、本方針に基づく取組みの状況を定期的に公表するとともに、県内ＪＡがよりお客さま本位の業務運
営を実現できるよう支援するため本方針を必要に応じて見直してまいります。

１．お客さまへの最適な商品提供
（１）県内ＪＡがお客さまに提供する金融商品は、特定の投資運用会社に偏ることなく、社会情勢や手数

料の水準等も踏まえたうえで、お客さまの多様なニーズにお応えできるものを選定し、提供される
よう取組支援を行います。なお当会は、金融商品の組成に携わっておりません。【原則2本文および
（注）、原則3（注）、原則6本文および（注2、3）】

２．お客さま本位のご提案と情報提供
（１）県内ＪＡがお客さまの金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、お客さまにふさわしい商

品をご提案していくための取組支援を行います。【原則2本文および（注）、原則5本文および（注1
～5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

（２）県内ＪＡがお客さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事項について
分かりやすくご説明し、必要な情報を十分にご提供していくための取組支援を行います。【原則4、
原則5本文および（注1～5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

（３）県内ＪＡがお客さまにご負担いただく手数料について、お客さまの投資判断に資するように、丁寧
かつ分かりやすい説明に努めていくための取組支援を行います。【原則4、原則5本文および（注1
～5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

３．利益相反の適切な管理
（１）県内ＪＡがお客さまへの商品選定や情報提供にあたり、お客さまの利益を不当に害することがない

ように、「利益相反管理方針」に基づき適切に管理していくための取組支援を行います。【原則3本
文および（注）】

４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築
（１）県内ＪＡに対し、研修による指導や資格取得の推進を通じて高度な専門性を有し誠実・公正な業務

を行うことができる人材育成支援を行い、お客さま本位の業務運営を実現するための態勢の構築支
援を行います。【原則2本文および（注）、原則6（注5）、原則7本文および（注）】

（※）上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する原則」（2021年
1月改訂）との対応を示しています。

当会は、事業遂行に当たり、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以下、
「マネー・ローンダリング等」という。）の防止に取り組むとともに、反社会的勢力に対して断固とした姿
勢で臨みます。
また、顧客に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対策を講じます。

　（管理態勢等）
１．当会は、マネー・ローンダリング等の防止および反社会的勢力等との取引排除の重要性を認識し、
経営戦略における重要な課題の１つとして位置づけ、適用となる法令等や政府指針を遵守するため、
当会の特性に応じた態勢を整備します。

　　また、適切な措置を適時に実施できるよう経営陣が管理態勢確立等について主導性を発揮し、フォ
ワード・ルッキングなギャップ分析、組織横断的な対応の高度化、専門性や経験を踏まえた経営レ
ベルでの戦略的な人員確保・教育・資産配分等を実施し、マネー・ローンダリング等の防止および
反社会的勢力等との取引排除について周知徹底を図ります。

　（マネー・ローンダリング等の防止）
２．当会は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を実施するため、自らが直面しているリスクを国
家公安委員会が公表している犯罪収益移転危険度調査書やその他ガイドラインを勘案し、適時・適
切に特定・評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。

　（反社会的勢力との決別）
３．当会は、取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力による不当要求を拒絶しま
す。

　（職員の安全確保）
４．当会は、マネー・ローンダリング等防止および反社会的勢力に対して、組織的な対応を行い、職員
の安全確保を最優先に行動します。

　（外部専門機関との連携）
５．当会は、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士など、反社会的勢力を排除するための各種活動
を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力と対決します。

5　マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針

当会は、お客さまの利益が不当に害されることのないように保護し、農業協同組合法、金融商品取引法お
よび関係するガイドラインに基づき、利益相反のおそれのある取引を適切に管理するための体制を整備する
ため、利益相反管理方針（以下、「本方針」という。）の概要を次のとおり公表いたします。

１．対象取引の範囲
本方針の対象とする利益相反のおそれのある取引とは、当会の行う信用事業関連業務または金融商品
関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害するおそれのある取引をいい
ます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型
利益相反のおそれのある取引の類型は次のとおりです。
（１）お客さまと当会の間の利益が相反する場合
（２）お客さまと他のお客さまとの間の利益が相反する場合

３．利益相反管理統括部署
当会は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当会全体の管理体制を統括

するための利益相反管理統括部署（以下、「統括部署」といいます。）およびその責任者を定めます。こ
の統括部署は、営業部門等からの影響を受けないものとします。

４．利益相反の管理の方法
利益相反のおそれのある取引を特定した場合には、次に掲げる方法によりお客さまの保護を適正に確

保します。
（１）対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（２）対象取引またはお客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法
（３）対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、そのお客さま

に適切に開示する方法（ただし、当会が負う守秘義務に違反しない場合に限ります。）
（４）その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反管理体制
当会は利益相反管理体制を整備し、以下のとおり実効性のあるものにします。
（１）統括部署は、本方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理を適正

に実施します。

6　利益相反管理方針の概要
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当会は、お客さまの正当な利益の保護と利便の確保のため、以下の方針を遵守いたします。また、お客さ
まの保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを行ってまいります。

１．お客さまに対する取引または金融商品の説明（経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点からの説明
を含む。）および情報提供を適切かつ十分に行います。

２．お客さまからの相談・苦情等については、公正・迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとした金融円
滑化の観点からの対応を含む。）し、お客さまの理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対応します。

３．お客さまに関する情報については、法令等に基づく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報の紛失、
漏洩および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じます。

４．当会が行う事業を外部に委託するにあたっては、お客さま情報の管理やお客さまへの対応が適切に行わ
れるよう努めます。

５．当会との取引に伴い、当会のお客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反管理のための
態勢整備に努めます。

3　利用者保護等管理方針

4　お客さま本位の業務運営に関する取組方針
ＪＡグループは、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合として、助け合いの精神のもとに、持続可
能な農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現を理念として掲げています。
当会では、この理念のもと、2017年3月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を
採択するとともに、県内ＪＡが組合員・利用者の皆さまの安定的な資産形成に貢献できるよう、その取組み
を支援する県域組織として、以下の取組方針を制定いたしました。
今後、本方針に基づく取組みの状況を定期的に公表するとともに、県内ＪＡがよりお客さま本位の業務運
営を実現できるよう支援するため本方針を必要に応じて見直してまいります。

１．お客さまへの最適な商品提供
（１）県内ＪＡがお客さまに提供する金融商品は、特定の投資運用会社に偏ることなく、社会情勢や手数

料の水準等も踏まえたうえで、お客さまの多様なニーズにお応えできるものを選定し、提供される
よう取組支援を行います。なお当会は、金融商品の組成に携わっておりません。【原則2本文および
（注）、原則3（注）、原則6本文および（注2、3）】

２．お客さま本位のご提案と情報提供
（１）県内ＪＡがお客さまの金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、お客さまにふさわしい商

品をご提案していくための取組支援を行います。【原則2本文および（注）、原則5本文および（注1
～5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

（２）県内ＪＡがお客さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事項について
分かりやすくご説明し、必要な情報を十分にご提供していくための取組支援を行います。【原則4、
原則5本文および（注1～5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

（３）県内ＪＡがお客さまにご負担いただく手数料について、お客さまの投資判断に資するように、丁寧
かつ分かりやすい説明に努めていくための取組支援を行います。【原則4、原則5本文および（注1
～5）、原則6本文および（注1、2、4、5）】

３．利益相反の適切な管理
（１）県内ＪＡがお客さまへの商品選定や情報提供にあたり、お客さまの利益を不当に害することがない

ように、「利益相反管理方針」に基づき適切に管理していくための取組支援を行います。【原則3本
文および（注）】

４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築
（１）県内ＪＡに対し、研修による指導や資格取得の推進を通じて高度な専門性を有し誠実・公正な業務

を行うことができる人材育成支援を行い、お客さま本位の業務運営を実現するための態勢の構築支
援を行います。【原則2本文および（注）、原則6（注5）、原則7本文および（注）】

（※）上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する原則」（2021年
1月改訂）との対応を示しています。

当会は、事業遂行に当たり、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以下、
「マネー・ローンダリング等」という。）の防止に取り組むとともに、反社会的勢力に対して断固とした姿
勢で臨みます。
また、顧客に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対策を講じます。

　（管理態勢等）
１．当会は、マネー・ローンダリング等の防止および反社会的勢力等との取引排除の重要性を認識し、
経営戦略における重要な課題の１つとして位置づけ、適用となる法令等や政府指針を遵守するため、
当会の特性に応じた態勢を整備します。

　　また、適切な措置を適時に実施できるよう経営陣が管理態勢確立等について主導性を発揮し、フォ
ワード・ルッキングなギャップ分析、組織横断的な対応の高度化、専門性や経験を踏まえた経営レ
ベルでの戦略的な人員確保・教育・資産配分等を実施し、マネー・ローンダリング等の防止および
反社会的勢力等との取引排除について周知徹底を図ります。

　（マネー・ローンダリング等の防止）
２．当会は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を実施するため、自らが直面しているリスクを国
家公安委員会が公表している犯罪収益移転危険度調査書やその他ガイドラインを勘案し、適時・適
切に特定・評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。

　（反社会的勢力との決別）
３．当会は、取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力による不当要求を拒絶しま
す。

　（職員の安全確保）
４．当会は、マネー・ローンダリング等防止および反社会的勢力に対して、組織的な対応を行い、職員
の安全確保を最優先に行動します。

　（外部専門機関との連携）
５．当会は、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士など、反社会的勢力を排除するための各種活動
を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力と対決します。

5　マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針

当会は、お客さまの利益が不当に害されることのないように保護し、農業協同組合法、金融商品取引法お
よび関係するガイドラインに基づき、利益相反のおそれのある取引を適切に管理するための体制を整備する
ため、利益相反管理方針（以下、「本方針」という。）の概要を次のとおり公表いたします。

１．対象取引の範囲
本方針の対象とする利益相反のおそれのある取引とは、当会の行う信用事業関連業務または金融商品
関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害するおそれのある取引をいい
ます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型
利益相反のおそれのある取引の類型は次のとおりです。
（１）お客さまと当会の間の利益が相反する場合
（２）お客さまと他のお客さまとの間の利益が相反する場合

３．利益相反管理統括部署
当会は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当会全体の管理体制を統括

するための利益相反管理統括部署（以下、「統括部署」といいます。）およびその責任者を定めます。こ
の統括部署は、営業部門等からの影響を受けないものとします。

４．利益相反の管理の方法
利益相反のおそれのある取引を特定した場合には、次に掲げる方法によりお客さまの保護を適正に確

保します。
（１）対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（２）対象取引またはお客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法
（３）対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、そのお客さま

に適切に開示する方法（ただし、当会が負う守秘義務に違反しない場合に限ります。）
（４）その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反管理体制
当会は利益相反管理体制を整備し、以下のとおり実効性のあるものにします。
（１）統括部署は、本方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理を適正

に実施します。

6　利益相反管理方針の概要
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1．苦情処理措置の内容
当会は、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームページ・チラシ
等で公表するとともに、一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所とも連携し、迅速かつ適切な対
応に努め、苦情等の解決を図ります。
当会の相談・苦情等受付窓口
　本所営業部 （電話：083－973－2241）
　県庁内支所 （電話：083－923－2337）
　美祢市役所内支所 （電話：0837－52－1075）
上記本支所以外の窓口
　リスク統括部 （電話：083－973－1182）
　一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所 （電話：03－6837－1359）

2．紛争解決措置の内容
当会は、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。
山口県弁護士会仲裁センター（電話：083－922－0087）、広島弁護士会仲裁センター（電話：082－225－
1600）、福岡県弁護士会紛争解決センター（電話：093-561－0360【北九州】、092－741－3208【福岡】、
0942－30－0144【久留米】）、東京弁護士会紛争解決センター（電話：03－3581－0031）、第一東京弁護
士会仲裁センター（電話：03－3595－8588）、第二東京弁護士会仲裁センター（電話：03－3581－2249）、
民間総合調停センター（大阪府）
1の窓口または一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所にお申し出ください。なお、各弁護士会
等に直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。（ただし、民間総合調停センター（大阪府）のみ、
一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所等を通じてのご利用となりますのでご了承ください。）
東京弁護士会紛争解決センター、第一東京弁護士会仲裁センター、及び第二東京弁護士会仲裁センター
では、東京以外の地域のお客さまからのお申し出について、お客さまの居住地の近隣弁護士会で手続きを
進める「現地調停」や「移管調停」を利用することができます。

1．苦情処理措置の内容

7　金融ＡＤＲ制度への対応

（２）利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当会の規定に基づき適切に記
録し、保存します。

（３）当会の役職員に対し、本方針および本方針を踏まえた内部規定に関する研修を実施し、利益相
反管理についての周知徹底に努めます。

（４）当会は、本方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証
し、必要に応じて見直しを行います。

令和 6年 6月末現在

その他の金融機関県内系統当会の本・支所

（単位：円）

種類
取扱区分

その他の
金融機関県内系統同一店内 当会の本・支所種類

取扱区分

電 信 扱

文 書 扱

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

220 
440 
220 
440 
110 
330 

220 
440 
220 
440 
－
－

440 
660 
440 
660 
－
－

振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110 
220 
無料
無料

110 
220 
－
－

220 
440 
－
－

　窓口ご利用の場合
○振込手数料

個人ネットバンクご利用の場合

総 合 振 込

給 与 振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110
330
無料
無料
無料
無料

110
330
無料
無料
－
－

330
550
440
440
－
－

　媒体（ＣＤ等）ご利用の場合

振 込

総 合 振 込

給 与 振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110 
220 
110 
220 
無料
無料
無料
無料

110 
220 
110 
220 
無料
無料
－
－

220 
440 
220 
440 
330 
330 
－
－

法人ネットバンク・ＪＡデータ伝送サービスご利用の場合

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

無料
無料
無料
無料
110 
330 
無料
無料

110 
220 
110 
220 
110 
330 
110 
220 

110 
220 
110 
220 
220 
440 
110 
220 

220 
440 
220 
440 
440 
660 
220 
440 

ＡＴＭ振込サービスご利用の場合

手数料一覧

内国為替手数料（１件につき）

振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110 
330 
無料
無料

110 
330 
－
－

330 
550 
－
－

定時自動送金サービスご利用の場合

県内JAおよび当会
発行のキャッシュカード
県外JAキャッシュ
カ ー ド
提 携 金 融 機 関
キャッシュカード

JFマリンバンク
キャッシュカード

（注）１．法人ネットバンクご利用の場合、別途月額利用料が必要となります。
　　　２．媒体（ＣＤ等）ご利用の場合、別途媒体持込手数料が必要となります。
　　　３．定時自動送金サービスご利用の場合、別途口座引落手数料が必要となります。
　　　４．同一店内とは、ATM管理店への振込をいいます。
　　　５．提携金融機関キャッシュカードによるお振込は、ご利用時間に応じて、別途ATM利用手数料が必要となります。
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1．苦情処理措置の内容
当会は、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームページ・チラシ
等で公表するとともに、一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所とも連携し、迅速かつ適切な対
応に努め、苦情等の解決を図ります。
当会の相談・苦情等受付窓口
　本所営業部 （電話：083－973－2241）
　県庁内支所 （電話：083－923－2337）
　美祢市役所内支所 （電話：0837－52－1075）
上記本支所以外の窓口
　リスク統括部 （電話：083－973－1182）
　一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所 （電話：03－6837－1359）

2．紛争解決措置の内容
当会は、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。
山口県弁護士会仲裁センター（電話：083－922－0087）、広島弁護士会仲裁センター（電話：082－225－
1600）、福岡県弁護士会紛争解決センター（電話：093-561－0360【北九州】、092－741－3208【福岡】、
0942－30－0144【久留米】）、東京弁護士会紛争解決センター（電話：03－3581－0031）、第一東京弁護
士会仲裁センター（電話：03－3595－8588）、第二東京弁護士会仲裁センター（電話：03－3581－2249）、
民間総合調停センター（大阪府）
1の窓口または一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所にお申し出ください。なお、各弁護士会
等に直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。（ただし、民間総合調停センター（大阪府）のみ、
一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所等を通じてのご利用となりますのでご了承ください。）
東京弁護士会紛争解決センター、第一東京弁護士会仲裁センター、及び第二東京弁護士会仲裁センター
では、東京以外の地域のお客さまからのお申し出について、お客さまの居住地の近隣弁護士会で手続きを
進める「現地調停」や「移管調停」を利用することができます。

7　金融ＡＤＲ制度への対応

（２）利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当会の規定に基づき適切に記
録し、保存します。

（３）当会の役職員に対し、本方針および本方針を踏まえた内部規定に関する研修を実施し、利益相
反管理についての周知徹底に努めます。

（４）当会は、本方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証
し、必要に応じて見直しを行います。

令和 6年 6月末現在

その他の金融機関県内系統当会の本・支所

（単位：円）

種類
取扱区分

その他の
金融機関県内系統同一店内 当会の本・支所種類

取扱区分

電 信 扱

文 書 扱

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

220 
440 
220 
440 
110 
330 

220 
440 
220 
440 
－
－

440 
660 
440 
660 
－
－

振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110 
220 
無料
無料

110 
220 
－
－

220 
440 
－
－

　窓口ご利用の場合
○振込手数料

個人ネットバンクご利用の場合

総 合 振 込

給 与 振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110
330
無料
無料
無料
無料

110
330
無料
無料
－
－

330
550
440
440
－
－

　媒体（ＣＤ等）ご利用の場合

振 込

総 合 振 込

給 与 振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110 
220 
110 
220 
無料
無料
無料
無料

110 
220 
110 
220 
無料
無料
－
－

220 
440 
220 
440 
330 
330 
－
－

法人ネットバンク・ＪＡデータ伝送サービスご利用の場合

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

無料
無料
無料
無料
110 
330 
無料
無料

110 
220 
110 
220 
110 
330 
110 
220 

110 
220 
110 
220 
220 
440 
110 
220 

220 
440 
220 
440 
440 
660 
220 
440 

ＡＴＭ振込サービスご利用の場合

手数料一覧

内国為替手数料（１件につき）

振 込

同 一 店 内 振 込

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

110 
330 
無料
無料

110 
330 
－
－

330 
550 
－
－

定時自動送金サービスご利用の場合

県内JAおよび当会
発行のキャッシュカード
県外JAキャッシュ
カ ー ド
提 携 金 融 機 関
キャッシュカード

JFマリンバンク
キャッシュカード

（注）１．法人ネットバンクご利用の場合、別途月額利用料が必要となります。
　　　２．媒体（ＣＤ等）ご利用の場合、別途媒体持込手数料が必要となります。
　　　３．定時自動送金サービスご利用の場合、別途口座引落手数料が必要となります。
　　　４．同一店内とは、ATM管理店への振込をいいます。
　　　５．提携金融機関キャッシュカードによるお振込は、ご利用時間に応じて、別途ATM利用手数料が必要となります。
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手形小切手帳発行手数料

ＣＤ・ＡＴＭ利用手数料

当会・県内ＪＡキャッシュカード

県外ＪＡキャッシュカード

提携金融機関キャッシュカード
JFマリンバンクキャッシュカード
三菱UFJ銀行キャッシュカード
自 動 キ ャ ッ シ ン グ

出 金
入 金
出 金
入 金

出 金

出 金

（単位：円）
平　　日
県庁内支所

無　料

無　料

110
無　料
無　料
無　料

美祢市役所内支所本　　所
8：45～17：15 9：00～17：158：45～17：10

（注）時間外のご利用には、別途手数料がかかる場合がございます。各キャッシュサービスコーナーに備え置かれたパンフレット等でご確
認ください。

（単位：円）
小 切 手 帳
約 束 手 形 帳
為 替 手 形 帳

１冊（50枚）
１冊（50枚）
１冊（25枚）

880
1,100
550

（注）取立手形の店頭呈示に要する実費が660円を超える場合は、その実費を申し受けます。

1通につき550 
1通につき880 

660 
660 
660 
660 
実費

660 
660 
660 
660 
実費

660 
660 
660 
660 
実費

440 440 660
○送金手数料
普通扱（送金小切手）

○代金取立手数料
電子交換取扱手数料
個別取立

○その他の諸手数料
振込・送金の組戻料
不渡手形返却料
取立手形組戻料
取立手形店頭呈示料
上記以外の特殊手数料

両替・硬貨入金手数料

500枚以上の硬貨入金について、入金額の1.10％（上限：550円）

（単位：円）

持込み・持帰り合計枚数
100枚以下
101枚以上500枚以下
501枚以上

無料
330 
550 

硬貨・紙幣の両替手数料

硬貨入金手数料

その他の金融機関県内系統当会の本・支所種類
取扱区分

そ　の　他
（単位：円）

媒体持込手数料（１ファイルあたり）
貯金間振替手数料（定型自動振替）
他所払小切手入金手数料
自己宛小切手発行手数料
通帳・証書再発行手数料（１件あたり）
ＩＣキャッシュカード発行手数料（単体型  １枚あたり）
ＩＣキャッシュカード発行手数料（クレジットカード一体型）
キャッシュカード再発行手数料（1枚あたり）
ワイドカード再発行手数料

残高証明書発行手数料

未利用口座管理手数料（１ヶ年あたり）
国債等保護預り口座兼振替決済口座管理手数料（１ヶ月あたり）
国債等保護預り残高証明書発行手数料
投信販売手数料・解約手数料
投信保護預り残高証明書発行手数料
保護預り手数料（消費税別途）
（ただし、500円に満たない場合は500円）
個人情報保護法に係る開示等手数料（１件あたり）
株式払込金等取扱手数料率
個人ネットバンク月額利用料
法人ネットバンク月額利用料
照会・振込サービス（リアル系取引）
データ伝送サービス（総合振込・給与振込・口座振替）

ＪＡデータ伝送サービス月額利用料
　データ伝送サービス（総合振込・給与振込・口座振替）

5,500
無料

為替取立手数料に準ずる
440
1,100
無料
無料
1,100
1,100
440
220
1,320
110
無料

ファンド毎の料率
220 

月末残高1/12×5/10,000

550 
有償払込額に既定の手数料率を乗じた額

無料

1,100
2,200

4,400

※上記手数料には消費税等（10％）が含まれています。

（注）法人ネットバンクのデータ伝送サービスを利用する場合、照会・振込サービスの利用が必須となるため、月額利用料
　　　は合計で3,300円となります。

都度発行
継続発行

でんさいネットご利用料金
（単位：円）

でんさいネット月額利用料

○従量料金

発生記録手数料

譲渡記録手数料

分割（譲渡）記録手数料

保証記録手数料
変更記録手数料
支払等記録手数料
上記にかかる代行請求手数料
残高証明書発行手数料

○その他料金
変更記録手数料（書面）
通常開示請求手数料
特例開示請求手数料
残高証明書発行手数料
口座間送金決済中止手数料
支払不能情報照会手数料
貸倒引当金繰入事由証明書発行手数料
その他手数料（上記いずれにも該当しない場合）

無料

330 
660 
330 
660 
330 
660 
330 
330 
330 
1,100 
1,650 

1,650 
無料
3,300 
4,400 
1,100 
3,300 
1,100 
2,200 

（注）でんさいネットサービスのご利用は、法人ネットバンクのご契約が別途必要となります。

系統内
他　行
系統内
他　行
系統内
他　行

継続発行

都度発行
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手形小切手帳発行手数料

ＣＤ・ＡＴＭ利用手数料

当会・県内ＪＡキャッシュカード

県外ＪＡキャッシュカード

提携金融機関キャッシュカード
JFマリンバンクキャッシュカード
三菱UFJ銀行キャッシュカード
自 動 キ ャ ッ シ ン グ

出 金
入 金
出 金
入 金

出 金

出 金

（単位：円）
平　　日
県庁内支所

無　料

無　料

110
無　料
無　料
無　料

美祢市役所内支所本　　所
8：45～17：15 9：00～17：158：45～17：10

（注）時間外のご利用には、別途手数料がかかる場合がございます。各キャッシュサービスコーナーに備え置かれたパンフレット等でご確
認ください。

（単位：円）
小 切 手 帳
約 束 手 形 帳
為 替 手 形 帳

１冊（50枚）
１冊（50枚）
１冊（25枚）

880
1,100
550

（注）取立手形の店頭呈示に要する実費が660円を超える場合は、その実費を申し受けます。

1通につき550 
1通につき880 

660 
660 
660 
660 
実費

660 
660 
660 
660 
実費

660 
660 
660 
660 
実費

440 440 660
○送金手数料
普通扱（送金小切手）

○代金取立手数料
電子交換取扱手数料
個別取立

○その他の諸手数料
振込・送金の組戻料
不渡手形返却料
取立手形組戻料
取立手形店頭呈示料
上記以外の特殊手数料

両替・硬貨入金手数料

500枚以上の硬貨入金について、入金額の1.10％（上限：550円）

（単位：円）

持込み・持帰り合計枚数
100枚以下
101枚以上500枚以下
501枚以上

無料
330 
550 

硬貨・紙幣の両替手数料

硬貨入金手数料

その他の金融機関県内系統当会の本・支所種類
取扱区分

そ　の　他
（単位：円）

媒体持込手数料（１ファイルあたり）
貯金間振替手数料（定型自動振替）
他所払小切手入金手数料
自己宛小切手発行手数料
通帳・証書再発行手数料（１件あたり）
ＩＣキャッシュカード発行手数料（単体型  １枚あたり）
ＩＣキャッシュカード発行手数料（クレジットカード一体型）
キャッシュカード再発行手数料（1枚あたり）
ワイドカード再発行手数料

残高証明書発行手数料

未利用口座管理手数料（１ヶ年あたり）
国債等保護預り口座兼振替決済口座管理手数料（１ヶ月あたり）
国債等保護預り残高証明書発行手数料
投信販売手数料・解約手数料
投信保護預り残高証明書発行手数料
保護預り手数料（消費税別途）
（ただし、500円に満たない場合は500円）
個人情報保護法に係る開示等手数料（１件あたり）
株式払込金等取扱手数料率
個人ネットバンク月額利用料
法人ネットバンク月額利用料
照会・振込サービス（リアル系取引）
データ伝送サービス（総合振込・給与振込・口座振替）
ＪＡデータ伝送サービス月額利用料
　データ伝送サービス（総合振込・給与振込・口座振替）

5,500
無料

為替取立手数料に準ずる
440
1,100
無料
無料
1,100
1,100
440
220
1,320
110
無料

ファンド毎の料率
220 

月末残高1/12×5/10,000

550 
有償払込額に既定の手数料率を乗じた額

無料

1,100
2,200

4,400

※上記手数料には消費税等（10％）が含まれています。

（注）法人ネットバンクのデータ伝送サービスを利用する場合、照会・振込サービスの利用が必須となるため、月額利用料
　　　は合計で3,300円となります。

都度発行
継続発行

でんさいネットご利用料金
（単位：円）

でんさいネット月額利用料

○従量料金

発生記録手数料

譲渡記録手数料

分割（譲渡）記録手数料

保証記録手数料
変更記録手数料
支払等記録手数料
上記にかかる代行請求手数料
残高証明書発行手数料

○その他料金
変更記録手数料（書面）
通常開示請求手数料
特例開示請求手数料
残高証明書発行手数料
口座間送金決済中止手数料
支払不能情報照会手数料
貸倒引当金繰入事由証明書発行手数料
その他手数料（上記いずれにも該当しない場合）

無料

330 
660 
330 
660 
330 
660 
330 
330 
330 
1,100 
1,650 

1,650 
無料
3,300 
4,400 
1,100 
3,300 
1,100 
2,200 

（注）でんさいネットサービスのご利用は、法人ネットバンクのご契約が別途必要となります。

系統内
他　行
系統内
他　行
系統内
他　行

継続発行

都度発行
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貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

科　　　目 令和5年度
（令和6年3月31日）

令和4年度
（令和5年3月31日） 科　　　目 令和5年度

（令和6年3月31日）
令和4年度
（令和5年3月31日）

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
現 金 1,334 550 貯 金 865,889 850,874 
預 け 金 569,288 542,962 当 座 貯 金 21,162 9,565 
系 統 預 け 金 569,252 542,925 普 通 貯 金 13,823 11,389 
系 統 外 預 け 金 36 36 貯 蓄 貯 金 3 3 
金 銭 の 信 託 14,972 11,613 通 知 貯 金 850 850 
有 価 証 券 263,311 258,830 別 段 貯 金 232 115 
国 債 24,070 25,190 定 期 貯 金 829,816 828,950 
地 方 債 12,779 17,130 借 用 金 17,300 23,500 
社 債 45,347 49,159 代 理 業 務 勘 定 0 0 
外 国 証 券 73,192 68,836 そ の 他 負 債 2,293 1,692 
株 式 26,632 19,696 貸 付 留 保 金 50 493 
受 益 証 券 74,071 71,666 未 払 法 人 税 等 5 5 
投 資 証 券 7,217 7,151 貯金利子諸税その他 21 26 
貸 出 金 81,446 93,960 従 業 員 預 り 金 121 125 
手 形 貸 付 205 219 仮 受 金 1,671 121 
証 書 貸 付 61,750 69,617 そ の 他 の 負 債 0 0 
当 座 貸 越 2,334 2,432 未 払 費 用 388 393 
金 融 機 関 貸 付 17,149 21,689 前 受 収 益 24 17 
割 引 手 形 7 1 未 決 済 為 替 借 10 10 
そ の 他 資 産 1,736 3,095 約定取引未決済借 － 500 
従 業 員 貸 付 金 1 6 諸 引 当 金 940 1,014 
仮 払 金 2 2 賞 与 引 当 金 41 42 
未 収 金 558 512 退 職 給 付 引 当 金 872 940 
そ の 他 の 資 産 152 164 役員退職慰労引当金 26 31 
未 収 収 益 734 683 繰 延 税 金 負 債 5,985 2,616 
未 決 済 為 替 貸 13 12 債 務 保 証 650 872 
約定取引未決済貸 272 1,713 負 債 の 部 合 計 893,060 880,571 
有 形 固 定 資 産 1,448 1,499 （純 資 産 の 部）
建 物 973 1,020 出 資 金 50,542 50,542 
土 地 429 429 （うち後配出資金） ( 35,000) ( 35,000)
その他の有形固定資産 45 48 再 評 価 積 立 金 5 5 
無 形 固 定 資 産 35 56 利 益 剰 余 金 28,563 29,501 
ソ フ ト ウ ェ ア 31 53 利 益 準 備 金 14,350 13,930 
その他の無形固定資産 3 3 そ の他利益剰余金 14,213 15,571 
外 部 出 資 58,096 58,086 特 別 積 立 金 9,900 9,900 
系 統 出 資 56,875 56,876 当期未処分剰余金 4,313 5,671 
系 統 外 出 資 1,220 1,209 （うち当期剰余金） ( 1,239) ( 2,062)

債 務 保 証 見 返 650 872 会 員 資 本 合 計 79,111 80,049 
貸 倒 引 当 金 △ 1,035 △ 654 その他有価証券評価差額金 19,113 10,252 

評価・換算差額等合計 19,113 10,252 
純 資 産 の 部 合 計 98,225 90,302 

資 産 の 部 合 計 991,286 970,873 負債及び純資産の部合計 991,286 970,873 
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損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科　　　目
令和5年度
⎛自 令和5年4月1日⎞
⎝至 令和6年3月31日⎠

令和4年度
⎛自 令和4年4月1日⎞
⎝至 令和5年3月31日⎠

科　　　目
令和5年度
⎛自 令和5年4月1日⎞
⎝至 令和6年3月31日⎠

令和4年度
⎛自 令和4年4月1日⎞
⎝至 令和5年3月31日⎠

経 常 収 益 8,885 8,820 役 務 取 引 等 費 用 91 83 

資 金 運 用 収 益 5,920 6,109 支 払 為 替 手 数 料 24 24 

貸 出 金 利 息 989 1,001 そ の他の支払手数料 65 58 

預 け 金 利 息 10 11 その他の役務取引等費用 1 1 

有 価証券利息配当金 2,439 2,360 そ の 他 事 業 費 用 958 401 

そ の 他 受 入 利 息 2,481 2,735 国 債 等 債 券 売 却 損 231 348 

（う ち 受 取 奨 励 金） ( 2,435) ( 2,450) 国 債 等 債 券 償 還 損 727 53 

（うち受取特別配当金） ( 45) ( 284) 経 費 1,551 1,677 

役 務 取 引 等 収 益 391 388 人 件 費 799 792 

受 入 為 替 手 数 料 32 32 物 件 費 697 821 

そ の他の受入手数料 359 356 税  金 53 63 

その他の役務取引等収益 0 0 そ の 他 経 常 費 用 502 98 

そ の 他 事 業 収 益 1,584 1,361 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 380 25 

受 取 出 資 配 当 金 869 868 株 式 等 売 却 損 120 69 

受 取 助 成 金 7 6 そ の 他 の 経 常 費 用 1 3 

外 国 為 替 売 買 益 85 － 経 常 利 益 1,248 2,043 

国 債 等 債 券 売 却 益 622 486 特 別 損 失 0 0 

そ の 他 経 常 収 益 988 961 固 定 資 産 処 分 損 0 － 

株 式 等 売 却 益 311 517 減 損 損 失 0 0 

金 銭 の 信 託 運 用 益 564 395 税 引 前 当 期 利 益 1,247 2,042 

そ の 他 の 経 常 収 益 112 48 法人税、住民税及び事業税 5 5 

経 常 費 用 7,637 6,777 法 人 税 等 調 整 額 2 △ 25 

資 金 調 達 費 用 4,534 4,515 法 人 税 等 合 計 7 △ 19 

貯 金 利 息 16 17 当 期 剰 余 金 1,239 2,062 

譲 渡 性 貯 金 利 息 0 0 当 期 首 繰 越 剰 余 金 3,073 3,608 

そ の 他 支 払 利 息 4,516 4,498 当 期 未 処 分 剰 余 金 4,313 5,671 

（う ち 支 払 奨 励 金） ( 4,513) ( 4,489)
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キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科　　　目
令和5年度

⎛自 令和5年4月1日⎞
⎝至 令和6年3月31日⎠

令和4年度
⎛自 令和4年4月1日⎞
⎝至 令和5年3月31日⎠

１ 事 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー
税 引 前 当 期 利 益 1,247 2,042 

減 価 償 却 費 87 94 

減 損 損 失 0 0 

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） 380 25 

賞 与 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） △ 0 0 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） △ 73 5 

資 金 運 用 収 益 △ 5,920 △ 6,109 

資 金 調 達 費 用 4,534 4,515 

有 価 証 券 関 係 損 益（ △ は 益 ） 196 △ 429 

金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益（ △ は 運 用 益 ） △ 561 △ 393 

外 部 出 資 関 係 損 益 － 0 

固 定 資 産 処 分 損 益（ △ は 益 ） 0 － 

貸 出 金 の 純 増（ △ ） 減 12,513 10,112 

預 け 金 の 純 増（ △ ） 減 23,000 35,000 

貯 金 の 純 増 減 （ △ ） 15,014 △ 45,333 

借 用 金 の 純 増 減（ △ ） △ 6,200 △ 3,400 

事 業 分 量 配 当 金 の 支 払 額 △ 1,847 △ 1,745 

そ の 他 1,087 △ 730 

資 金 運 用 に よ る 収 入 6,339 6,426 

資 金 調 達 に よ る 支 出 △ 4,548 △ 4,522 

小 　 　 　 　 　 計 45,250 △ 4,439 
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 5 △ 5 

事 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 45,245 △ 4,444 

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 46,451 △ 64,333 

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 25,086 50,527 

有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 30,089 3,629 

金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出 △ 3,597 △ 1,542 

金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 93 304 

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 15 △ 2 

外 部 出 資 の 増 加 に よ る 支 出 △ 81 △ 10 

外 部 出 資 の 減 少 に よ る 収 入 71 － 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 5,195 △ 11,426 

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー
出 資 金 の 増 額 に よ る 収 入 0 － 

出 資 金 の 減 少 に よ る 支 出 △ 0 － 

出 資 配 当 金 の 支 払 額 △ 330 △ 305 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △ 330 △ 305 
４ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額△） 50,110 △ 16,176 
５ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 25,773 41,950 
６ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 75,883 25,773 
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令和5年度　注記表

１　重要な会計方針に関する事項
⑴　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「0」で表示しております。
⑵�　有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及び評価方法は、有価証券の保有目的区分毎に次のとおり行っており
ます。
　　・売買目的有価証券　･･･時価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　・満期保有目的の債券･･･定額法による償却原価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　・その他有価証券　　･･･�時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。ただ

し、市場価格のない株式等については原価法（売却原価は、移動平均法により算定）。
　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分については償却原価法による取得価額の修正を行っ
ております。

⑶�　金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記⑵の有価証券
と同様の方法によっており、信託の契約単位毎に当年度末の信託財産構成物である資産及び負債の評価額の合計額をもって貸
借対照表に計上しております。
⑷　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
⑸�　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28
年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、資産から直接減額して計上しております。
　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　12年～50年
　　　その他　 5年～20年
⑹�　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。そのうち自社利用ソフトウェアについては、当会における利
用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
⑺�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣及び「無形固定資産｣中のリース資産の減価償却は、リース
期間を耐用年数とした定額法により償却することとしておりますが、対象となる取引はありません。
⑻　外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
⑼　引当金の計上方法
　①　貸倒引当金

　貸倒引当金は、「資産の償却・引当要領」に則り、次のとおり計上しております。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む。）に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今
後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における
平均値又は累積平均値に基づき損失率を求め、算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻
先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署
が査定結果を監査しております。

　②　賞与引当金
　　�　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計上し

ております。
　③　退職給付引当金
　　�　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における職員の自己都合退職の場合の要支給額を基礎として

計上しております。
　④　役員退職慰労引当金
　　�　役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づき、当年度末要支給見積額

を計上しております。
⑽　消費税等の会計処理
　�　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、有形固定資産に
係る控除対象外消費税等は当年度の費用に計上しております。

２　会計上の見積りに関する事項
　会計上の見積りにより当年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす
可能性があるものは、次のとおりです。
⑴　貸倒引当金
①　当年度に係る計算書類に計上した額
　　貸倒引当金　1,035百万円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ａ　算出方法
　貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針に関する事項」「⑼引当金の計上方法」「① 貸倒引当金」に記載してお
ります。
ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸
出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
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ｃ　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌年度に係る計算書類における貸倒引
当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑵　金融商品の時価
①　当年度に係る計算書類に計上した額
　「金融商品に関する事項」「⑵金融商品の時価等に関する事項」に記載しております。
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ａ　算出方法
　金融商品の時価の算出方法は、「金融商品に関する事項」「⑵金融商品の時価等に関する事項」「② 金融商品の時価
の算定に用いた評価技法の説明」に記載しております。
ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は時価評価モデルに用いるインプットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証券の時価等の市場で直接
又は間接的に観察可能なインプットのほか、相関係数等の重要な見積りを含む市場で観察できないインプットを使用する
場合もあります。
ｃ　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
　市場環境の変化等により主要な仮定であるインプットが変化することにより、金融商品の時価が増減する可能性があります。

３　貸借対照表に関する事項
⑴　有形固定資産の減価償却累計額は、1,985百万円であります。
　　また、有形固定資産の圧縮記帳額は、296百万円であります。
⑵　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として電子計算機等があり、未経過
リース料年度末残高相当額は、次のとおりであります。

１年以内 １年超 合計
所有権移転外ファイナンス・リース 3百万円 4百万円 8百万円
オペレーティング・リース 32百万円 81百万円 114百万円

⑶　為替決済、公金等取扱の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、預け金35,735百万円、有価証券1,059百万円を差
し入れております。
⑷　無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に16,162百万円含まれております。
⑸　理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債権の総額は46百万円であります。
　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めておりません。
⑹　理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債務はありません。
　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めておりません。
⑺　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権の額及びその合計額は次のとおり
であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　　 67百万円
危険債権額 1,457百万円
三月以上延滞債権額 - 百万円
貸出条件緩和債権額　　 31百万円
合計額 1,556百万円

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の
回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
⑻�　割引手形は、業種別委員会実務指針第24号に基づき、金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形
は、自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、7百万円であります。
⑼�　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ
れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は、16,704百万円であります。
⑽�　貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸出金9,789百万円が含まれており
ます。

４　損益計算書に関する事項
⑴　当年度においては、以下の資産について、減損損失を計上しております。
　主な用途　　　種類　　　場所　　　　 減損損失
　遊休資産　　　土地　　　萩市　　　　 0百万円
遊休資産については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
当年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は固定資産税評価額等に基づき
算定しております。
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５　金融商品に関する事項
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　当会は、山口県を事業区域として、県内の農業協同組合（ＪＡ）等が会員である相互扶助型の農業専門金融機関であり、
地域経済の活性化に資する地域金融機関であります。
　ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる仕組みとなっ
ております。
　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農業に関連する企業・団体及び、県内の地場企業や団体、地方公
共団体などに貸付を行っております。
　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用を
行っております。
②　金融商品の内容及びそのリスク
　当会が保有する金融資産は、主として県内の取引先（及び個人）に対する貸出金（当座貸越契約貸出コミットメントを含
む）、金銭の信託及び有価証券であり、貸出金は、貸出先の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されておりま
す。
　当年度末における貸出金のうち、23%は金融・保険業に対するものであり、当該金融・保険業を巡る経済環境等の状況
の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。
　金銭の信託は特定金銭信託及び指定金外信託により運用しており、その構成資産は、社債、株式、投資信託及び外国籍投
資信託等であり、純投資目的（運用目的及びその他目的）で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金
利の変動リスク、市場価格の変動リスク及び外国為替の変動リスクに晒されております。
　また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、満期保有目的、純投資目的（その他目的）で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
③　金融商品に係るリスク管理体制
　当会は、リスクマネジメント基本方針において、当会におけるリスク管理の基本的方針を明らかにするとともに、当会の
業務から発生する個々のリスク管理については、基本方針の考え方に則り、リスク特性を踏まえたリスク管理要領を個別に
定めております。また、経営が抱えるリスク構造等の実態把握と諸リスクの統合管理、これらを踏まえた各種リスクに係る
限度額の設定・管理等の方針決定や、諸情報を分析し適切に経営の判断に資することを目的としてリスク管理委員会を設置
しております。
ａ　信用リスクの管理
　信用リスク管理においては信用リスク管理要領を定め、当会のオンバランス・オフバランス・資産・負債を含めたバラ
ンスシート全体を対象として管理しております。
　信用リスク取引にかかる経営戦略に基づく具体的方針・統合的な信用リスクに関する方針等の策定、個別案件の審査、
執行の担当部署がそれぞれ組織的に分離・独立して行っております。
　また、リスクマネジメント手法としてリスク量の把握、内部格付、外部格付、自己査定、個別審査、与信限度、大口信
用供与規制管理などによって管理しており、当会全体の格付別・業種等や各種限度額に関する与信状況についてモニタリ
ングを行うとともに、リスク管理委員会において協議のうえ、四半期毎に経営管理委員会、理事会へ報告しております。　　　　
ｂ　市場リスクの管理
　金利、有価証券等の価格、為替等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により保有する資産・負債（オフバランス資
産・負債を含む。）の価値が変動する市場リスクについては市場リスク管理要領を定め管理しております。
　体制としてフロント部署、バック部署を独立させ相互牽制のもと執行しており、また、フロント部署とは独立したモニタ
リング部署で当会全体の市場取引の状況、各資産別・フロント別のポジション状況、評価損益、パフォーマンス、ＶａＲ
（バリュー・アット・リスク）、ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）等のリスク指標、リスク管理委員会における決
定事項の執行状況についてモニタリングを行うとともに、モニタリング結果については、リスク管理委員会、理事会及び経
営管理委員会に四半期毎に報告しております。
ｃ　デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評価、事務管理に関する部門を分離し、内部牽制を確立し
て実施しております。
ｄ　市場リスクに係る定量的情報
　当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、｢預け金」、「貸出金」、「有
価証券」のその他有価証券及び満期保有目的に分類される債券、「貯金」、「借用金」、「デリバティブ取引」のうちの
金利スワップ取引、金利キャップ取引であります。
　当会では、これらの金融資産及び金融負債について、市場リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量が
リスク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当会のＶａＲは分散共分散法（保有期間3か月、信頼区間99%、観測期間5年）により算出しており、令和6年3月31
日現在で当会の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で12,190百万円です。
　なお、当会では、バックテストを実施のうえ、ＶａＲ計測モデルの妥当性を検証しております。
　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスクを計測しており、通常で
は考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは補足できない場合があります。
e　 資金調達に係る流動性リスクの管理
　流動性リスク管理として市場リスク管理要領において日次の資金繰り表、旬間及び月次の資金繰り計画表により調達・
運用の大口資金動向等を把握し、系統預金を中心とする安定的な流動性確保に努めております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なる場合もあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　①　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
　　　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
　　　なお、市場価格のない株式等は、次表に含めず③に記載しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預け金 569,288 569,000 △ 288
金銭の信託

運用目的の金銭の信託 4,008 4,008 －
その他の金銭の信託 10,963 10,963 －

有価証券
満期保有目的の債券 5,036 4,874 △ 162
その他有価証券 258,274 258,274 －

貸出金 81,446
貸倒引当金 △ 1,031
貸倒引当金控除後 80,414 80,472 57

資産計 927,987 927,594 △ 393
貯金 865,889 865,393 △ 495
借用金 17,300 17,267 △ 32
負債計 883,189 882,661 △ 527

（注）１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

②　金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】
ａ　預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。満期の
ある預け金については、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ
（Overnight Index Swap 以下、「OIS」という。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ております。
ｂ　金銭の信託
　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｃ及びｄと同様の方法により評価しております。
ｃ　有価証券
　有価証券について、主に上場株式、国債及び上場投資信託については、活発な市場における無調整の相場価格を利用し
ています。地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資信託
については、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準
価額によっています。
　相場価格が入手できない場合には、取引金融機関等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては
観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、スワップレート、信用スプレッド、金利ボラティリティ
等が含まれています。
ｄ　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なって
いない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額とし
て算定しております。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートである
OISのレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しております。
　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額とし
ております。

【負債】
ａ　貯金
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。
　また、定期性貯金の時価は、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレートで割り
引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しております。
ｂ　借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当会の信用状態は実行後大きく異なってい
ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
　固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレー
トで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しております。

③　市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報に含まれておりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　外部出資 58,096百万円　
　　　合　　計 58,096

（注）１．前年度において、非上場株式について0百万円減損処理を行っております。
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④　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預け金 569,288 － － － － －

有価証券

満期保有目的の債券 － － － － － 5,036
その他有価証券のうち
満期があるもの 11,249 10,909 8,820 9,662 16,577 92,430

貸出金 15,835 10,418 4,615 7,921 10,712 31,675

合計 596,373 21,327 13,435 17,583 27,290 129,142

（注）１．貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越（融資型を除く）391百万円については「1年以内」に含めております。
また、期限のない劣後特約付貸出金9,789百万円については「5年超」に含めております。

　　　２．貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等268百万円は償還の予定が見込まれないため、含
めておりません。

　　⑤　借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

貯金 865,732 30 106 10 10 －
借用金 10,400 6,500 400 － － －
合計 876,132 6,530 506 10 10 －

（注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めております。

６　有価証券に関する事項
⑴　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
①　売買目的有価証券
　当年度末において売買目的有価証券は保有しておりません。
②　満期保有目的の債券
　満期保有目的の債券において、種類毎の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

種類 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの 社債 1,009百万円 1,029百万円 19百万円

小計 1,009 1,029 19
時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 社債 4,026 3,844 △ 182

小計 4,026 3,844 △ 182
合計 5,036 4,874 △ 162

③　その他有価証券
　その他有価証券において、種類毎の貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

株 式 26,055百万円 6,561百万円 19,493百万円
債 券
　 国 　 債 3,147 3,057 90
　 社 　 債 8,944 8,891 52
　 そ の 他 43,655 36,352 7,303
そ の 他 48,606 38,240 10,365
小 計 130,409 93,104 37,305

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

株 式 577 631 △ 53
債 券
　 国 　 債 20,922 23,823 △ 2,900
　 地 方 債 12,779 14,087 △ 1,307
　 社 　 債 31,365 32,551 △ 1,185
　 そ の 他 29,537 30,567 △ 1,030
そ の 他 32,682 37,663 △ 4,981
小 計 127,865 139,324 △ 11,458

合　計 258,274 232,428 25,846
（注）�上記差額合計から繰延税金負債6,305百万円を差し引いた金額19,541百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含

まれております。
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⑵　当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
⑶　当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却額 売却益 売却損
株　式 645百万円 106百万円 59百万円
債　券 22,854 622 231
その他 1,013 204 61
合　計 24,513 934 351

７　金銭の信託に関する事項
金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりであります。
①　運用目的の金銭の信託
　　貸借対照表計上額 4,008百万円
　　当年度の損益に含まれた評価差額 － 百万円
②　満期保有目的の金銭の信託はありません。
③　その他の金銭の信託

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額
うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないもの

そ の 他 の
金銭の信託 10,963百万円 11,555百万円 △ 591百万円 －百万円 △ 591百万円

（注）１．上記差額合計に繰延税金資産163百万円を加えた金額 △427百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれ
ております。

������　2．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それ
ぞれ「差額」の内訳であります。

８　退職給付に関する事項
⑴　退職給付
①　採用している退職給付制度の概要
　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型制度）を設けております。退職給付一時金制度では、退
職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。
　当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
②　確定給付制度
ａ　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　期首における退職給付引当金 940百万円
　　　退職給付費用　　 73百万円
　　　退職給付の支払額　　 141百万円
　　　期末における退職給付引当金 872百万円
ｂ　退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　　　非積立型制度の退職給付債務 872百万円
　　　退職給付引当金 872百万円
ｃ　退職給付に関する損益
　　　簡便法で計算した退職給付費用 73百万円

⑵　人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃
止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て
るため拠出した特例業務負担金を含めて計上しております。
　なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、9百万円となっております。
　また、存続組合より示された令和6年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は、76百万円とな
っております。
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９　税効果会計に関する事項
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
繰延税金資産
　税務上の繰越欠損金 509百万円
　貸倒引当金超過額 218百万円
　退職給付引当金超過額 241百万円
　有価証券償却超過額 935百万円
　減価償却超過額 12百万円
　未払費用否認額 100百万円
　前払費用否認額 5百万円
　その他 51百万円
繰延税金資産小計 2,076百万円
　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △499百万円
　将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △1,421百万円
評価性引当額小計 △1,920百万円
繰延税金資産合計（A） 155百万円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △6,141百万円
　その他 △0百万円
繰延税金負債合計（B） △6,141百万円
繰延税金負債の純額（A）＋（B） △5,985百万円

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金 － － － － 6 503 509百万円
評 価 性 引 当 額 － － － － － △499 △499　
繰 延 税 金 資 産 － － － － 6 4 10　

　⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 27.7％
（調整）
　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5%
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △12.0%
　　事業分量配当金 △27.7%
　　住民税均等割 0.4%
　　評価性引当額の増減 11.6％
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.6%

10　キャッシュ・フロー計算書に関する事項
　�　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、貸借対照表上の「現金」並びに「預け金」中の当
座預け金、普通預け金及び通知預け金であります。

資

料

編

41



令和4年度　注記表

１　重要な会計方針に関する事項
⑴　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「0」で表示しております。
⑵�　有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及び評価方法は、有価証券の保有目的区分毎に次のとおり行っており
ます。
　　・売買目的有価証券　･･･時価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　・満期保有目的の債券･･･定額法による償却原価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　・その他有価証券　　･･･�時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。ただし、

市場価格のない株式等については原価法（売却原価は、移動平均法により算定）。
　　�　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分については償却原価法による取得価額の修正を行っ

ております。
⑶�　金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記⑵の有価証券
と同様の方法によっており、信託の契約単位毎に当年度末の信託財産構成物である資産及び負債の評価額の合計額をもって貸
借対照表に計上しております。
⑷　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
⑸�　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28
年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、資産から直接減額して計上しております。
　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　12年～50年
　　　その他　��5年～20年
⑹�　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。そのうち自社利用ソフトウェアについては、当会における利
用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
⑺�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣及び「無形固定資産｣中のリース資産の減価償却は、リース
期間を耐用年数とした定額法により償却することとしておりますが、対象となる取引はありません。
⑻　外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
⑼　引当金の計上方法
　①　貸倒引当金
　　　貸倒引当金は、「資産の償却・引当要領」に則り、次のとおり計上しております。
　　�　正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む。）に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は
今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間におけ
る平均値又は累積平均値に基づき損失率を求め、算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額か
ら担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破
綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除した残額を計上しております。

　　�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署
が査定結果を監査しております。

　②　賞与引当金
　　�　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計上し

ております。
　③　退職給付引当金
　　�　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における職員の自己都合退職の場合の要支給額を基礎として

計上しております。
　④　役員退職慰労引当金
　　�　役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づき、当年度末要支給見積額

を計上しております。
⑽　消費税等の会計処理
　�　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、有形固定資産に
係る控除対象外消費税等は当年度の費用に計上しております。

２　会計方針の変更に関する事項
⑴�　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年6月17日以下「時価算定会計基準適用
指針」という。）を当年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価
算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる当年度の計算書類
への影響はありません。

３　会計上の見積りに関する事項
会計上の見積りにより当年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす
可能性があるものは、次のとおりです。
⑴　貸倒引当金
　①　当年度に係る計算書類に計上した額
　　　貸倒引当金　654百万円
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　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　ａ　算出方法

　貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針に関する事項」「⑼引当金の計上方法」「①貸倒引当金」に記載しており
ます。
ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸
出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
ｃ　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌年度に係る計算書類における貸倒引
当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑵　金融商品の時価
①　当年度に係る計算書類に計上した額
　　「金融商品に関する事項」「⑵金融商品の時価等に関する事項」に記載しております。
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　ａ　算出方法

　金融商品の時価の算出方法は、「金融商品に関する事項」「⑵金融商品の時価等に関する事項」「②金融商品の時価の
算定に用いた評価技法の説明」に記載しております。

　ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は時価評価モデルに用いるインプットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証券の時価等の市場で直接
又は間接的に観察可能なインプットのほか、相関係数等の重要な見積りを含む市場で観察できないインプットを使用する
場合もあります。
ｃ　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
　市場環境の変化等により主要な仮定であるインプットが変化することにより、金融商品の時価が増減する可能性があり
ます。

４　貸借対照表に関する事項
⑴　有形固定資産の減価償却累計額は、1,935百万円であります。
　　また、有形固定資産の圧縮記帳額は、296百万円であります。
⑵　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として電子計算機等があり、未経過
リース料年度末残高相当額は、次のとおりであります。

１年以内 １年超 合計
所有権移転外ファイナンス・リース 10百万円 14百万円 24百万円
オペレーティング・リース 7百万円 14百万円 22百万円

⑶　為替決済、公金等取扱の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、預け金35,735百万円、有価証券828百万円を差し
入れております。
⑷　無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に16,925百万円含まれております。
⑸　理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債権の総額は61百万円であります。
　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めておりません。
⑹　理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債務はありません。
　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めておりません。
⑺　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権の額及びその合計額は次のとおり
であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　　 75百万円
危険債権額 579百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額　　 33百万円
合計額 688百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の
回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

⑻　割引手形は、業種別委員会実務指針第24号に基づき、金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形
は、自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1百万円であります。
⑼　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ
れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は、16,644百万円であります。
⑽　貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸出金9,789百万円が含まれており
ます。
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５　損益計算書に関する事項
⑴　当年度においては、以下の資産について、減損損失を計上しております。

　主な用途　　　種類　　　場所　　　　減損損失
　遊休資産　　　土地　　　萩市　　　　0百万円
遊休資産については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
当年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は固定資産税評価額等に基づき
算定しております。

６　金融商品に関する事項
⑴　金融商品の状況に関する事項
　①　金融商品に対する取組方針
　当会は、山口県を事業区域として、県内の農業協同組合（ＪＡ）等が会員である相互扶助型の農業専門金融機関であり、
地域経済の活性化に資する地域金融機関であります。
　ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる仕組みとなっ
ております。
　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農業に関連する企業・団体及び、県内の地場企業や団体、地方公
共団体などに貸付を行っております。
　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用を
行っております。

　②　金融商品の内容及びそのリスク
　当会が保有する金融資産は、主として県内の取引先（及び個人）に対する貸出金（当座貸越契約貸出コミットメントを含
む）、金銭の信託及び有価証券であり、貸出金は、貸出先の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されておりま
す。
　当年度末における貸出金のうち、26%は金融・保険業に対するものであり、当該金融・保険業を巡る経済環境等の状況
の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。
　金銭の信託は特定金銭信託及び指定金外信託により運用しており、その構成資産は、社債、株式、投資信託及び外国籍投
資信託等であり、純投資目的（運用目的及びその他目的）で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金
利の変動リスク、市場価格の変動リスク及び外国為替の変動リスクに晒されております。
　また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、満期保有目的、純投資目的（その他目的）で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

　③　金融商品に係るリスク管理体制
　当会は、リスクマネジメント基本方針において、当会におけるリスク管理の基本的方針を明らかにするとともに、当会の
業務から発生する個々のリスク管理については、基本方針の考え方に則り、リスク特性を踏まえたリスク管理要領を個別に
定めております。また、経営が抱えるリスク構造等の実態把握と諸リスクの統合管理、これらを踏まえた各種リスクに係る
限度額の設定・管理等の方針決定や、諸情報を分析し適切に経営の判断に資することを目的としてリスク管理委員会を設置
しております。

　　ａ　信用リスクの管理
　信用リスク管理においては信用リスク管理要領を定め、当会のオンバランス・オフバランス・資産・負債を含めたバラ
ンスシート全体を対象として管理しております。
　信用リスク取引にかかる経営戦略に基づく具体的方針・統合的な信用リスクに関する方針等の策定、個別案件の審査、
執行の担当部署がそれぞれ組織的に分離・独立して行っております。
　また、リスクマネジメント手法としてリスク量の把握、内部格付、外部格付、自己査定、個別審査、与信限度、大口信
用供与規制管理などによって管理しており、当会全体の格付別・業種等や各種限度額に関する与信状況についてモニタリ
ングを行うとともに、リスク管理委員会において協議のうえ、四半期毎に経営管理委員会、理事会へ報告しております。
ｂ　市場リスクの管理
　金利、有価証券等の価格、為替等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により保有する資産・負債（オフバランス
資産・負債を含む。）の価値が変動する市場リスクについては市場リスク管理要領を定め管理しております。
　体制としてフロント部署、バック部署を独立させ相互牽制のもと執行しており、また、フロント部署とは独立したモニ
タリング部署で当会全体の市場取引の状況、各資産別・フロント別のポジション状況、評価損益、パフォーマンス、Ｖａ
Ｒ（バリュー・アット・リスク）、ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）等のリスク指標、リスク管理委員会におけ
る決定事項の執行状況についてモニタリングを行うとともに、モニタリング結果については、リスク管理委員会、理事会
及び経営管理委員会に四半期毎に報告しております。
ｃ　デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評価、事務管理に関する部門を分離し、内部牽制を確立し
て実施しております。
ｄ　市場リスクに係る定量的情報
　当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、｢預け金」、「貸出金」、「有
価証券」のその他有価証券及び満期保有目的に分類される債券、「貯金」、「借用金」、「デリバティブ取引」のうちの
金利スワップ取引、金利キャップ取引であります。
　当会では、これらの金融資産及び金融負債について、市場リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量が
リスク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当会のＶａＲは分散共分散法（保有期間3か月、信頼区間99%、観測期間5年）により算出しており、令和5年3月31
日現在で当会の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で10,813百万円です。
　なお、当会では、バックテストを実施のうえ、ＶａＲ計測モデルの妥当性を検証しております。
　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスクを計測しており、通常で
は考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは補足できない場合があります。
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e　資金調達に係る流動性リスクの管理
　流動性リスク管理として市場リスク管理要領において日次の資金繰り表、旬間及び月次の資金繰り計画表により調達・
運用の大口資金動向等を把握し、系統預金を中心とする安定的な流動性確保に努めております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なる場合もあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
①　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
　なお、市場価格のない株式等は、次表に含めず③に記載しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預け金 542,962 542,915 △47
金銭の信託

運用目的の金銭の信託 3,920 3,920 －
その他の金銭の信託 7,693 7,693 －

有価証券
満期保有目的の債券 5,405 5,363 △41
その他有価証券 253,425 253,425 －

貸出金 93,960
貸倒引当金 △651
貸倒引当金控除後 93,308 93,546 238

資産計 906,714 906,864 149
貯金 850,874 850,788 △85
借用金 23,500 23,458 △41
負債計 874,374 874,246 △127

（注）１．その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年6月
17日）第24‐3項及び第24‐9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれております。

　　２．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

②　金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】
　ａ　預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。満期の
ある預け金については、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ
（Overnight Index Swap 以下、「OIS」という。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ております。
ｂ　金銭の信託
　　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｃ及びｄと同様の方法により評価しております。
ｃ　有価証券
　有価証券について、主に上場株式、国債及び上場投資信託については、活発な市場における無調整の相場価格を利用し
ています。地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資信託
については、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準
価額によっています。
　相場価格が入手できない場合には、取引金融機関等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては
観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、スワップレート、信用スプレッド、金利ボラティリティ
等が含まれています。
ｄ　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なって
いない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額とし
て算定しております。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートである
OISのレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しております。
　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額とし
ております。

【負債】
　ａ　貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。
　また、定期性貯金の時価は、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレートで割り
引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しております。

　ｂ　借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当会の信用状態は実行後大きく異なってい
ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
　固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレー
トで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しております。
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③　市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報に含まれておりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　外部出資 58,086百万円　
　合　　計 58,086

（注）１．当年度において、非上場株式について0百万円減損処理を行っております。

④　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預け金 540,962 2,000 － － － －

有価証券

満期保有目的の債券 － － － － － 5,405
その他有価証券のうち
満期があるもの 8,726 12,849 11,209 6,020 9,162 108,585

貸出金 28,992 13,083 9,295 4,128 5,765 32,598

合計 578,681 27,933 20,505 10,148 14,928 146,588

（注）１．貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越（融資型を除く）349百万円については「1年以内」に含めております。
また、期限のない劣後特約付貸出金9,789百万円については「5年超」に含めております。

　　　2．貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等94百万円は償還の予定が見込まれないため、含め
ておりません。

　　⑤　借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

貯金 850,818 39 6 － 10 －
借用金 6,200 10,400 6,500 400 － －
合計 857,018 10,439 6,506 400 10 －

（注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めております。

７　有価証券に関する事項
⑴　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
①　売買目的有価証券
　　当年度末において売買目的有価証券は保有しておりません。
②　満期保有目的の債券
　　満期保有目的の債券において、種類毎の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

種類 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの 社債 1,109百万円 1,147百万円 37百万円

小計 1,109 1,147 37
時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 社債 4,295 4,216 △79

小計 4,295 4,216 △79
合計 5,405 5,363 △41
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③　その他有価証券
　　その他有価証券において、種類毎の貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

株 式 18,388百万円 6,257百万円 12,130百万円
債 券
　 国 　 債 3,227 3,076 150
　 社 　 債 10,113 10,017 95
　 そ の 他 35,519 31,766 3,753
そ の 他 39,753 31,845 7,908
小 計 107,001 82,964 24,037

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

株 式 1,308 1,533 △225
債 券
　 国 　 債 21,963 23,813 △1,850
　 地 方 債 17,130 18,103 △973
　 社 　 債 33,641 34,712 △1,071
　 そ の 他 33,316 34,806 △1,490
そ の 他 39,063 44,106 △5,042
小 計 146,423 157,076 △10,652

合　計 253,425 240,040 13,384
（注）�上記差額合計から繰延税金負債2,873百万円を差し引いた金額10,511百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含

まれております。
⑵　当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
⑶　当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却額 売却益 売却損
株　式 662百万円 289百万円 69百万円
債　券 36,789 315 348
その他 1,770 398 －
合　計 39,222 1,004 418

８　金銭の信託に関する事項
金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりであります。
①　運用目的の金銭の信託
　　貸借対照表計上額 3,920百万円
　　当年度の損益に含まれた評価差額 －百万円
②　満期保有目的の金銭の信託はありません。
③　その他の金銭の信託

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額
うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないもの

そ の 他 の
金銭の信託 7,693百万円 8,051百万円 △358百万円 －百万円 △358百万円

（注）１．上記差額合計に繰延税金資産99百万円を加えた金額△258百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
おります。

　　　2．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それ
ぞれ「差額」の内訳であります。

９　退職給付に関する事項
⑴　退職給付
①　採用している退職給付制度の概要
　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型制度）を設けております。退職給付一時金制度では、退
職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。
　当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
②　確定給付制度
ａ　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　期首における退職給付引当金　　 941百万円
　　　退職給付費用　　　　 66百万円
　　　退職給付の支払額　　　　 66百万円
　　　期末における退職給付引当金 940百万円
ｂ　退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
　　　非積立型制度の退職給付債務 940百万円
　　　退職給付引当金 940百万円
ｃ　退職給付に関する損益
　　　簡便法で計算した退職給付費用 66百万円

資

料

編

47



⑵�　人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃
止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て
るため拠出した特例業務負担金を含めて計上しております。
　�　なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、9百万円となっております。
　�　また、存続組合より示された令和5年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は、87百万円とな
っております。

10　税効果会計に関する事項
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
繰延税金資産
　税務上の繰越欠損金 436百万円
　貸倒引当金超過額　 102百万円
　退職給付引当金超過額 260百万円
　有価証券償却超過額 934百万円
　減価償却超過額 13百万円
　未払費用否認額 104百万円
　前払費用否認額 23百万円
　その他 58百万円
繰延税金資産小計 1,933百万円
　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △436百万円
　将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △1,339百万円
評価性引当額小計 △1,776百万円
繰延税金資産合計(A) 157百万円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △2,773百万円
　その他 △0百万円
繰延税金負債合計(B) △2,774百万円
繰延税金負債の純額(A)＋(B) △2,616百万円

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金 － － － － － 436 436百万円
評 価 性 引 当 額 － － － － － △436 △436
繰 延 税 金 資 産 － － － － － － －

　⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 27.7％
（調整）
　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.3％
　　事業分量配当金 △25.0％
　　住民税均等割 0.3％
　　寄付金の損金不算入 0.6％
　　評価性引当額の増減 2.6％
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.0％

11　キャッシュ・フロー計算書に関する事項
　�　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、貸借対照表上の「現金」並びに「預け金」中の当
座預け金、普通預け金及び通知預け金であります。
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剰余金処分計算書

財務諸表の適正性等にかかる確認

会計監査人の監査

（単位：百万円）

科　　　　　　目 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

当 期 未 処 分 剰 余 金

剰 余 金 処 分 額

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

（ 特 　 別 　 積 　 立 　 金 ）

出 資 配 当 金

（普通出資に対する配当金（配当率））

（後配出資に対する配当金（　〃　））

事 業 分 量 配 当 金

次 期 繰 越 剰 余 金

4,313

2,499

250

－ 

－ 

330

155

175

1,919

1,813

5,671

2,597

420

－ 

－ 

330

155

175

1,847

3,073

（注）事業分量配当金の配当基準、配当率は次のとおりです。 

（1）配当基準

（2）配 当 率

（　 　　　　　　　　）

（　 　　　（1.00％））

（　 　　　（0.50％））

（　 　　　　　　　　）

（　 　　　（1.00％））

（　 　　　（0.50％））

確　　認　　書
①　私は、令和５年４月１日から令和６年３月31日までの事業年度にかかるディスクロージャー誌に
記載した内容のうち、財務諸表作成に関する全ての重要な点において関係諸法令に準拠して適正に表
示されていることを確認いたしました。

②　当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有効に機能してい
ることを確認いたしました。
・業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備されております。
・業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を検証しており、重
要な事項については理事会等に適切に報告されております。
・重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

令和6年7月1日
山口県信用農業協同組合連合会
代表理事理事長 松　本　隆　志

　　

（注）財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書、キャッシュ・フロー計算書及び注記表を指しています。

令和5年度

　１ヵ年以上の定期貯金（中長期貯
　金を除く）のネット平残

0.23%

令和4年度

　１ヵ年以上の定期貯金（中長期貯
　金を除く）のネット平残

0.22%

　令和５年度及び令和４年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、農業協同組合法第37
条の2第3項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。 

資

料

編

49



経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 剰 余 金

出 資 金

（ 出 資 口 数 ）

純 資 産 額

総 資 産 額

貯 金 等 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

剰余金配当金額

普通出資配当額

後配出資配当額

事業分量配当額

職 　 員 　 数

単体自己資本比率

損 益 の 状 況

（最近の5事業年度の主要な経営指標） （単位：百万円）

令和元年度令和3年度令和4年度令和5年度 令和2年度項　　　目

（　　　　　　） （　　　　　　）（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

（利益総括表） （単位：百万円、％）

項　　　　　　目 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 増　　　減

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 事 業 収 支

事 業 粗 利 益

（ 事 業 粗 利 益 率 ）

 1,452 1,650 △ 197

300 304 △ 4

626 959 △ 333

 2,379 2,914 △ 534

0.27 0.32 △ 0.05

（注）１．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）
　　　２．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
　　　３．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用
　　　４．事 業 粗 利 益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
　　　５．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×100

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（注）「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省
告示第２号）に基づき算出しております。

 8,885 8,820 8,823 11,145 11,702

 1,248 2,043 2,256 2,242 2,510

 1,239 2,062 2,249 2,282 2,500

 50,542 50,542 50,542 35,542 35,542

 5,054,235口 5,054,235口 3,554,235口 3,554,235口 3,554,235口

 98,225 90,302 95,205 81,301 74,495

 991,286 970,873 1,026,537 1,070,222 1,061,292

 865,889 850,874 896,207 916,957 924,927

 81,446 93,960 104,073 111,155 100,129

 263,311 258,830 255,891 260,739 223,927

 2,249 2,177 2,051 2,032 1,805

 155 155 155 155 155

 175 175 150 100 100

 1,919 1,847 1,745 1,776 1,549

 92人 95人 97人 97人 95人

 18.88% 18.84% 18.30% 15.97% 16.68%

資

料

編

50



（資金運用収支の内訳） （単位：百万円、％）

項　　　　　目
令 和 5 年 度

平均残高 利　　息 利 回 り 平均残高 利　　息 利 回 り

令 和 4 年 度

資 金 運 用 勘 定

うち　預　け　金

うち　有 価 証 券

うち　貸 出 金

資 金 調 達 勘 定

うち　貯　　　金

うち　譲渡性貯金

うち　借　用　金

総 資 金 利 ざ や
（注）1．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率 
　　　　 資金調達原価率＝（資金調達費用（貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋信用金利息＋金利スワッ
　　　　　　　　　　　　　プ支払利息＋その他支払利息（支払雑利息等））＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（貯金＋譲渡性貯金＋
　　　　　　　　　　　　　売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）－金銭の信託運用
　　　　　　　　　　　　　見合額）×100
　　　2．資金運用勘定の「うち預け金」の利息には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。   
　　　3．資金調達勘定の「うち貯金」の利息には、支払奨励金が含まれています。
　　　4．資金調達勘定の平均残高及び利息は、金銭の信託運用見合額及び金銭の信託運用見合費用を控除しています。

 895,861  5,920  0.66  917,771  6,109  0.67 

559,085  2,491  0.45  572,988  2,746  0.48 

 244,707  2,439  1.00  245,170  2,360  0.96 

 92,061  989  1.07  99,604  1,001  1.01 

 874,543  4,468  0.51  896,162  4,459  0.50 

863,888  4,530  0.52  879,928  4,506  0.51 

 2,403  0  0.00  1,117  0  0.00 

 20,917  －  － 25,557  －  －

 － － △ 0.03  － － △ 0.02 

（受取・支払利息の増減額） （単位：百万円）

令和5年度 令和5年度
増減額 令和4年度 令和3年度令和4年度

増減額

受 取 利 息

うち　預　け　金

うち　有 価 証 券

う ち 　 貸 出 金

支 払 利 息

うち　貯　　　金

うち　譲渡性貯金

うち　借　用　金

差 引
（注）1．増減額は前年度対比です。
　　　2．受取利息の「うち預け金」には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。
　　　3．支払利息の「うち貯金」には、支払奨励金が含まれています。
　　　4．支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。

 5,920 △ 188 6,109 △ 419 6,528

 2,491 △ 254 2,746 △ 512 3,258

 2,439 78 2,360 103 2,257

 989 △ 12 1,001 △ 10 1,012

 4,468 8 4,459 △ 339 4,798

 4,530 24 4,506 △ 90 4,597

 0 0 0 △0 0

 －  － －  △ 242 242

 1,452 △ 197 1,650 △ 80 1,730

項　　　　　　　目

（事業純益） （単位：百万円）

項　　　　　　目 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 増　　　減

事 業 純 益

実 質 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益
（投資信託解約損益を除く）

828  1,236  △ 408 

828  1,236  △ 408 

 1,163  1,151  11 

 2,463  1,872  590 

（注）１．事 業 純 益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸倒引当金繰入額
　　　２．実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　　３．コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益
　　　　　国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券
　　　　　償却を通算した損益です。
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貯金に関する指標

（貯金の種類別平均残高） （単位：百万円、％）

令 和 5 年 度種　　　　　類 令 和 4 年 度 増　　減

（定期貯金残高） （単位：百万円、％）

令 和 5 年 度種　　　　　類 令 和 4 年 度 増　　減

流 動 性 貯 金

定 期 性 貯 金

そ の 他 の 貯 金

　 計 　

譲 渡 性 貯 金

　合　　　　　　計　

 829,816 100.00 828,950 100.00 865

829,806 99.99 828,940 99.99 865

 10 0.00 10 0.00 －

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

定 期 貯 金

　 う ち 固 定 金 利 定 期

　 う ち 変 動 金 利 定 期

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（注）1．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　　　2．定期性貯金＝定期貯金
　　　3．（　　）内は構成比です。

（注）1．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
　　　2．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
　　　3．（　　）内は構成比です。

 22,771 2.63 30,310 3.44 △7,538

 841,046 97.09 849,562 96.43 △8,516

 70 0.01 56 0.01 14

863,888 99.72 879,928 99.87 △16,040

 2,403 0.28 1,117 0.13 1,285

866,291 100.00 881,046 100.00 △14,755
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貸出金等に関する指標

（貸出金の科目別平均残高）
令 和 5 年 度科 　 　 　 　 目 令 和 4 年 度 増　　　減

（貸出金の金利条件別内訳残高） （単位：百万円、％）

令 和 5 年 度種　　　　　類 令 和 4 年 度 増　　減

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

割 引 手 形

　 合 　 　 　 計 　

固 定 金 利 貸 出

変 動 金 利 貸 出

　 合 　 　 　 計 　

203 228 △ 25

89,329 97,265 △ 7,935

2,526 2,097 429

2 13 △ 10

92,061 99,604 △ 7,542

　 52,177 64.06 61,298 65.24 △ 9,121

　 29,269 35.94 32,661 34.76 △ 3,392

81,446 100.00 93,960 100.00 △12,513

（単位：百万円）

（貸出金の担保別内訳残高） （単位：百万円）

令 和 5 年 度種　　　　　　類 令 和 4 年 度 増　　　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他 担 保 物

小　　　　　　　計

農 業 信 用 基 金 協 会 保 証

そ の 他 保 証

小　　　　　　　計

信 用

　 合 　 　 　 計 　

38 30 8

－ － －

15 － 15

 18,640 20,915 △ 2,274

7 10 △ 2

18,702 20,956 △ 2,253

52 53 △0

98 116 △ 17

151 169 △ 17

 62,592 72,834 △ 10,242

81,446 93,960 △ 12,513

（注）（　　）内は構成比です。

（注）（　　）内は構成比です。

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

令 和 5 年 度種　　　　　　類 令 和 4 年 度 増　　減

設 備 資 金
運 転 資 金
合 　 　 　 計

 6,537 8.03 6,629 7.06 △ 91

 74,908 91.97 87,331 92.94 △ 12,422

81,446 100.00 93,960 100.00 △ 12,513

（貸出金の使途別内訳残高） （単位：百万円、%）

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）
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（貸出金の業種別残高） （単位：百万円、％）

令 和 5 年 度種 　 　 類 令 和 4 年 度 増　　　減

農 業

林 業

水 産 業

製 造 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業

卸売・小売・飲食業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

地 方 公 共 団 体

そ の 他

合　　　計

 1,628 2.00 1,622 1.73 5

 － － － － －

 － － － － －

 12,192 14.97 17,257 18.37 △ 5,064

 － － － － －

 627 0.77 634 0.68 △ 6

 － － － － －

 894 1.10 931 0.99 △ 36

 2,037 2.50 2,000 2.13 36

 19,149 23.51 24,689 26.28 △ 5,540

 9,988 12.26 10,386 11.05 △ 397

 16,896 20.75 18,945 20.16 △ 2,048

 9,904 12.16 7,601 8.09 2,302

 8,127 9.98 9,891 10.53 △ 1,764

81,446 100.00 93,960 100.00 △12,513

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（債務保証の担保別内訳残高） （単位：百万円）

令 和 5 年 度種 　 　 　 　 類 令 和 4 年 度 増　　　減

－ － －

－ － －

－ － －

373 597 △ 223

－ － －

373 597 △ 223

277 275 2

650 872 △ 221

貯 金 ・ 定 期 積 金 等

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他 担 保 物

　 小 　 　 　 計 　

信 　 　 　 　 　 　 　 　 用

　 合 　 　 　 計 　

（注）（　　）内は構成比です。
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（主要な農業関係の貸出金残高）
①　営農類型別

② 資金種類別
　[貸出金]

[受託貸付金]

令 和 5 年 度種 　 　 　 　 類 令 和 4 年 度 増　　　減

（単位：百万円）

種　　　　　類

プ ロ パ ー 資 金

農 業 制 度 資 金

農 業 近 代 化 資 金

そ の 他 制 度 資 金

　 合 　 　 　 計 　

日本 政 策 金 融 公 庫 資 金

そ の 他

　 合 　 　 　 計 　

2,674 2,375 299

45 33 11

45 33 11

－ － －

2,720 2,409 311

3,594 4,625 △ 1,031

－ － －

3,594 4,625 △ 1,031

（単位：百万円）

（単位：百万円）

令 和 5 年 度種　　　　　　類 令 和 4 年 度 増　　　減

農 業

穀 作

野 菜 ・ 園 芸

果 樹 ・ 樹 園 農 業

工 芸 作 物

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農

養 鶏 ・ 養 卵

養 蚕

そ の 他 農 業

農 業 関 連 団 体 等

　 合 　 　 　 計 　

695 694 1

－ － －

60 50 10

66 75 △ 8

－ － －

388 375 13

180 194 △ 13

－ － －

－ － －

 2,024 1,714 309

 2,720 2,409 311

１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の
生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。
なお、前記の（貸出金の業種別残高）の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業
者等が含まれています。
３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全国農業協同組合連合会とその子会社等が含まれています。

（注）

１．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで
当会が低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としてい
ます。
３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

（注）

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 増　　　減

（注）日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。
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（農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく保全状況）
（単位：百万円）

債 権 区 分 債権額
保 　 　 全 　 　 額

担　保 保　証 引　当 合　計
 67 58 － 8 67

 75 62 0 12 75

 1,457 593 6 856 1,457

 579 128 7 442 579

 31 28 － 3 31

 33 28 － 5 33

 － － － － －

 － － － － －

 31 28 － 3 31

 33 28 － 5 33

 1,556 681 6 868 1,556

 688 220 7 460 688

 80,612

 94,194

 82,168

 94,883

破産更生債権及びこれらに

準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　　計

正 常 債 権

合　　　　　　計

三 月 以 上
延 滞 債 権

貸 出 条 件
緩 和 債 権

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

令和５年度

令和４年度

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権をいいます。
２．危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。
３．要管理債権
農協法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額をいいます。

４．三月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権及
び危険債権に該当しないものをいいます。
５．貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権
に該当しないものをいいます。
６．正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、１．２．４．５．に掲げる債権以外のものに区分される
債権をいいます。

（注）
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 198 169 － 198 169 225 198 － 225 198

 455 865 － 455 865 402 455 － 402 455

654 1,035 － 654 1,035 628 654 － 628 654

区　　　 分
期首残高

目的使用

令 和 5 年 度

その他
期末残高期中増加額

期中減少額
期首残高

目的使用

令 和 4 年 度

その他
期末残高期中増加額

期中減少額

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　 計

（単位：百万円）（貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額）

（貸出金償却の額）

（元本補填契約のある信託にかかる貸出金のリスク管理債権の状況）
　　該当する取引はありません。

有価証券に関する指標

（有価証券の科目別平均残高）

（商品有価証券の科目別平均残高）

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

外 国 証 券

株 式

そ の 他 の 証 券

　 合 　 　 　 　 計 　

26,882 28,162 △ 1,280

16,372 19,056 △ 2,683

－  －  － 

50,021 53,400 △ 3,378

67,215 66,044 1,170

7,491 7,862 △ 370

76,723 70,644 6,079

244,707 245,170 △ 463

　該当する取引はありません。

令 和 5 年 度科　　　　　目 令 和 4 年 度 増　　減

（単位：百万円）

（単位：百万円）

項　　　　　目

貸 出 金 償 却 額 －  －
（注） 個別貸倒引当金と相殺前の金額です。

令 和 5 年 度 令 和 4 年 度
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（有価証券残存期間別残高） （単位：百万円）

 令和5年度

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

外 国 証 券

株 式

その他の証券

 令和4年度

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

外 国 証 券

株 式

その他の証券

 － 2,036  － － 1,021 23,823 － 26,880

 － － － － － 14,087 － 14,087

 － － － － － － － －

 3,197  6,103 7,424 6,495 12,278 10,980 － 46,479

 8,049  11,322 18,871 13,646 10,238 4,791 － 66,919

 － － － － － － 7,192 7,192

 － 8,124 18,218 12,926 23,492 7,000 6,143 75,904

 － 1,020 1,032 － 1,023 23,813 － 26,889

 － － － － 3,500 14,603 － 18,103

 － － － － － － － －

 1,505 7,001 4,240 8,686 17,177 11,524 － 50,135

 7,230 15,748 10,000 14,713 13,764 5,116 － 66,573

 － － － － － － 7,790 7,790

 572 8,450 12,907 9,813 28,883 8,000 7,323 75,952

1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

期間の定め
のないもの10年超 合計1年以下科　　目
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（有価証券の時価情報）

（単位：百万円）

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度

当年度の損益に
含まれた評価差額

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額

貸借対照表計上額

－ － － －

①　売買目的有価証券

（単位：百万円）

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度
種　　類

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

 － － － － － －
 － － － － － －
 － － － － － －
 1,009 1,029 19 1,109 1,147 37
 － － － － － －
 － － － － － －

1,009 1,029 19 1,109 1,147 37
 － － － － － －
 － － － － － －
 － － － － － －
 4,026 3,844 △ 182 4,295 4,216 △ 79
 － － － － － －
 － － － － － －

4,026 3,844 △ 182 4,295 4,216 △ 79
 5,036 4,874 △ 162 5,405 5,363 △ 41合　　　　計

②　満期保有目的の債券

売買目的有価証券

貸借対照表計上額 時　　価 差　　　額貸借対照表計上額 時　　価 差　　　額

国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
外 国 証 券
その他の証券
小　　計

国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
外 国 証 券
その他の証券
小　　計
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（単位：百万円）

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度
種 　 　 類

貸借対照表計上額 取得原価 差　　　額貸借対照表計上額 取得原価 差　　　額

貸借対
照表計
上額が
取得原
価を超
えるも
の

貸借対
照表計
上額が
取得原
価を超
えない
もの

 26,055 6,561 19,493 18,388 6,257 12,130
 12,092 11,948 143 13,340 13,094 245
 3,147 3,057 90 3,227 3,076 150
 － － － － － －
 － － － － － －
 8,944 8,891 52 10,113 10,017 95
 92,261 74,593 17,668 75,273 63,611 11,661
 43,655 36,352 7,303 35,519 31,766 3,753
 48,606 38,240 10,365 39,753 31,845 7,908
130,409 93,104 37,305 107,001 82,964 24,037

 577 631 △ 53 1,308 1,533 △ 225
 65,067 70,461 △ 5,393 72,734 76,629 △ 3,894
 20,922 23,823 △ 2,900 21,963 23,813 △ 1,850
 12,779 14,087 △ 1,307 17,130 18,103 △ 973
 － － － － － －
 31,365 32,551 △ 1,185 33,641 34,712 △ 1,071
 62,219 68,231 △ 6,011 72,380 78,913 △ 6,532
 29,537 30,567 △ 1,030 33,316 34,806 △ 1,490
 32,682 37,663 △ 4,981 39,063 44,106 △ 5,042
127,865 139,324 △ 11,458 146,423 157,076 △ 10,652

 258,274 232,428 25,846 253,425 240,040 13,384合　　　　計

③　その他有価証券

株式
債券
　国債
　地方債
　短期社債
　社債
その他
　外国証券
　その他の証券
小　　計

株式
債券
　国債
　地方債
　短期社債
　社債
その他
　外国証券
　その他の証券
小　　計

（金銭の信託の時価情報）

（単位：百万円）

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度

当年度の損益に
含まれた評価差額

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額

貸借対照表計上額

4,008 － 3,920 －

①　運用目的の金銭の信託

運用目的の金銭の信託

②　満期保有目的の金銭の信託

　　該当する取引はありません。
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　デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引
①　金利関連取引、通貨関連取引、株式関連取引、債券関連取引

（単位：百万円）

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度

貸借対照
表計上額 取得原価 差　額

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるもの

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えないもの

貸借対照
表計上額 取得原価 差　額

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるもの

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えないもの

 10,963 11,555 △ 591 － 591 7,693 8,051 △ 358 － 358

③　その他の金銭の信託

その他の
金 銭 の
信　　託

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ
　　「差額」の内訳です。

　　該当する取引はありません。

（デリバティブ取引等）
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期 　 　 末

期 中 平 均

期 　 　 末

期 中 平 均

 9.41 11.04 △ 1.63

 10.63 11.31 △ 0.68

 30.41 30.42 △ 0.01

 28.25 27.83 0.42

（貯貸率・貯証率） （単位：％）

令 和 5 年 度区　　　　　　　分 増 　 減令 和 4 年 度

経 営 諸 指 標

（注）1．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高（譲渡性貯金を含む）×100
　　　2．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高（譲渡性貯金を含む）×100
　　　3．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高（譲渡性貯金を含む）×100
　　　4．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高（譲渡性貯金を含む）×100

貯　貸　率

貯　証　率

（利 益 率）
項　　　　　　目 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 増　　　減

総 資 産 経 常 利 益 率

純 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

純 資 産 当 期 純 利 益 率

 0.13 0.21 △ 0.08

 1.56 2.55 △ 0.99

 0.13 0.21 △ 0.08

 1.55 2.57 △ 1.02

（注） ＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
＝経常利益／純資産勘定平均残高×100
＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

（単位：％）

総 資 産 経 常 利 益 率
純 資 産 経 常 利 益 率
総資産当期純利益率
純資産当期純利益率

1.
2.
3.
4.
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自己資本の充実の状況

１．自己資本の状況

◇自己資本比率の状況
　当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基
盤の強化を経営の重点課題として取り組んでいます。剰余金処分においては、適正な会員への還
元に努めるとともに、内部留保の充実に取り組んだ結果、令和6年3月末における自己資本比率は、
前年比0.04ポイント上昇の18.88％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当会の自己資本は会員からの普通出資金のほか、後配出資金により調達しています。
普通出資金

項　　　目 内　　　容

発行主体 山口県信用農業協同組合連合会

資本調達手段の種類 普通出資金

コア資本に係る基礎項目に算入した額 155億円（前年度155億円）

後配出資金
項　　　目 内　　　容

発行主体 山口県信用農業協同組合連合会

資本調達手段の種類 後配出資金

コア資本に係る基礎項目に算入した額 350億円（前年度350億円）

　自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」
を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。また、これに基づき、当
会における信用リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本の維持に努めていま
す。
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（１）自己資本の構成
（単位：百万円、％）

項　　　　　　　目 令和5年度 令和4年度
コア資本に係る基礎項目　⑴
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 76,861 77,871

うち、出資金及び資本準備金の額 50,542 50,542
うち、再評価積立金の額 5 5
うち、利益剰余金の額 28,563 29,501
うち、外部流出予定額（△） 2,249 2,177
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 169 198
うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 169 198
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のう
ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額 イ 77,031 78,070
コア資本に係る調整項目　⑵
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 35 56

うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 35 56

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る10パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 ロ 35 56
自己資本
自己資本の額（イ－ロ） ハ 76,996 78,013
リスク・アセット等　⑶
信用リスク・アセットの額の合計額 402,266 407,691

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 5,491 6,334
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額 ニ 407,757 414,026
自己資本比率
自己資本比率（ハ／ニ） 18.88% 18.84%
（注）１．農協法第11条の2第1項第1号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出し

ています。なお、当会は国内基準を採用しています。
　　　２．当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク

削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
　　　　　基礎的手法とは、１年間の粗利益に0.15を乗じた額の直近三年間の平均値によりオペレーショナル・リスク相当額

を算出する方法です。
　　　　　なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益及びその他経常収益を控除し、役務取引等費用、

国債等債券売却損・償還損・償却、経費、その他経常費用及び金銭の信託運用見合費用を加算して算出しています。
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（２）自己資本の充実度に関する事項

　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （単位：百万円）
令和5年度 令和4年度

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 1,334 － － 550 － －
我が国の中央政府及び中央銀行向け 29,465 － － 29,429 － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 19,467 － － 21,401 － －
国際決済銀行等向け － － － － － －
我が国の地方公共団体向け 24,545 － － 26,254 － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け 517 103 4 117 23 0
国際開発銀行向け 325 － － 327 － －
地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け 7,857 785 31 8,246 824 32
地方三公社向け 1,053 210 8 1,096 219 8
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 615,610 124,644 4,985 594,490 120,396 4,815
法人等向け 109,450 60,408 2,416 125,306 67,337 2,693
中小企業等向け及び個人向け 38 24 0 44 29 1
抵当権付住宅ローン 1,923 666 26 2,218 766 30
不動産取得等事業向け 7,703 7,684 307 8,865 8,688 347
三月以上延滞等 268 87 3 78 52 2
取立未済手形 13 2 0 12 2 0
信用保証協会等による保証付 128 12 0 142 14 0
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － － － －
出資等 12,566 12,566 502 13,157 13,157 526
（うち出資等のエクスポージャー） 12,566 12,566 502 13,157 13,157 526
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －
上記以外 68,533 168,747 6,749 68,889 169,437 6,777
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対
象普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段
に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

401 1,004 40 602 1,505 60

（うち農林中央金庫の対象資本調達手
段に係るエクスポージャー） 66,254 165,635 6,625 66,255 165,638 6,625

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない
部分に係るエクスポージャー） 155 388 15 157 393 15

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を
保有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係
る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

－ － － 62 94 3

（うち上記以外のエクスポージャー） 1,721 1,718 68 1,811 1,806 72
証券化 － － － － － －
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － － － －
（うち非ＳＴＣ要件適用分） － － － － － －
再証券化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 87,725 26,032 1,041 84,173 26,534 1,061
（うちルックスルー方式） 87,725 26,032 1,041 84,173 26,534 1,061
（うちマンデート方式） － － － － － －
（うち蓋然性方式250%） － － － － － －
（うち蓋然性方式400%） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 － － － － － －
他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されなかったものの額（△）

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 988,529 401,978 16,079 984,802 407,484 16,299
ＣＶＡリスク相当額÷８％ － 287 11 － 207 8
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合計（信用リスクアセットの額） 988,529 402,266 16,090 984,802 407,691 16,307

オペレーショナル・リスクに対する
所要自己資本の額<基礎的手法>

オペレーショナル・リスク相
当額を8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相
当額を8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

5,491 219 6,334 253

所要自己資本額
リスク・アセット等（分母）合計

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）合計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

407,757 16,310 414,026 16,561
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（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに
記載しています。

　　２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有
価証券等が該当します。

　　３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージ
ャー及び「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエク
スポージャーのことです。

　　４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
　　５．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部また

は全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
　　６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・ア

セットに算入したものが該当します。
　　７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保

証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。
　　８．オペレーショナル・リスク相当額算出にあたり、当会では基礎的手法を採用しています。
　　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を8%で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞
　　　　　　　　　（粗利益（正の値の場合に限る）×15％）の直近３年間の合計額　　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――÷８％　　　　　　　　　　　　　直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
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２．信用リスクに関する事項

◇リスク管理の方針及び手続の概要
〇　当会では、リスクを確実に認識し、評価・計測し、報告するための態勢として、リスク管理
に関する規程類を整備しています。
　信用リスクについては、「信用リスク管理要領」を制定し、債務者別の内部格付に基づく与
信限度額による管理を行っています。また、市場関連取引に付随する信用リスクについては、「市
場リスク管理要領」を制定し、信用リスクに関するモニタリングを常時行っています。
　当会が保有するリスク量やリスク内容及び対応方針等は、四半期ごと又は随時開催するリス
ク管理委員会において協議しています。

〇　当会における貸倒引当金は、「資産の償却・引当要領」に基づき計上しています。
　自己査定結果に基づく債務者区分に応じ、債務者区分毎あるいは個別債務者毎に算出した予
想損失額を貸倒引当金として、その全額を計上しています。
　正常先及び要注意先（要管理先を含む。）の債権については、主として今後１年間の予想損失
額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は貸倒実績を基礎とした
貸倒実績率の過去の一定期間における平均値又は累積平均値に基づき損失率を求め、算定した
額を一般貸倒引当金として計上することとしています。
　破綻懸念先の債権については、個別債務者毎の最終の回収または価値について重大な懸念が
あり、損失の発生の可能性が高い債権（以下、「Ⅲ分類額」といいます。）からキャッシュ・フロ
ーによる回収可能額を控除した残額を個別貸倒引当金として計上することとしています。なお、
キャッシュ・フローを見積もりⅢ分類額から控除した先はありません。
　実質破綻先及び破綻先の債権については、Ⅲ分類額及び回収不可能または無価値と判定され
る債権（Ⅳ分類額）の全額を個別貸倒引当金として計上することとしています。

◇標準的手法に関する事項
当会では、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により

算出しています。また、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定にあたり使
用する格付等は次のとおりです。

①　リスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使
用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適格格付機関
株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

②　リスク・ウェイトの判定にあたり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付又はカ
ントリー・リスク・スコアは以下のとおりです。

エクスポージャー 適格格付機関 カントリー・リスク・スコア

中央政府及び中央銀行 日本貿易保険

国際開発銀行向けエクスポージャー R&I、Moody's、JCR、S&P、Fitch

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー（長期） R&I、Moody's、JCR、S&P、Fitch

法人等向けエクスポージャー（短期） R&I、Moody's、JCR、S&P、Fitch

　　（注）  「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。
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（１） 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上
延滞エクスポージャーの期末残高

（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 三月以上延
滞エクスポ
ージャー

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 三月以上延
滞エクスポ
ージャーうち貸出金等 うち債券 うち店頭デ

リバティブ うち貸出金等 うち債券 うち店頭デ
リバティブ

国　内 836,991 101,821 90,978 － 268 837,690 121,106 99,198 － 78

国　外 63,812 － 63,812 － － 62,934 － 62,934 － －

地域別残高計 900,803 101,821 154,791 － 268 900,625 121,106 162,133 － 78

農　業 1,580 1,534 － － － 1,228 1,182 － － －

林　業 － － － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － － － －

製造業 25,043 11,503 9,569 － － 31,739 16,511 10,955 － －

法 鉱　業 － － － － － － － － － －

建設・不動産業 20,153 8,865 6,849 － 199 19,788 9,252 6,094 － －

電気・ガス・熱
供給・水道業 7,306 － 7,013 － － 8,891 － 8,517 － －

人 運輸・通信業 9,845 1,293 7,472 － － 12,721 1,319 10,109 － 1

金融・保険業 726,049 44,337 55,658 － － 703,102 50,640 52,734 － －

卸売・小売・飲
食・サービス業 24,627 16,379 7,226 － － 27,773 19,989 6,762 － －

日本国政府・地
方公共団体 51,452 9,920 41,531 － － 53,169 7,610 45,559 － －

上記以外 21,858 330 19,467 － － 23,787 378 21,401 － －

個　人 4,174 4,174 － － 68 4,937 4,937 － － 76

その他 8,711 3,482 － － － 13,485 9,284 － － －

業種別残高計 900,803 101,821 154,791 － 268 900,625 121,106 162,133 － 78

１年以下 593,457 12,881 11,282 － 574,436 24,675 8,793 －

１年超３年以下 31,678 12,135 19,542 － 44,004 18,160 23,844 －

３年超５年以下 43,789 17,388 26,400 － 27,084 11,743 15,340 －

５年超７年以下 23,876 3,661 20,215 － 31,196 7,710 23,486 －

７年超10年以下 36,644 13,033 23,610 － 42,947 7,396 35,550 －

10年超 76,533 22,793 53,739 － 80,220 25,103 55,117 －

期限の定めのないもの 94,823 19,926 － － 100,735 26,317 － －

残存期間別残高計 900,803 101,821 154,791 － 900,625 121,106 162,133 －

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適
用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及
び派生商品取引の与信相当額を含みます。

　　２．「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク
スポージャーを含んでいます。なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、お客様のご請求に基づき、
金融機関が融資を実行することを約束する契約における融資可能残額のことです。

　　３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
　　４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞しているエクスポー

ジャーをいいます。
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（２）貸倒引当金の期末残高及び期中増減額
　ａ　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高
目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 198 169 － 198 169 225 198 － 225 198
個別貸倒引当金 455 865 － 455 865 402 455 － 402 455

　ｂ　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度
個別貸倒引当金

貸出金償却
個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 期中増加額

期中減少額
期末残高 期首残高 期中増加額

期中減少額
期末残高

目的使用 その他 目的使用 その他
国　内 455 865 － 455 865 402 455 － 402 455
国　外 － － － － － － － － － －
地域別残高計 455 865 － 455 865 402 455 － 402 455
農　業 65 187 － 65 187 － － 65 － － 65 －
林　業 － － － － － － － － － － － －
水産業 － － － － － － － － － － － －

法 製造業 － 306 － － 306 － － － － － － －
鉱　業 － － － － － － － － － － － －
建設・不動産業 156 150 － 156 150 － 166 156 － 166 156 －
電気・ガス・熱
供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

人 運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －
金融・保険業 － － － － － － － － － － － －
卸売・小売・飲
食・サービス業 198 197 － 198 197 － 196 198 － 196 198 －

上記以外 － － － － － － － － － － － －
個　人 35 23 － 35 23 － 40 35 － 40 35 －

業種別残高計 455 865 － 455 865 － 402 455 － 402 455 －
（注） 一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。

（３）信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト 1250％を適用する残高
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

0% － 75,717 75,717 － 79,034 79,034
2% － － － － － －
4% － － － － － －
10% － 7,984 7,984 － 8,388 8,388
20% 20,206 618,806 639,012 26,758 597,861 624,620
35% － 1,921 1,921 － 2,213 2,213
50% 57,652 199 57,852 64,100 43 64,143
75% － 34 34 － 40 40
100% 14,464 37,005 51,469 14,615 40,494 55,109
150% － － － － 64 64
250% － 66,811 66,811 － 67,014 67,014
その他 － － － － － －
1250% － － － － － －

合　計 92,323 808,480 900,803 105,474 795,155 900,629
（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適

用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バランス取引及
び派生商品取引の与信相当額を含みます。

　　２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクスポ
ージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関によ
る依頼格付のみ使用しています。

　　３．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトによ
って集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

　　４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責
額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト1250％を適用したエクスポージャーがあります。

資

料

編

69



３．信用リスク削減手法に関する事項

◇信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出におい

て、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクス
ポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信
用リスク・アセット額を軽減する方法です。
当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を適用

しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部又は一部が、取引相手又は
取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当
会では、適格金融資産担保付取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我
が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共
部門、国際開発銀行、及び金融機関又は第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を
付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分
について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。
ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がA-

又はA3以上で、算定基準日に長期格付がBBB-又はBaa3以上の格付を付与しているものを適格保
証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリ
スク・ウェイトに代えて、保証人のリスク･ウェイトを適用しています。
貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これら

に類する事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を
有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自会貯金をいずれの時点に
おいても特定することができること、③自会貯金が継続されないリスクが監視及び管理されている
こと、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が監視及び管理されていること、の条件をすべて満たす場
合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポー
ジャー額としています。

担保に関する評価及び管理方法は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行
っています。なお、主要な担保の種類は自会貯金です。
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信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ 適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ

地方公共団体金融機構向け － － － － － －

我が国の政府関係機関向け － － － － － －

地 方 三 公 社 向 け － － － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － 800 － － 500 －

法 人 等 向 け 120 3,508 － 602 4,008 －

中小企業等向け及び個人向け 0 3 － 0 2 －

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － － － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － － － －

三 月 以 上 延 滞 等 － － － － － －

証 券 化 － － － － － －

中 央 清 算 機 関 関 連 － － － － － －

上 記 以 外 － 2 － － 5 －

合　　　　計 120 4,315 － 603 4,517 －

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有
価証券等が該当します。

　　２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージ
ャー及び「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１５０％になったエ
クスポージャーのことです。

　　３．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は
全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。

　　４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・
国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

　　５．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクショ
ンの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破
産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

４．派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項

◇ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び
手続の概要
　「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決定さ
れる金融商品（先物、オプション、スワップ等）にかかる取引です。
　「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡し又は決済を行う取引であって、約定日から受渡
日（決済日）までの期間が５営業日又は市場慣行による期間を超えることが約定され、反対取引に先
立って取引相手に対して有価証券等の引渡し又は資金の支払いを行う取引です。
　当会では、派生商品取引については、単年度余裕金の運用方針において、金融先物取引等の限度
額基準を定め、商品毎の取引限度額による管理を行っています。また、１取引における運用限度額
とロス・カットの基準を設けることで、リスクのコントロールを図っています。
　なお、長期決済期間取引については該当がありません。
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（１）派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳
令和5年度 令和4年度

与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

令和５年度� （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削
減効果勘案前
の与信相当額

担保 信用リスク削
減効果勘案後
の与信相当額

現金・
自会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 55 610 － － － 610
（2）金利関連取引 － － － － － －
（3）金関連取引 － － － － － －
（4）株式関連取引 45 295 － － － 295
（5）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －
（6）その他コモディティ関連取引 － － － － － －
（7）クレジット・デリバティブ 2 52 － － － 52

派生商品合計 103 958 － － － 958
長期決済期間取引 － － － － － －

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） － －
合　　　　　計 103 958 － － － 958

令和４年度� （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削
減効果勘案前
の与信相当額

担保 信用リスク削
減効果勘案後
の与信相当額

現金・
自会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 38 469 － － － 469
（2）金利関連取引 － 5 － － － 5
（3）金関連取引 － － － － － －
（4）株式関連取引 8 164 － － － 164
（5）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －
（6）その他コモディティ関連取引 － － － － － －
（7）クレジット・デリバティブ 2 52 － － － 52

派生商品合計 48 691 － － － 691
長期決済期間取引 － － － － － －

一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） － －
合　　　　　計 48 691 － － － 691

（注）１．「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額を算出する方法のひとつです。
再構築コストと想定元本に一定の掛目を乗じて得た額の合計で与信相当額を算出します。なお、「再構築コスト」とは、同
一の取引を市場で再度構築するのに必要となるコスト（ただし０を下回らない）をいいます。

　　２．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクショ
ンの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破
産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

　　３．「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいいます。オン・バラ
ンスの元本と区別して「想定元本」と呼ばれています。

（２）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

プロテクションの購入 プロテクションの提供 プロテクションの購入 プロテクションの提供

想定元本額 － 1,000 － 1,000

偶発債務 － 1,000 － 1,000

（注）１．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクショ
ンの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破
産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

　　２．「プロテクションの購入」とは、クレジット・デリバティブ取引において信用リスクをヘッジ（回避・低減）するための取引、
「プロテクションの提供」とは、保証を与える取引を指します。

　　３．「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいいます。オン・バラ
ンスの元本と区別して「想定元本」と呼ばれています。
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（３）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ
　該当する取引はありません。

５．証券化エクスポージャーに関する事項　

◇リスク管理の方針及びリスク特性の概要
　「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエ
クスポージャーに階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引に係るエクス
ポージャーのことです。「再証券化エクスポージャー」とは、原資産の一部又は全部が証券化エク
スポージャーである取引に係るエクスポージャーのことです。
　なお、該当する取引はありません。

６．オペレーショナル・リスクに関する事項

◇リスク管理の方針及び手続の概要
　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切で
あること又は外的な現象により損失を被るリスクのことです。
　当会では、オペレーショナル・リスクを「事務リスク」、「法務リスク」、「システムリスク」、「情
報漏洩等リスク」、「系統組織の経営リスク」、「業務継続リスク」等に分けて捉え、「オペレーショ
ナル・リスク管理要領」に基づき管理しています。
　事務リスクについては、当会役職員の不正確な事務処理、あるいは事故・不正等の発生を未然に
防止するため、コンプライアンス・マニュアル、内部管理事務手続等の整備・徹底と、部署間で相
互牽制が働く体制を整備することで適切なリスク管理を目指しています。また、「事務リスク管理
手続」を定め、事務ミス等の組織的な把握、管理、再発防止の取組み徹底により、リスクの軽減に
努めています。
　法務リスクについては、新しい金融商品の取扱いや各種契約書の作成にあたって、顧問弁護士等
によるリーガル・チェックを実施する等法務リスクの未然防止に努めています。
　システムリスクについては、「システムリスク管理手続」を策定し、内外環境要因分析及びシス
テムリスクアセスメント（自主点検）を核としたシステムリスクの特定・評価（Ｃ）、システムリスク
アセスメント結果等を踏まえた改善事項の策定（Ａ）、システムリスク管理計画の策定・修正（Ｐ）、
当該計画の実施・進捗管理（Ｄ）のＰＤＣＡサイクルにより、継続的な改善に努めています。 
　情報漏洩等リスクについては、当会の情報資産（情報及び情報システム）を適切に保護するための
基本方針である「セキュリティポリシー」、安全対策基準である「セキュリティスタンダード」等
を遵守することで情報漏洩等リスクの未然防止に努めています。
　系統組織の経営リスクについては、系統金融機関として、ＪＡの事業・経営組織の動向に関する
諸リスクを協議することにより、系統組織の経営の健全性確保に努めています。
　また、業務継続リスクについては、大規模災害等を想定し、不測の事態時においても利用者が日
常生活や業務運営で利用する基本的サービスをＪＡバンクとして継続して提供するため、「ＪＡバ
ンクＢＣＰ（JAバンク業務継続計画）」の策定と定期的な訓練により、万一のリスクにも備えてい
ます。

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　　〇　当会では、自己資本比率算出におけるオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、「基

礎的手法」を採用しています。
　　〇　基礎的手法とは、１年間の粗利益に0.15を乗じた額の直近三年間の平均値によりオペレーショ
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ナル・リスク相当額を算出する方法です。
　　　　なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益及びその他経常収益を控除

し、 役務取引等費用、国債等債券売却損・償還損・償却、経費、その他経常費用及び金銭の信託
運用見合費用を加算して算出します。

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

◇出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資 

勘定の株式又は出資として計上されているものです。
当会では、出資その他これに類するエクスポージャーに関して、以下のとおり管理しています。
有価証券勘定の株式については、「経済資本管理要領」、「市場リスク管理要領」、「信用リスク管

理要領」に基づき管理しています。格付に応じた与信限度額管理や株式全体での取得限度枠管理の
ほか、同業種への集中排除、信用リスクのモニタリング、ＶａＲによるリスクの計量化等のリスク
管理を行っています。
外部出資勘定の株式・出資については、信用リスクのモニタリングにより業況・財務内容の把握

に努めています。

（１）出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上場 33,850 33,850 26,847 26,847

非上場 58,096 58,096 58,086 58,086

合計 91,946 91,946 84,933 84,933

（注）　「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

（２）出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

106 59 － 460 69 －

（３）貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額

　　　（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

評価益 評価損 評価益 評価損

22,970 55 15,536 226

（４）貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

　　　（子会社・関連会社株式の評価損益等）
　該当する取引はありません。
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８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
（単位：百万円）

令和5年度 令和4年度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 87,725 84,173

マンデート方式を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー － －

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー － －

９．金利リスクに関する事項

◇リスク管理の方針及び手続の概要
　「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例え
ば貸出金、有価証券、貯金等）が、金利の変動により損失を被るリスクのことです。
　当会における、リスク管理方針及び手続きについては以下のとおりです。

　　➣　リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明
　当会では、金利リスク量を重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市
場リスクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）に
ついては、管理の枠組みの設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。

　　➣　リスク管理及びリスクの削減の方針に関する説明
　　　　　当会は、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するＩＲＲＢＢの比率の管理やリスクリタ

ーン分析などを行いリスク削減に努めています。
　　➣　金利リスク計測の頻度
　　　　　四半期毎にＩＲＲＢＢを計測しています。

◇金利リスクの算定手法の概要
　当会では、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ＥＶＥ）については、金利感応ポジションにかかる
基準日時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与え
たイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅
は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化の３シナリオによる金利ショック（通
貨ごとに異なるショック幅）を適用しています。 

➣ 流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は0.82年です。
➣ 流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　　流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は５年です。
➣　流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金モデル等）及びその前提
　　　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用してい
ます。

➣　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　　　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。
➣　複数の通貨の集計方法及びその前提
　　　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。
➣　スプレッドに関する前提
　　　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当
該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

資

料

編

75



➣　内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　　内部モデルは使用していません。
➣　前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　　⊿ＥＶＥの前事業年度末からの変動要因は、ファンド内のアセットアロケーション等による
ものです。

➣　計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　　該当ありません。

◇ ⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスク
に関する事項
➣ 金利ショックに関する説明
　　　経済資本管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。
➣ 金利リスク計測の前提及びその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の対
象となる⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩと大きく異なる点）

　　　ＶａＲとは、一定の保有期間、一定の信頼区間のもとで被る可能性のある最大損失額のこと
です。当会では、保有期間３ヶ月、信頼区間99％（変動幅2.33標準偏差）のＶａＲを分散・共
分散法により算出しています。

金利リスクに関する事項
ＩＲＲＢＢ（金利リスク）� 　（単位：百万円）

項番
⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

当期末 前期末 当期末 前期末
１ 上方パラレルシフト 16,572 16,304 1,537 1,151

２ 下方パラレルシフト 260 － 31 52

３ スティープ化 10,581 10,686

４ フラット化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最大値 16,572 16,304

当期末 前期末
８ 自己資本の額 76,996 78,013

用語説明
・「⊿ＥＶＥ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測され
るものをいいます。
・「⊿ＮＩＩ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から12ヶ月を経過する日
までの間の金利収益の減少額として計測されるものをいいます。
・「上方パラレルシフト」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に応じた
算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定めるパラレルシフトに関する金利変動幅を加え
る金利ショックをいいます。
・「下方パラレルシフト」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に応じた
算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定めるパラレルシフトに関する金利変動幅にマイ
ナス１を乗じて得た数値を加える金利ショックをいいます。
・「スティープ化」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に応じた算出基
準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める算式を用いて得た金利変動幅を加える金利ショッ
クをいいます。
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役員等の報酬体系

１．役員

（１）対象役員
　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、経営管理委員、理事及び監事をい
います。

（２）役員報酬等の種類、支払総額及び支払方法
役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和５年度における対象役員

に対する報酬等の支払総額は、次のとおりです。
なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振り込みの方法による現金支給のみであり、退職慰

労金は、その支給に関する総会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支払ってい
ます。

 （単位：百万円）

支給総額（注2）
基本報酬 退職慰労金

対象役員（注1）に対する報酬等 48 6
（注１）対象役員は、経営管理委員10名、理事４名、監事７名です。（期中に退任した者を含む。）
（注２）退職慰労金については、当年度に実際に支給した額ではなく、当年度の費用として認識される部分の金額（引

当金への繰入額と支給額のうち当年度の負担に属する金額）によっています。

（３）対象役員の報酬等の決定等

　①　役員報酬（基本報酬）
役員報酬は、経営管理委員、理事及び監事の別に各役員に支給する報酬総額の最高限度額を総

会において決定し、その範囲内において、経営管理委員各人別の報酬額については経営管理委員
会において、理事各人別の報酬額については理事会において決定し、監事各人別の報酬額につい
ては監事の協議によって定めています。なお、業績連動型の報酬体系とはなっていません。
この場合の役員各人別の報酬額の決定にあたっては、各人の役職・責務や在任年数等を勘案し

て決定していますが、その基準等については、役員報酬審議会（JA山口県連代表者会議委員およ
び学識経験者）に諮問をし、その答申を踏まえて決定しています。また、上記の支給する報酬総
額の最高限度額もこの基準をもとに決定しています。

　②　役員退職慰労金
役員退職慰労金については、役員報酬に役員在職年数に応じた係数を乗じて得た額に特別に功

労があったと認められる者については功労金を加算して算定し、総会で経営管理委員、理事及び
監事の別に各役員に支給する退職慰労金の総額の承認を受けた後、役員退職慰労金規程に基づき、
経営管理委員については経営管理委員会、理事については理事会、監事については監事の協議に
よって各人別の支給額と支給時期・方法を決定し、その決定に基づき支給しています。
なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計上してい

ます。
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２．職員等

◇対象職員等
開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等」の範囲は、当会の職員であって、常

勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当会の業務及び財産の状況に重要
な影響を与える者をいいます。
なお、令和５年度において、対象職員等に該当するものはいません。

（注１）対象職員等には、期中に退職した者も含めています。
（注２）「同等額」は、令和５年度に当会の常勤役員に支払った報酬額等の平均額としています。
（注３）令和５年度において当会の常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はい

ません。

３．その他

当会の対象役員及び対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテイクを惹起す
るおそれのある要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員及び対象職員等の報酬
等の体系とリスク管理の整合性並びに対象役員及び対象職員等の報酬等と業績の連動に関する事項」
その他「報酬等の体系に関し参考となるべき事項」として、記載する内容はありません。
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索　引

　このディスクロージャー誌は、農業協同組合法第54条の３に基づき作成しておりますが、農業協同
組合法施行規則における各項目は以下のページに記載しております。

単体開示項目（農業協同組合法施行規則第204条関連） ページ
１　概況及び組織に関する事項
（１）　業務の運営の組織･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 21
（２）　理事、経営管理委員及び監事の氏名及び役職名･････････････････････････････････････････････････ 21
（３）　事務所の名称及び所在地･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 20
２　主要な業務の内容･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 23
３　主要な業務に関する事項
（１）　直近の事業年度における事業の概況･･･････････････････････････････････････････････････････････ 15
（２）　直近の 5 事業年度における主要な業務の状況
ａ　経常収益･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 50
ｂ　経常利益又は経常損失･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 50
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